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「下水道の散歩道」小冊子 
発刊にあたって 

 
 2017 年の夏、公共投資ジャーナル社の仲村修社長から、「“下水道界への提言”的

なものを連載しませんか」とお誘いを受け、2017 年 10 月から、毎月１回、「下水道の

散歩道」を『下水道情報』に掲載してきました。この３年間で平成から令和に代わり、

デジタル化の急速な進展など、大きく社会情勢が変化してきましたが、何といっても

大きいのは、新型コロナウイルスパンデミックのエフェクト（影響）でしょう。今後

のアフターコロナの時代は、ビフォーコロナの時代と比べ、社会・経済・生活・行政・

教育・医療・生き方等あらゆる面で価値観・基本的考え方がパラダイムシフトします。

この Before Corona と After Corona の境目で、「下水道の散歩道」の Before Corona

時代の主張・提言を小冊子として、まとめることとしました。おりしも、下水道界に

とっても、1970 年の「下水道法の大改正」に始まる「日本の下水道インフラの第一ス

テージ（1970～2020 年）」から DX（デジタルトランスフォーメーション）・ICRT（ICT+

ロボティクス）・UT（超高度処理）・MF（メンテナンスフリー）等を柱とする「第

二ステージ」への移行点にあたります。この小冊子を読みながら、一緒に、下水道イ

ンフラの将来像を考えていただければと思います。 

 改めて、33 回までを再読してみますと、少し、気合が入りすぎていたかなあという

感じもしています。読者の皆さんは、目次を見て、関心のある個所のみ、気楽に読ん

でいただけたらと思います。ただ、どの回も、私の座右の銘である「啐
そ っ

啄
た く

の機（機を

捉えること）」と「挑瞰発（挑戦・俯瞰・発信）」を意識しつつ、誠心誠意、しっか

りと書きました。主張・提言は、すべて、私のオリジナルです。他の方の意見を書く

ということは一切ないのは当然として、私が、以前に他の雑誌・新聞に書いたものも

原則、掲げていません。初出を旨としました。気合が入りすぎていますが、それは、

「下水道インフラへの愛情・下水道インフラの将来への期待」ゆえです。努めて、ポジ

ティブに・公平公正に書いてきました。 

 率直なご感想等、いただければ幸いです。今後のアフターコロナにおける「下水道

の散歩道」の執筆に活かしたいと思います。よろしくお願いします。表紙は、公共投

資ジャーナル社の原さんが、素敵なアレンジをしてくださいました。心から感謝です。 

 

令和２年７月吉日 

谷戸 善彦 

yoshihiko_yato@njs.co.jp 
sott123yy@docomo.ne.jp 

 
本冊子は、『下水道情報』（公共投資ジャーナル社発行）に連載された「下水道の散歩道」の第１回～33 回をまと
めたものです。掲載内容と著者の役職名は、原則として掲載当時のままとしています。
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下 水 道 の 散 歩 道 ［第１回］

BHAG（ビーハグ）とイノベーション 

株式会社NJS 取締役
技師長 開発本部長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

２．「イノベーション」

　下水道インフラのマネジメント
コストの低減やマネジメントの効
率化により、下水道インフラ経営
が改善し、下水道使用料が低減さ
れ、「国民第一」が実現します。そ
のためには、「イノベーション・経
営革新・技術革新」が必須です。

「国民第一」のためには、数パー
セントの改善といったレベルでは
なく、コストが半分や 10 分の１
に、効率が数倍にといった、オー
ダー・桁が変わるレベルの改善が
必要です。そのためには、「イノ
ベーション」です。
　NJSでは、下水道管路等閉鎖性
空間の点検・調査用ドローンの開
発を、自律制御システム研究所

（ACSL）と共同で進めており、実
用化の一歩手前まで来ています。
まだドローンを種々のビジネスに
活用することが始まっていない２
年前に、NJSの社員が下水道管路
の点検・調査を行うドローンを開
発することを村上社長に直訴、社
長の英断により、開発がスタート
しました。その社員は、10 月１
日に発足したNJSドローン開発部
の初代部長に就任して活躍してい
ます。先般、10 月５日に、青森
で開催された下水道インフラ関連
の展示会で、NJSの下水道調査用
ドローン「Air Slider」のデモ飛行
を初めて実施し、好評を博しまし
た。森岡国土交通省下水道部長、
小野寺青森市長、水の天使の宮﨑
あずささんにも、デモ飛行を視察
いただきました。地元の三村青森
県知事にも、村上社長とともにド
ローン「Air Slider」を持参してお
伺いしてきました。知事は、大変
興味を示され、青森県下の社会イ
ンフラの閉鎖性空間調査への活用

　また、今、何よりも下水道イン
フラ関係者が意識しなくてはなら
ないのは、下水道インフラの「ス
トックの大きさ」です。下水道普
及率が30%、50%と言っていた時
代とは全くその規模・影響力が違
います。下水道インフラのストッ
クは、我が国全体で、100 兆円に
迫っています。
　その大きさは、まさにマーケッ
ト（市場）の大きさでもあるわけで
すが、その大きさゆえ、一方で、
改築更新・維持管理等下水道イン
フラのマネジメントコストの最適
化・最小化へのたゆまざる努力が
求められます。コストの最適化・
最小化により、税金・下水道使用
料の低減に繋がり、「国民第一・市
民第一」が実現されます。

１．�「国民第一・市民第一」

　下水道インフラの将来、下水道
産業界の将来を考えるとき、認識
の頂点・ゴールとして常に意識す
べきことは、「国民第一・市民第
一」です。
　下水道インフラは、道路・河
川・港湾等の社会インフラの中で
も、国民との距離が近く、国民生
活に直結した重要インフラです。
国民の生活環境・衛生環境を守
り、内水被害等の災害から国民を
守り、国民が享受する川・海など
の水環境を保全します。国民は、
その対価の一部として、税金の他
に、他の社会インフラにはない特
別の「下水道使用料」を支払いま
す。

♦連載にあたって�
　このたび、月に１回、「下水道の散歩道」を執筆させて頂くことになり
ました。宜しくお願いします。株式会社NJSにおいて、役員として、社業
に専念しており、講演や原稿執筆は、お断りしてきましたが、数ヵ月前か
ら、公共投資ジャーナル社の仲村社長から「是非、連載を」と何回もお誘
いを受け、お引き受けすることになりました。お受けした限りは、しっか
りとした中味のある連載にしたいと考えています。
　今回、お引き受けしたのは、「下水道インフラへの愛情・下水道インフ
ラの将来への期待」ゆえです。今回の連載にあたっては、次の３点のスタ
ンスで、執筆したいと思います。①建設的・ポジティブ・前向きに。②肩
肘をはらず、淡々と、公平に。③下水道界が明るく、よくなることをめざ
して、時にはやわらかい話も含めて楽しく。この３点のスタンスにふさわ
しい「下水道の散歩道」というネーミングと素敵な挿絵を下水道情報編集
部でつけてくださいました。
�
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に期待を示されました。下水道管
路点検・調査用ドローンの実用化
により、下水道管路内調査のコス
ト・作業効率は、劇的に変わりま
す。大きな「イノベーション」で
す。私は、現在、開発本部長とし
て、責任者を務め、実用化・商品
化へ向け、努力しています。

３．「BHAG（ビーハグ）」

　イノベーションにより、「下水道
インフラのどのような未来を実現
するか」。目標を立て、共有し、
その目標に向かってイノベーショ
ンを起こしていく。こうした手順
が必要です。米国のコリンズが唱
えた「BHAG（ビーハグ）」とい
うグローバルに浸透した経営用語
があります。Big Hairy Audacious 
Goals の略です。日本語で言うと

「大きく困難で大胆な目標」です。
「達成が困難なびっくりするような
むこうみずな目標」とも言われて
います。
　下水道インフラのBHAGとして
は、次の目標がありましょう。①
全国の下水処理プラントを全てエ
ネルギー自立型、できればエネル
ギー供給型の施設とする。②下水

処理プラントの処理水質を季節・
時間で自動コントロールでき、大
幅にコストスリム化できる新たな
水処理手法を開発する。③全国の
2200 ヵ所の下水処理プラントを
一括で無人自動運転制御する。④
下水道インフラのマネジメントコ
ストを大幅に削減し、日本中の下
水道経営を黒字化し、下水道使用
料を下げる。⑤下水道管路の建設
工事を全て無人ロボット施工とす
る。⑥下水道インフラへの年間建

設・管理投資総額を全国で５兆円
とする。⑦下水道インフラ関連産
業を、学生さんの就職希望先第１
位の憧れの職業とする。
　こうした目標を立て、その目標に
向かって、下水道インフラ関係者
が官民を挙げて、イノベーション
を起こし、ステージプラン（Stage 
Plan）を作成し、手順を積み上げ
て実行していく。こうした動きを
起こしていこうではありませんか。

【筆者略歴】昭和49年３月東京大学工学部卒業後、同年４月建設省採
用。京都府下水道課長、東北地方整備局企画部長、国土交通省下水道
部下水道事業課長、同下水道部長、日本下水道事業団理事長などを歴
任。平成29年３月より現職。昭和27年１月生まれ。
�
●「下水道の散歩道」は月１回（次回より１ページ）掲載します。

�
※�BHAG（ビーハグ）：BHAGは、大胆な目標ですが、人の心に訴え人の心を動か

す明確な目標でもあります。BHAGとは、①明確で人々の意欲を引き出し②組
織に勢いをもたらし③基本理念に沿い④組織外からはとても実現可能とは思え
ず⑤組織がそれを達成することに極めて固い意志を持っている――目標です。

　�歴史上有名なBHAGとしては、①軍用のプロペラ機しか作ったことがなかった
ボーイング社の「200人乗りでLAからNYまでひとっ飛びで行ける旅客機を作
る」②1961年にジョン・F・ケネディが言い放った「我々アメリカは1970年代
中に、月へ人を送り、無事帰還させる」――があります。

「下水道管更生技術施工展2017青森」（日本下水道管路管理業協会主催／10月５日）
で下水道調査用ドローン「Air Slider」のデモ飛行を実施。国土交通省の森岡泰裕下水
道部長らも視察した。
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下 水 道 の 散 歩 道 ［第２回］

「世界の大きな流れ」を読み、
「啐

そったく

啄の機
き

」で動く

株式会社NJS 取締役
技師長 開発本部長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

した大変革の流れです。その中に
は、AI・IoT・ビッグデータの活用
を中心としたICT革命の他、ロボ
ティクス革命、ゲノム革命、ブロッ
クチェーン等も含まれます。こう
した革命のもと、下水道インフラ
の「構想・計画・設計・施工・維
持管理・改築更新・経営・評価」
というライフサイクルのあらゆる
ステージで、劇的な効率化・高度
化が達成されましょう。
　第４次産業革命により下水道界
を取り巻く世界は大きく変化しま
す。その主たるものは以下です。
　①下水道 BIM/CIM の普及・発
展。下水道インフラの計画・設
計・施工・維持管理はすべて三次
元情報をベースに実施。三次元情
報の属性情報と併せて数量計算等
も自動化。維持管理履歴も三次元
情報上に累積保管、②下水道イン
フラに設置した IoT センサー等か
らの継続的自動的情報収集、AIに
よるビッグデータ解析、シミュレー
ションモデルによる解析等による
処理場・管路の無人・自動・遠隔
最適管理、③AIによる下水道イン
フラ自動設計、④AIによる各種報
告書・提案書自動作成、⑤ドロー
ン等も含めロボティクスとAIによ
る自動施工管理・自動維持管理・
最適更新判断、⑥ゲノム編集によ
る、汚水・汚泥処理におけるバイ
オテクノロジーの効率化・高度化、
⑦AI活用による下水道経営の最適
化・効率化、⑧官・コンサルタン
ト・メーカー・メンテナンス企業
における仕事の仕方の抜本的革命

（AI・ロボティクス等で効率化でき
るものは徹底的にAI等を活用し、
その先の知的創造部分で人間の価
値を生む）
　我々は今、かつて経験したこと
のない大きな変革期に直面してい
ます。この先に来る「世界の大き
な流れ」を読んで、「啐啄の機」で
動く。このことがかつてないほど
強く求められています。

二種流域下水道の創設にあたって
は、福井経一氏・安中德二氏・石
川忠男氏の３人の元国交省下水道
部長とともに全身全霊を傾けて知
恵を出し、動きました。「この機を
逃したら後はない」との決意から、
都道府県代行制度に反対されてい
た長野士郎岡山県知事（当時全国
知事会会長）を、平成２年の雨の
早朝、福井経一下水道部長（当時）
と２人で知事の東京自宅の前で待
ち伏せ、自宅から出て岡山に戻る
ために羽田空港に向かう知事公用
車に乗り込まれるわずかの時間を
狙って説得を試みたのは、本当に
懐かしい思い出です。こうしたこ
とも実って、都道府県代行制度は
難産の末、創設され、その後、31
道府県233箇所で実施され、中小
市町村の下水道普及に大きな役割
を果たしています。こうした制度
創設等の際、私は、我が国国内の

「時局・時勢」を読んで、提案して
きましたが、いまや、日本国内の
時局・時勢のみを読むのでは不十
分です。

2.「第４次産業革命」と
　 下水道インフラ

　我が国における下水道インフラ
の将来像・下水道関連ビジネスの
あり方を考える時、最も大切なこ
とは、社会システム・ビジネスシ
ステムにおける「世界の大きな流
れ」を読むことです。「世界の大き
な流れ」とは、「第４次産業革命」
とも呼べるデジタル革命を中心と

1.「啐
そったく

啄の機
き

」

　長く仕事をしてきて、最も大切
にしていること、それは、「啐

そっ

啄
たく

の
機
き

」です。私の座右の銘です。「啐
そつ

」
とは、卵から鳥の雛

ひな

が産まれ出よ
うとする時、雛が卵の内側からコ
ツコツと卵の殻

から

を叩いて合図を送
ること。「啄

たく

」とは、そのコツコツ
という合図の音を聞いて、親鳥が、
卵を外からつついて殻を破ること
です。卵の殻を破るのが、早くて
も、遅くても、雛は産まれてこな
い可能性があります。雛と親鳥の
絶妙のタイミングがあって、無事、
元気な雛が産まれてきます。「啐啄
の機」とは、「物事の絶妙のタイミ
ング」「またとない好機」のことで
す。「敏に機を見る」「ここぞとい
うタイミングを逃さない」。これ
が、私の 40 年来の座右の銘であ
り、 行 動 の 第 一 指 針 で す。
　昭和 49 年に建設省に入って以
降、新しい制度・仕組みやプロ
ジェクトを数多く提案し、実行し
てきました。第二種流域下水道・
都道府県代行制度・雨水流域下水
道・基本計画策定費補助制度の創
設、11プロジェクトの実施、JS再
構築、「スマート下水道」・「下水道
インフラ」という言葉の提案。そ
れぞれの提案は、タイミングを見
定め、機を捉えて、行ってきまし
た。「時間軸」を最大限、意識しま
した。どんなすばらしいアイデア
でも、時機を失すると、「愚策」に
なります。都道府県代行制度、第
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要求したものはありませんでした。
「流総計画」という考え方も含め、
下水道分野は、一歩も二歩も先を
走っていました。
　それから 40 年、名実ともに、

「データドリブンマネジメント」が
本格的に実行できる時代がやって
きました。そのための人材・予
算・システム・ツール・データ蓄
積、言い換えれば、ヒト・カネ・
モノが整いました。

2. �「プロセスシミュレータ」・
「AI」・「IoT」の活用　

　現在、強く下水道インフラマネ
ジメントの最適化が求められてい
ます。ICT をフルに活用しての、
①下水道維持管理マネジメントの
効率化・コストスリム化、②改築
更新タイミングの最適化によるコ
ストスリム化（ストックマネジメ
ント）、③現行維持管理の分析によ
る本格的改築更新時の計画・設計
諸元の最適化。
　こうした要請に応えるためには、
データドリブンマネジメントの考
えに基づく「IoT 等による下水道
インフラ関連ビッグデータの体系
的収集と公開」、「ビッグデータを
使用しての水・汚泥処理プロセス
シミュレータの活用」、「ビッグデー
タ分析におけるAIの活用」が必須
です。
　株式会社NJSでは、本年11月13
日に、村上社長の主導の下、カナ
ダのEnviroSim社と「水・汚泥処
理プロセスシミュレータBioWin」
の販売代理店契約を締結しました。
維持管理の最適化、現行維持管理
の分析による改築更新時設計諸元
の最適化に大きな力を発揮する「プ
ロセスシミュレータ」は、急速に
進化しています。今後、下水道界
における「データドリブンマネジ
メント」の強力な推進のために、
こうしたプロセスシミュレータや
AI・IoT の益々の活用が期待され
るところです。

画が打ち出されて数年、出来上がっ
て承認された流総計画はひとつも
ありませんでした。しかし、計算
手法は提示されていたので、それ
をベースに、建設省で独自に、膨
大なデータを公共団体等から集め
て、自らで流総計画全国版を策定
したのです。パソコンもない中、
２ヵ月かかりましたが、汚濁負荷
量算出・汚濁負荷量配分・流達率
想定・整備事業費費用関数設定等、
大胆な仮定を置きながらも、数百
ページに及ぶ実に緻密な資料を数
人で作り上げました。水質環境基
準達成のための所要額の他、公害
防止計画達成の所要額等、根拠数
値を積み上げ、大蔵省に五箇年計
画の予算要求をしました。
　その根拠資料が功を奏したのか、
五箇年計画は、第３次の 2.6 兆円
から、第４次は 7.5 兆円と飛躍的
に増大し、その後の下水道インフ
ラの大きな発展に繋がりました。
その後、私は、第６次以外、すべ
ての五箇年計画の策定に携わりま
したが（係長時代第５次策定、課
長補佐時代第７次策定、専門官時
代第８次策定、課長・部長時代社
会資本整備重点計画策定）、この第
４次の経験が、その後、大きな糧
となりました。常に、「データドリ
ブンマネジメント」を意識しまし
た。当時、他の社会インフラの予
算要求資料の中で、下水道のよう
に、「なぜ、これだけの予算所要額
がいるのか」を理論的に証明して

1.「データドリブンマネジメント」

　今から40年前、新入職員として
入省したばかりの建設省本省下水
道部において、「さすがに建設省は
すばらしい。先輩方はすごい」と
驚きの経験をしました。第４次下
水道整備五箇年計画（昭和51～55
年度　五箇年総投資額7.5兆円）に
係る大蔵省への予算要求書の要求
根拠策定でした。上司は、久保赳
下水道部長・井前勝人下水道事業
課長・浦田健一係長・冨澤健二係
長。事実上の総括指揮をされてい
たのは、浦田係長でした。何に驚
いたか。それは、「データドリブン
マネジメント」です。徹底した膨
大なデータ収集とそのデータに基
づくオリジナルで緻密なデータ分
析です。「データを根拠としたデー
タに基づく資料策定・予算要求」、
まさに「データドリブンマネジメ
ント」でした。
　五箇年間の全国の下水道事業費
所要額を算出するにあたり、「当
時、全国で水質悪化が進行し、か
なりの水域で未達成であった水質
環境基準を全国で 100% 達成する
のにいくらかかるか」を全国のす
べての河川水系ごとに算出、膨大
な根拠資料を作り上げ、大蔵省に
持ち込みました。その数年前に、
流域別下水道整備総合計画（いわ
ゆる流総計画）が下水道法に位置
付けられ、「流総計画策定指針」が
出来上がっていましたが、流総計

7
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地下街、地下鉄、大規模ビルの地
下空間等が浮かびますが、その存
在場所は大都市等に偏っており、
公的施設は少なく、トータルのス
トック量も多くありません。
　こうした中、全国に数千箇所あ
る下水処理施設・ポンプ施設にお
いて大きな地下空間を有する「下
水道インフラ」の活用は、極めて
有効です。下水は、自然流下で地
面深く流下するため、下水道のポ
ンプ施設・処理施設は地下深くま
で掘削して建設されており、多く
の場合、地下に広い空間を有して
います。また、昭和40年代中盤以
降に設置された（全国2200箇所の
処理施設の大部分が該当します）
大中規模の処理施設の多くには、
配管類をまとめて通す「管廊」が
設置されており、この「管廊」は、
防空壕用の避難空間として大変有
効です。全国42都道府県に100箇
所以上存在する流域下水道の処理
施設は、敷地も広く、ほぼすべて
が管廊を有しており、地下空間の
広いところも多く、防空壕として
最適です。阪神淡路大震災を契機
に建設された神戸市の 33km に及
ぶ内径３m 規模の処理場ネット
ワーク連絡管は中を人が移動でき
るように作られており、有事には
避難空間として効果を発揮するで
しょう。さすがに、汚水管路の中
を防空壕に活用するのは無理があ
りますが、大規模雨水貯留施設等
は、天気等状況を見極め、短期間
であれば、緊急時に活用する手が
あるかもしれません。社会インフ
ラの中で、我が国の地面下に占め
る容積が一番大きなインフラは、
下水道インフラだと思います。人
間が避難できる空間容積で見ても、
下水道インフラが一番でしょう。
　全国の自治体においても、有事
に備える自治体BCP計画の中で、
地下防空壕施設として、既存の下
水道インフラ施設を位置づけ、避
難者への緊急対応物資の確保準備
等を始める時期が来ているのでは
ないでしょうか。

　下水道事業は、果たす役割が多
様で、施設内容も管路・処理施
設・ポンプ施設・雨水貯留施設等
と幅広い特長があります。ここ数
十年間に整備が進み、現在、全国
で、管路延長47万km・処理施設
2200箇所・ポンプ場3700箇所・
資産規模90兆円の膨大なストック
量となっています。こうした中、
他の社会インフラと比べ、下水道
インフラでは、以前より、「マルチ
パーパスユーティリゼーション」
を数多く実行してきました。具体
的には、管路内への光ファイバー
やセンサー布設、パイプインパイ
プでの圧送管布設、処理施設の防
災拠点化、下水道インフラ施設と
他の公共施設の合築、下水処理水
や下水汚泥の多目的利用等です。
広島カープの本拠地マツダスタジ
アムの地下の下水道大規模雨水貯
留施設や鎌倉市の処理施設と武道
館の合築も土地の多目的利用の一
例です。

2．下水道インフラの防空壕活用
　下水道インフラのマルチパーパ
スユーティリゼーションとして、
最近、私が考えていることがあり
ます。それは、「有事に備えての下
水道インフラの防空壕活用」です。
　北朝鮮の脅威が増しています。
核ミサイル対応として、我が国全
土で、本格的に、地下防空壕の確
保を検討すべき状況になっていま
す。このとき、国・地方自治体の
財政健全化の観点から、まずは、
既存施設の防空壕活用を真っ先に
考えるべきでしょう。候補として、

1．生産性向上とマルチパーパ
スユーティリゼーション

　平成30年度政府予算案が昨年12
月22日閣議決定されました。その
政府予算案のポイントは、「経済再
生」と「財政健全化」の両立です。

「経済再生」としては、具体的に
は、「生産性革命」を謳っていま
す。公共事業分野においても、「生
産性革命」と「財政健全化」が柱
です。この二本柱の下、下水道事
業においても、12 月 22 日の財務
省公共事業担当・中山主計官記者
発表「平成30年度国土交通省・公
共事業関係予算のポイント」の中
で、「ICT、AI、IoT の活用による
下水道施設管理の低コスト化・省
力化」・「下水道事業における受益
者負担の原則と民間活用の推進」
が特記されています。
　政府を挙げて、生産性向上・施
策効率化・低コスト化による財政
健全化を目指すとき、一つの発想
として、「マルチパーパスユーティ
リ ゼ ー シ ョ ン（Multipurpose 
Utilization）」が挙げられます。モ
ノ・コトの多目的利用です。
　「マルチパーパスユーティリゼー
ション」には、２つの種類があり
ます。「同時複数目的達成」と「本
来目的使用以外の時間帯での他目
的利用」です。同時に複数の目的
を達成するようタスクを処理でき
れば、生産性は劇的に向上します。
本来目的に使用する時間帯以外の
時間帯で他の目的にも活用できれ
ば、追加的な新規整備が回避され、
財政の健全化に貢献します。

8



（34）第1862号　平成30年2月27日（火）発行	 � 第3種郵便物認可
�

下 水 道 の 散 歩 道 ［第５回］

ゲノム編集と下水道インフラ
－画期的なゲノム編集技術「クリスパー」の
� 下水道インフラへの適用－

株式会社NJS 取締役
技師長 開発本部長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

る可能性があります。ビッグデー
タをAIで解析してAIとゲノム編集
の両者の組み合わせで、一桁オー
ダーの違う処理効率・運転コスト
を実現できるかもしれません。反
応槽内は毎日流入水質が変化し、
微生物層が複雑なため、一朝一夕
には、開発が困難かもしれません
が、汚泥消化槽や窒素除去等の高
度処理槽では、開発が容易でしょ
う。京都大学の田中宏明教授と先
日お話した際、田中教授は、「反応
速度の遅い汚泥消化槽等は有効で
はないか。また、ゲノム編集コス
トが安くなったと言ってもある程
度コストがかかるとすれば、資源
を創出する部分、汚泥消化ガス発
電等に係る消化細菌等の活動効率
化に遺伝子操作を適用すればよい
のではないか」との意見でした。
　私は、また、数年前より注目さ
れている「微生物燃料電池」内の
微生物へのゲノム編集適用も、有
効と考えています。微生物燃料電
池は、数年前から、発電効率がか
なり向上し、将来は有望なエネル
ギー生産技術の一つになるのでは
と言われています。当初、発電に
適した微生物を反応槽に使った場
合、水処理能力が３分の１と非効
率になると言われていましたが、
それもかなり改善されています。
そのなかで、ゲノム編集を活用す
れば、極めて効率的で省コストの
微生物燃料電池システムが成立す
るかもしれません。
　ゲノム編集技術の下水道インフ
ラへの適用はまだこれからの分野
です。しかし、大きく化けるかも
しれない興味深い領域です。我が
国が水メジャーに対抗して、世界
において大きな存在感を示すため
にも、ゲノム編集について、民学
官それぞれの分野での研究と実用
化へ向けた戦略的な取り組みが望
まれます。

集は、適用に距離があります。し
かし、下水道分野においては、「ゲ
ノム編集技術の画期的進化」は、
生産性向上・省コスト化に大きな
効果を発揮する可能性があります。
　遺伝子レベルで生物・微生物の
働きを制御・改変する技術は、従
来から存在しましたが、効率性が
悪く、コストは非常に高く、安全
性も疑問で、停滞が続いていまし
た。それを打破したのが、2012年
に米仏の女性研究者ダウドナ教授
とシャルパンティエ博士が発明し
た「クリスパーキャス９（略して
クリスパーともいう）」という画期
的技術です。数年以内のノーベル
医学・生理学賞は確実と言われて
います（注.第一号発明者がだれ
か、特許を巡って彼女らと米ブロー
ド研究所のチャン博士の間で激し
い係争中です）。従来の技術と比
べ、極めて短い時間で、安全にか
つ正確にゲノム編集（遺伝子の切
り貼り）ができます。３週間ほど
訓練すれば、高校生でも、編集が
できると言われているくらい、簡
単な操作でゲノム編集ができる画
期的技術です。このクリスパーの
発明で、遺伝子操作が大きく変わ
ることになると考えられています
（注.ゲノムとはDNAの中の遺伝子
を含むすべての情報のことです）。
　下水道インフラの分野では、遺
伝子操作で、反応槽内の活性汚泥
の生物・微生物をその処理施設ご
とに最適効率となるものに改変す

　平成30年度政府予算案の重要な
柱は、「生産性革命」と「財政健全
化」です。下水道インフラにおい
ても、「生産性向上」と「省コスト
化」、この２点が現下における最大
の課題でしょう。この課題に技術
面から挑戦するとき、必要なアウ
トプットは、「イノベーション」で
す。求められるのは、単位当たり
のエネルギーやコストが10分の１
といった効率性のオーダーが一桁
も二桁も変わる画期的技術です。
私は、現在、これを満たす可能性
のあるフロンティア技術は、「AI
（人工知能）」と「ゲノム編集技術
（思い通りに標的遺伝子を改変する
技術）」だと考えています。いずれ
の技術も、下水道界を大きく変え
る可能性があります。
　AI・IoT等のICTについては、下
水道の散歩道の第２回で述べまし
た。国も、１月23日に公募を始め
た平成30年度B-DASHプロジェク
トの新規テーマに「ICTを活用し
た効率的な下水道施設管理に関す
る技術・効率的管路マネジメント
技術」、「AIによる水処理の省力
化・自動化技術」を掲げました。
一方、「ゲノム編集技術」は、ま
だ、下水道界では、注目されてい
ません。しかし、下水道インフラ
のコア技術は、生物処理・微生物
主導です。社会インフラの中でも、
極めて特殊な特性を有しています。
道路・ダム・港湾・砂防等、他の
社会インフラの分野ではゲノム編

9
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株式会社NJS 取締役
技師長 開発本部長 谷戸 善彦
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総合的な比較評価によりトータル
としてCO2の削減が期待できるよ
うになった、⑥管路の維持管理基
準が制定され管路維持が充実、⑦
老齢化の進行によりゴミ出しの作
業困難世帯が増加―。
　こうした変化を受け、下水道経
営においても、企業経営のように、
変化に的確に対応すべき時期が来
ていると思います。東洋大学の松
尾友矩前学長（現常務理事）と先
日、大学にお伺いしてお話をさせ
ていただいたとき、松尾前学長は

「下水道インフラからのエネルギー
回収を考えると単体ディスポーザ
は是非導入すべき」とおっしゃっ
ていました。
　ディスポーザの利点として、も
とから言われている ⅰ 家庭内で
の臭い等衛生問題の解消、ⅱ ゴミ
ステーションでの鳥獣被害軽減効
果、ⅲ ゴミ回収回数の軽減による
市町村全体としての財政効果、ⅳ 
雪国における冬場のごみ収集困難
の解消―等も合わせて考えると
導入効果は大きいと考えられます

（注. 一方、紙おむつの下水道への
投入については、国交省の検討会
でも指摘されているように、高吸
水材として使われているマイクロ
プラスチックの影響について、慎
重に検討すべきと私は考えていま
す）。
　導入にあたっては、利用者の利
便性拡大と負荷増大を考慮し、

「ディスポーザ使用料金」を下水道
使用料に上乗せして徴収するべき
と考えます。これにより、下水道
財政への貢献にとどまらず、ディ
スポーザ導入を巡って議会・市民
の方が議論することにより、今や

「あってあたりまえ」のインフラに
なってしまい、空気のような存在
になっている下水道を考える良い
機会になると思います。今や、単
体ディスポーザの導入に懸念点は
少なく、CO2削減等環境への影響
の効果比較や経済比較等を科学
的・論理的に行い、導入に向けた
議論を幅広く行う時期に来たので
はないでしょうか。

の自治体がディスポーザ設置に反
対している。けしからん。解禁し
ろ」という要請でした。建設省に
勤務していた私は、上司の安中德
二下水道事業調整官（当時）と二
人で何度も在日米国大使館に説明
に行きました。当時は、全国の下
水道普及率がまだ40%程度で、未
普及の地域も多く、普及の進んで
いる区域も大部分が合流式下水道
区域であり、供用している下水処
理場も能力が満杯のところも多く、
とても、ディスポーザを解禁でき
る状況にはありませんでした。
　その後、2000 年以降、ディス
ポーザの効果・影響に対する研
究・実証実験が進められ、多くの
知見が集積されてきました。歌登
町（現枝幸町）における実証実験、
黒部市の取り組み等がありました。
しかし、我が国全体の動きは変わっ
ていません。
　そうした中、私は、今改めて、
各戸設置単体ディスポーザ排水の
下水道直接投入について考える時
期が来ていると考えています。そ
れは、次のような社会情勢・下水
道を取り巻く諸情勢の劇的な変化
によるためです。①人口減少が続
きかつ節水志向の中、今後下水処
理場への流入水量・流入負荷は減
少し、下水道施設の能力余裕が増
加、②それに伴い使用料収入は減
少し今後益々下水道経営は困難に、
③合流式下水道の改善が大きく進
捗、④下水道資源の有効利用の観
点より汚泥消化タンクからのバイ
オエネルギー活用が進み有機物の
下水への投入が期待されるように
なった、⑤ゴミの収集・焼却との

1．変化に的確に対応する　　
下水道経営

　「経営の基本」として、今日、最
も重視されていることは、「変化へ
の対応力」です。1970年代以降創
業の製造業で日本唯一の１兆円企
業となった日本電産を育て上げた
永守重信氏は、「企業が成長し続け
るために最も大事なことは、自ら
不断に姿を変えられる力である」
と述べています。フリードリッヒ・
ニーチェの「脱皮しない蛇は滅び
る」と同義です。厚い役所の壁を
打ち破ってクロネコヤマトの宅急
便を立ち上げた小倉昌男氏は、「前
例主義からの脱却」・「流れを読ん
で変化に対応」を経営の根幹と語っ
ています。
　下水道インフラの「経営」が、
今、全国の自治体で、下水道を巡
る「最重要課題」になっています。
今こそ、従来の発想に囚われない、
しかし科学的・論理的な事実に基
づいた「多角的視点に立ち、変化
に的確に対応する下水道経営」が
求められています。その経営方針
の一つとしてクローズアップされ
るのが、「ディスポーザへの対応」
です。

2．改めて単体ディスポーザ排水
の下水道直接投入を考える

　我が国の下水道において、各戸
に単体ディスポーザの設置を認め
るか否かの問題は、およそ30年前
にさかのぼります。日米通商交渉
の中、米国からの「米国製ディス
ポーザを日本に輸出し幅広く販売
したいのに建設省や下水道管理者
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の劇的な発展に貢献した部分も決
して小さくありませんが、何より、
我が国の下水道インフラの進展に
大きく寄与したのは、①の下水道
法改正と財政制度の確立でした。
　日本中の川・海・湖が水質汚濁
でドブ化し、水質環境問題が大き
くクローズアップされた昭和45年
に開催されたいわゆる「公害国会」
において、下水道法が抜本的に改
正され、「各家庭から収集された下
水（汚水）は、必ず下水処理場で
処理し、きれいな水にした上で、
河川等公共用水域に放流しなけれ
ばならない」、と決定されました。
それ以前は、なんと、汚水を処理
せず、下水道インフラ（下水管路
等）から直接、無処理で川や海に
放流しても良いことになっていま
した。今では信じられないことで
すが、事実、下水管路で汚水を集
め、そのまま放流しているケース
も多く存在しました。今から50年
余前の大阪万博のあった年までで
す。
　このように、下水道インフラで
集めて放流するだけなら、下水道
インフラは、「街の後始末施設・国
民の後始末施設」であり、それな
ら、「汚水系の下水道インフラの整
備費用は、全額、水を汚した人々
の自己負担・原因者負担つまりは

考えています。
①�昭和45年の公害国会と下水道法

改正・財政制度確立
②�下水道整備緊急措置法と多次に

わたる下水道の中長期計画（五
箇年計画）に基づく着実な事業
執行

③�流域下水道・都道府県代行制度
等による都道府県の的確・タイ
ムリーな支援・役割強化

④�日本下水道事業団の設立・貢献
　第一次から第八次までの下水道
整備五（七）箇年計画による着実
な事業執行（②）、それまでは市町
村事業だと考えられていた下水道
インフラの整備に広域的整備・小
規模自治体への支援の観点から都
道府県が深く関与することになっ
たこと（③）、技術力のない自治体
に代わっての日本下水道事業団に
よる計画・設計・施工管理の支援

（④）等が我が国の下水道インフラ

１．劇的に発展した下水道
　　昭和45年の法改正が寄与

　ここ50年、我が国の下水道イン
フラは、劇的な発展を遂げました。
第一次五箇年計画がスタートした
昭和38年に７%であった全国の下
水道普及率は、現在78%まで向上
し、この間、新たに、9000万人の
人々が下水道インフラの恩恵を受
けることができることとなりまし
た。わずか、50年余の間に一気に
日本中の下水道インフラが整備さ
れました。そのインフラストック
額は、約90兆円です。人口が一定
程度多い国で、このような短期間
に下水道整備が全土に進んだ国は
世界中で他にはありません。日本
だけです。
　なぜ、我が国の下水道インフラ
はこのように劇的に進展したか。
私は、その理由は、次の４点だと

表：下水道整備五（七）箇年計画の推移

年次 計画期間 計画額 実績額 達成率

第一次 昭和38～42年度（実施は38～41年度） 4400億円 2963億円  67.3%

第二次 昭和42～46年度（実施は42～45年度） 9300億円 6178億円  66.4%

第三次 昭和46～50年度 ２兆6000億円 ２兆6241億円 100.9%

第四次 昭和51～55年度 ７兆5000億円 ６兆8673億円  91.6%

第五次 昭和56～60年度 11兆8000億円 ８兆4781億円  71.8%

第六次 昭和61～平成２年度 12兆2000億円 11兆6913億円  95.8%

第七次 平成３～７年度 16兆5000億円 16兆7150億円 101.3%

第八次 平成８～14年度 23兆7000億円 24兆6462億円 104.0%
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全額下水道料金負担とすべきでは
ないか。国費の投入はすべきでは
ないのではないか」という議論が
ありました。それを、根幹的に変
えたのが、昭和45年の下水道法改
正による「下水処理の義務付け」
でした。「収集してきた汚水を下水
処理場で全量処理し、きれいな水
にして、川・海に放流することに
より、水質汚濁の激しい公共用水
域（川・海・湖）をきれいにする。
国民全員が享受できる美しく快適
な水環境を作るために下水道イン
フラを整備する。それなら、国民
の税金を投入する大義（意味）が
ある」ということで、本格的に国
費（補助金）が導入されることに
なったのです。この昭和45年が下
水道行政にとって、大きな変曲点
となりました。

２．「公共用水域の水質保全」の
　　役割認知、投資額も伸びる

　昭和 42 年度から 46 年度までの
第二次下水道整備五箇年計画の
５ヵ年間の計画投資額が0.93兆円
だったものが、第三次（昭和46年
度～50年度）では、2.6兆円、第
四次（昭和 51 年度～ 55 年度）で
は、7.5兆円、第五次（昭和56年
度～60年度）では、11.8兆円と大
きく投資額が伸びました（表参
照）。補助率も、昭和49年度から
大幅にアップされ（流域下水道で
は１/２から２/３・３/４に、公共
下水道では４/10から６/10・２/
３に引き上げ）、自治体の負担が大
きく軽減されることとなりました。
これは、すべて下水道法改正によ
り、下水道インフラが公共用水域
の水質保全という大きな役割を果
たすインフラであることが認めら
れたこと、また、その費用効果・

寄与度の高さが認められたことに
よるものでした。この時期、大蔵
省・自治省と一緒になって政府一
丸で議論され、結論がまとめられ
た「下水道財政研究委員会提言（財
研提言）」も大きな影響力を持ちま
した。
　この下水道インフラの最も大き
なミッション（使命・役割）であ
る「公共用水域の水質保全」、この
ことを下水道インフラ関係者は常
に肝に銘じないといけないと思い
ます。日本の川・海等の水質がこ
れだけ劇的に改善したのは、間違
いなく、下水道インフラ整備の効
果です。今でも、下水道インフラ
のこのミッションは、下水道イン
フラの多くの使命・役割の中でも、
最も重要です。

３．おむつ投入の検討は後追い
　　行政から卒業するチャンス

　下水道インフラに紙おむつを粉
砕して投入することが検討されて
います。紙おむつには、吸水材と
して、マイクロプラスチックが多
く使用されています。いま、世界
の環境学者の間で、マイクロプラ
スチックによる海洋汚染・魚介類
への影響の懸念が強く表明されて
います。今のタイミングでは、紙
おむつ問題は、非常に慎重に考え
る必要があります。しかし、「それ
じゃあ下水道インフラへの紙おむ
つ投入はやめよう」、との結論は決

して前向きではありません。
　今日までの我が国の下水道行政
は、常に後追い・後始末行政で対
応してきました。都市計画が先に
存在し、「居住地計画をこう決めた
からそれに合わせて下水道インフ
ラを作ってくれ。雨水計画も都市
計画に合わせて考えてくれ」とい
う具合でした。紙おむつ対応につ
いて、「現在のマイクロプラスチッ
クが大量に入った紙おむつは駄目
だが、マイクロプラスチックの入っ
ていない紙おむつを製紙業界挙げ
て開発してください。今後の介護
を考えるとおむつ問題は大変大き
な問題です。一緒になって対応を
考えましょう。マイクロプラスチッ
クの問題は決していつまでも放っ
ておけないでしょう。この際、別
の材質の紙おむつを開発していた
だき、連携して、下水道インフラ
への投入を考えましょう」と、介
護関係者・製紙関係者・環境関係
者・下水道関係者を中心に我が国
全体で最適解を考えるように持っ
ていく。こうしたチャンスだと思
います。いままでの後追い的な下
水道行政から卒業するチャンスで
もあります。ただ、マイクロプラ
スチック問題は現在、世界中の水
環境関連学会の大問題になってい
ます。慎重に検討を進めることが
重要です。下水道インフラの最大
のミッション、「公共用水域の水質
保全」を我々は、決して忘れては
なりません。

【筆者略歴】昭和49年３月東京大学工学部卒業後、同年４月建設省
採用。京都府下水道課長、東北地方整備局企画部長、国土交通省下
水道部下水道事業課長、同下水道部長、日本下水道事業団理事長な
どを歴任。平成29年３月より現職。昭和27年１月生まれ。

●「下水道の散歩道」は月１回（各月後半発行号）の掲載です。
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して全国すべての管路施設・処理
施設での「下水道資源エネルギー
創出計画」の策定が望まれます。
　国で下水道インフラの「広域
化・共同化」を推進する動きがあ
ります。平成34年度までに全都道
府県での計画策定を求めています。
下水道インフラ経営の効率化のた
めに、的確な素晴らしい施策だと
思います。また、コンセッション
等「官民連携」の推進も動いてい
ます。この官民連携についても全
国的な計画策定が求められるとこ
ろです。先に述べた「資源エネル
ギー創出計画」と合わせ、「『広域
化・共同化計画』×『資源エネル
ギー化計画』×『官民連携計画』」
のセットでの全国策定が下水道イ
ンフラの生産性・経済性・効率性
の向上に劇的な効果を発揮するの
ではないでしょうか。資源エネル
ギー化計画と広域化・共同化計画
は密接に関連します。また、官民
連携計画も現在のように、一都市
内での検討でなく、広域化を踏ま
えての検討となると選択肢が大き
く膨らみます。
　こうした総合的検討の中で、私
として個別にいくつか考えている
ことがあります。一例を述べます
と、①都道府県の役割の拡大の中
で、雨水流域下水道の積極的検討、
都道府県代行制度の活用、②都道
府県を超えての広域化・共同化の
観点より、地方整備局による下水
道直轄での計画策定・場合によっ
ては事業化―です。
　下水道経営・運営を取り巻く情
勢がかつてないほど厳しくなって
いる現在、従来の発想に拘らず、あ
らゆる可能性を考えるべきと思い
ます。その中で、国・都道府県・
市町村・あらゆる業種の民間企業
等、下水道インフラ関係のすべて
のプレーヤーの参加による、か
つ、的確な役割分担による施策及
び具体的な計画が求められましょ
う。その計画は、決して一律では
なく、すべてのケースで最適解が
異なるケースバイケースの計画だ
と思います。

を回収したりすることができる。
都市の基盤施設で、このようなダ
イナミックな役割を果たせるもの
はなく、このことは、極めて幸い
であり、しかし、また、そのポテ
ンシャルを実現化する責務も下水
道事業にはある」。
　数ある社会インフラの中で、この
ようにインフラそのものが資源エ
ネルギーをこれほどコンスタント
にかつ全国で大量に自ら生み出す
社会インフラは他にはありません。
　下水道インフラは、一言で言う
なら、「多機能資源エネルギー創出
型環境安全社会資本」といったと
ころでしょうか。
　こうした下水道インフラの持つ

「資源エネルギー創出ポテンシャ
ル」は、以前から、認識されていま
したが、「下水道普及率の大幅向上」
と「技術革新」により、大きくク
ローズアップされてきました。全国
いたるところでコンスタントに得
られること、人間が生存する限り
永久にサステイナブルに確保でき
ること、これが大きいと考えます。

2．「広域化計画」×「資源化　
計画」×「官民連携計画」

　私は、日頃から、下水道インフ
ラは、「３つの宝庫である、それ
は、『内需・外需の宝庫』・『技術
の宝庫』・『資源エネルギーの宝庫』
だ」、と言っています。この「資源
エネルギーの宝庫」という他の社
会インフラにはない独特の特徴を
生かさない手はありません。下水
道の普及が全国に広まった今日、
この分野の技術開発への注力、そ

1．下水道インフラは特殊なイ
ンフラ

　道路・河川・港湾・公園等、数
ある社会インフラの中で、下水道イ
ンフラは、独特の特徴を有する特
殊なインフラです。それは、①汚
水の排除処理による公共用水域の
水質保全・疫病蔓延防除・住宅都
市の清潔化、雨水の排除貯留によ
る都市浸水防除、資源エネルギー
創出という多くの機能を有するこ
と、②地球環境・水環境を守る環
境対応インフラであること、③都
市浸水・疫病から国民を守る安全
対応インフラであること、④自ら
資源エネルギーを生み出す宝の山
であること―です。
　下水道インフラは、社会インフ
ラの中で、「資源エネルギーを消
費したり、環境を改変したり」す
るのではなく、「資源エネルギー
を生み出し、地球環境を守り、サ
ステイナブルな社会を保持してい
く」人と地球に優しい社会インフ
ラなのです。
　現東洋大学（元東京大学）の花
木啓祐教授は、次のように話して
います。「都市にあるインフラのう
ち、物質循環やエネルギーなど多
方面で環境に貢献できる事業は下
水道しかない」。
　また、花木教授は、次のように
も言っています。「そもそも下水道
は、人間社会の物質循環の鍵を担
うポテンシャルを秘めている。下
水道には、大量の水が集められ、
そこで、水を再生し、また、汚泥
を資源化したり、熱やエネルギー
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「アントレプレナーシップ」を持って
「異業種連携」手法で「イノベーション」を

株式会社NJS 取締役
技師長 開発本部長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

く、異業種・異分野の人を巻き込
んでの最適化を指向する、異業種・
異分野の人の技術・知恵を活用す
る。これが、今の時代のワークの
進め方だと思います。

2．イノベーションの実践
　㈱ NJS では、デジタル化時代
のコンサルタントの在り方とし
て、「コンサルティング＆ソフト
ウェア」を謳い、新たな「Next 
Gesuidow」に挑戦しています。そ
のラインナップは、a.下水道管路
等の閉鎖性空間点検調査用ドロー
ン「Air Slider（エアスライダー）」
の開発、b. クラウド台帳システ
ム「SkyScraper（スカイスクレー
パー）」の展開、c.システムシミュ
レータ「BioWin（バイオウィン）」
の導入・普及、d.官民連携関連業
務の推進―等です。「アントレ
プレナーシップ」を強く持って、
ドローンと官民連携は異業種の会
社との連携により、台帳システム
は自前で、システムシミュレータ
はカナダからの導入でと、多様な
対応で、展開を進めています。ド
ローンは、先日、共同研究を実施
させていただいている横須賀市で
実証のデモ飛行を実施し、非GPS
空間である下水道の地下空間にお
ける完全自律飛行に日本で初めて
成功しました。昨秋、青森でデモ
飛行した電波操縦で飛行する小中
口径用ドローン（AS400）とは全
く違う新たな中大口径用完全自律
飛行ドローン（AS800）で、２つ
のラインナップを有したことにな
ります。今後、実用化に向けて、

「アントレプレナーシップ」を前
面にチャレンジし、「生産性の向
上」・「省コスト化」に繋がる「イ
ノベーション」の実現に力を注ぐ
所存です。
　下水道インフラ関係者挙げて、

「アントレプレナーシップ」を強
く持ちつつ、下水道の世界だけに
閉じこもらず、「異業種との連携」
を強く押し進め、下水道インフラ
の世界で画期的な「イノベーショ
ン」を次々と生み出していかねば
ならないと痛感します。

るとき、私は、「イノベーション
（革新）」によって達成を目指すべ
き目標は、次の５点と考えていま
す。①省コスト化、②生産性・効
率性向上、③安全性、④安定性・
確実性、⑤精度・質の向上―。
　こうしたイノベーションを目指
すとき、下水道関係者が強く意識す
べき姿勢・スタンスとして、「アン
トレプレナーシップ」が挙げられ
ます。「起業家精神」です。「アン
トレプレナーシップ」とは、事業
創造や新商品開発等に高い創造意
欲を持ち、リスクに対しても積極
的にチャレンジしていく姿勢や能
力のことで、達成動機・独創的な
発想力が中核となって形成される
と言われています。米ハーバード
ビジネススクールのハワード・ス
チーブンソン教授は、「アントレプ
レナーシップ」を「コントロール
できる経営資源を超越して機会を
追求する姿勢」と定義づけていま
す。また、スタンフォード大学の
ティナ・シーリグ教授は、「アント
レプレナーシップは一部の限定さ
れた人のみに与えられた才能では
なく、想像力を働かせ、創造性を熟
させ、モチベーションを保ち、逃げ
ずに粘り強く取り組み、周囲の人
間を巻き込めば、誰でも後天的に
学び得るものだ」と語っています。
　「アントレプレナーシップ」を
持って、「イノベーション」を指向
するとき、今日では、すべて自前
でとはなかなかいきません。下水
道インフラのイノベーションにお
いても、今や、「異業種連携」が
必須です。下水道インフラの世界
だけでの最適解を目指すのではな

1．アントレプレナーシップ
　 （起業家精神）
　昨年12月22日に財務省から発表
された「平成30年度国土交通省・
公共事業関係予算のポイント」の
中に、「ICT、AI、IoT の活用によ
る下水道施設管理の低コスト化・
省力化」と「下水道事業における
受益者負担の原則と民間活用の推
進」が特記されています。特に、
後者の詳述では「下水道の公共的
役割・性格を勘案し、国による財
政支援を未普及の解消及び雨水対
策に重点化する」と記されていま
す。この「ポイント」の内容とし
て、「高速道路整備の加速」・「整
備新幹線の着実な整備」・「観光施
策の推進」などポジティブな新規
施策等が主として掲げられている
中、下水道インフラに対してはか
なり厳しいスタンスが感じられま
す。この「国土交通省・公共事業
関係予算のポイント」の上位に位
置付けられ、同日付で財務省が公
表している「平成30年度予算のポ
イント」の中では、平成30年度予
算の重点課題として、「生産性革
命」と「省コスト化等による財政
健全化」が謳われています。
　このように、下水道インフラに対
して厳しい視線が向けられている
中、官民挙げて、下水道インフラ
関係者は、「国民第一・市民第一」
のもと、下水道インフラのすべて
の分野において、「イノベーショ
ン（経営革新・技術革新）」による

「生産性革命」・「省コスト化」を
徹底的に追求すべきと思います。

「国民第一・市民第一」を意識す
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「下水道インフラが『環境インフラ』である」ことの

再認識・アピールを。そして「下水道財研」の設置へ。

㈱NJS 取締役 技師長 開発本部長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

うこと。③「環境」というキーワー
ドを通して、政府のトップ・最高
指導者と「下水道インフラ」の「距
離」がとても近いこと。
　「下水道インフラ」の素晴らしい
効果を世界に、日本の国民に、子
供たちにアピールしていくとき、

「下水道インフラ」が「環境インフ
ラ」であるということ、いかに環
境・水環境に貢献しているかとい
うことを、具体的なエビデンスを
付して、アピールすることが本当
に大事だと思います。「環境」とい
うキーワードで、「下水道インフ
ラ」を世界に発信することができ
るのです。

2．今こそ新たな下水道財政負
担論の議論を

　財務省の「財政制度等審議会財
政制度分科会」が、昨年５月25日
と11月29日に分科会としての「建
議」を発表しました。その中で、

「受益者負担の原則を徹底し、原則
として、使用料で必要な経費を賄
うことを目指すべき」、「国費は、
未普及の解消及び雨水対策に重点
化していくべき」という提言を行

す。『環境』の仕事に就いているこ
とは、大きな誇りなのです。グス
タフ国王も『環境』には大変関心
が高く、2000年に当処理場の高度
処理施設の増設工事が完成した折
には、竣工式典に来訪され、銘板
が刻まれています。職員は皆プラ
イドを持って仕事をしています」
　この言葉は、私にとって、大き
な衝撃でした。私が大きな衝撃を
受けたのは、次の三点においてで
す。①「環境を守ること」は、人
類にとって、世界共通の大きな目
標・要請であるのだということ。
②「下水道インフラ」は、国民が
そして世界が誇りとすべき「環境
を守る」インフラであるのだとい

1．スウェーデンの衝撃

　11 年 前 に、 仕 事 で 訪 れ た ス
ウェーデンで、大きな衝撃を受け
る出来事がありました。日本人の
訪問は私たちが初めてという、首
都ストックホルム郊外の11自治体
を処理区域とする「シェッパラ処
理場」でのことでした。若い女性
技術者に、半日、施設を案内して
もらいながら話を聞き、強い感動
を覚えました。シェッパラ処理場
は、一日処理水量13万７千m3（当
時）の比較的大規模な施設で、地
下の岩盤をくりぬいて処理施設が
作られ、地下に縦横に走る管理用
道路（管廊）の壁には、壁画や装
飾が施され、場内の照明は街灯と
して設計され、さながら地下の宇
宙都市のような近代的な処理施設
でした。臭気対策・安全対策も十
分で、その施設の立派さにも驚き
ましたが、私が何より強く感動し
たのは、彼女の次の言葉でした。
　「私は、この処理場で、水処理施
設管理のエンジニアとして働いて
いることに大きな誇りを持ってい
ます。富栄養化の進むバルト海の
水質を改善し、美しいバルト海を
取り戻す仕事に従事できることは、
幸せなことです。子供のころから、
ずっとこの仕事に就きたいと思い、
大学で環境工学を専攻し、卒業後、
希望通り、ここで働くことができ
ま し た。『 環 境 』 の 仕 事 は、 ス
ウェーデンでは、高く評価されま

グスタフ国王の来訪を刻んだ「銘板」 

岩盤をくりぬいて作られた処理施設 

シェッパラ処理場の入口

装飾が施された地下管廊 

スウェーデン・ストックホルム郊外の「シェッパラ処理場」
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ゆり戻しがありました。しかし、
「広域的で不特定多数の受益を生
む、公共用水域の水質保全」とい
う「下水道インフラの環境インフ
ラとしての役割」を評価しての汚
水整備費に対する「国による補助
の意義」については、いささかの
変化もありませんでした。こうし
た系譜も認識した上、現在の諸情
勢を踏まえ、新たな「ポスト平成
時代」の考え方をまとめるべきと
考えます。

3．下水道インフラの環境貢献
を世界へ、日本国内へ発信

　第二は、「下水道インフラ」が今
日の「世界に誇れる日本」の形成
に与えてきた素晴らしい効果を定
量的・具体的に提示し、今後その
継続を図っていく「必要性」と「手
段」を明示することです。わが日
本が、世界に誇れる素晴らしい特
性は、「清潔で美しい環境の国土」
だと思います。昭和30～40年代、
日本中がドブ川・汚れた真っ黒な
海になっていた状況からの劇的な
変化、この我が国の水環境の改善
は、間違いなく、「下水道インフ
ラ」の整備によるものです。「下水
道インフラ」の最大の特性は「環
境インフラ」であることです。こ
の評価をきちんとすること、そし
て、世界に、官邸に、国民に発信
して、自らのものとして理解して
もらうこと、これが重要だと考え
ます。この「環境」というキーワー
ドは、「下水道インフラ」を理解し
てもらう際の最大のキーワードだ
と思います。
　「新たなポスト平成時代の財政負
担論」そして「下水道インフラの
環境インフラとしての大きな貢
献」、以上二点について、下水道界
を挙げて、早急に議論をスタート
し、取りまとめ、幅広く世界に、
日本国内に発信することが期待さ
れるところです。

のずから明らかになってくるよう
に思います。
　第一にやらねばならぬことは、

「人口減少・ストック量増大・老朽
化進行・財政逼迫時代の下水道イ
ンフラの新たな財政負担論」をき
ちんと、エビデンスを付けて、理
論構築し提示することでしょう。
第一次から第五次まで真剣な議論
が戦わされた「下水道財政研究委
員会（財研）」の現在時点における
理論解の提示です。過去の一次・
二次・三次のように、日本政府を
挙げた骨太のメンバーによる深く
て多面的な議論を期待したいと思
います。この「新しい下水道財政
研究委員会」のメンバーや議論が、
世の中の注目を浴びる内容となれ
ば、そのアピール効果は、とても
大きいものがあります。
　財政審の議論は、受益者が特定
できる「上水道」と公共用水域の
水環境を広く保全し受益の範囲が
幅広い国民に及ぶ「下水道」につ
いて、その役割の差を考慮せず、
単純に財源構成を比較するなど、
かなり無理な議論を進めています。
しかし、小泉勉強会提言の通り、
きちんとした証明・理論構築をす
る説明責任は「行政」にあります。
かつての過去の財研のときとは、
社会情勢・下水道インフラを巡る
状況・国の財政状況も大きく変
わっています。もちろん、不変の
考え方も少なくありませんが、や
はり、「現在版の、ポスト平成時代
の下水道インフラ財政論」が必須
です。これを避けて通るべきでは
ないと確信します。
　特に、第三次財研は、「下水道イ
ンフラはナショナルミニマム」で
あるという大きな考え方の下、「下
水道インフラの公共事業性」・「国
による高い補助の意義」を強く打
ちだしています。その後の第四次・
第五次で、汚水の受益者負担（使
用料の充当範囲）について、一部、

いました。また、昨年12月22日に
財務省から発表された「平成30年
度国土交通省・公共事業関係予算
のポイント」の中では、「下水道事
業における受益者負担の原則と民
間活用の推進」が特記され、「下水
道の公共的役割・性格を勘案し、国
による財政支援を未普及の解消及
び雨水対策に重点化する」と記さ
れました。この財務省の発表は、極
めて深刻に捉える必要があります。
　一方、平成 30 年６月 27 日に自
民党の小泉進次郎筆頭副幹事長ら
若手議員の勉強会「2020年以降の
経済社会構想会議」が取りまとめ
た提言が注目を集めています。３
月１日から、30名の若手議員が勉
強を重ねてきたもので、今回の中
間提言では、「国会改革」を柱に提
言がなされています。提言では、

「首相主導」の意義を再確認し、修
正と改革を加えて、「首相主導の
バージョンアップ」を目指すべき
としています。「バージョンアップ
された首相主導」の下、「国会の行
政監視機能の強化」と、「内閣の説
明責任の徹底」を謳っています（具
体的な国会改革としては、行政の
公平性に疑義が生じた場合（今回
の森友問題・加計問題等）、国会に

「特別調査会」を設けて、事実究明
を行い、一定の結論を出す仕組み
の構築を提案しています。説明責
任の強化へ、党首討論の毎週の開
催や夜の開催も求めています）。
　今回の提言は、若手有力議員に
よる「ポスト平成時代」の「国会
と行政の在り方」の方向性を示唆
するものと言えます。「首相主導」、

「国会の行政監視機能の強化」、「内
閣の説明責任の徹底」という三つ
の「方向性」（特に「首相主導」と

「内閣の説明責任」）を読み解くと
き、現在、厳しい財政措置の方向
性を財政審から突き付けられてい
る「下水道インフラ」の将来に向
け、我々が今何をすべきかが、お
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施設として、国が重大な関心を払
うべき公共事業であり、かつ、道
路、港湾、河川等と同様、多額の
経費を必要とする大規模な事業で
ある。したがって、公費をもって
負担すべき経費は、事業主体であ
る地方団体の公費だけの負担とせ
ず、一定の割合を国費で負担する
ことが適当である」としています。
　第２次提言では、「雨水汚水の費
用負担の基本的考え方は同様なもの
の雨水投資総額が増加してきてい
ること、汚水のうち『公共用水域
の水質保全』という公費負担分が
増加していることより、結果とし
て、全体として公費で負担すべき部
分は建設費の70%以上（私費で負
担すべき部分は建設費の30%以下）
であるべき」としています。国費負
担については、「基本的には、公費
をもって負担すべき経費は、地方公
共団体と国とで負担するという前回

（第１次提言）の考え方による。し
かし、公費の負担すべき部分が著し
く増大しており、しかも都市におけ
る基本的施設である公共下水道を国
家的見地に立って推進しなければな
らない時期にあること及び公共下水
道を設置する市町村の区域に必要な
施設にとどまらずその市町村の区
域を超えて広い地域に必要な施設
になっていることのため、国の負
担すべき要素の比重が高まってい
るので、公費の負担すべき経費に
ついては、国が積極的に負担する
ことが適当である」とされました。
　そして、画期的な提言である第
３次提言では、次のような建設的
な提言がなされました。
ア　下水道はナショナルミニマムで
あり、また、水管理システムにおけ
る水循環サイクルの重要な構成要素
であり、公共性の強い施設である。
よって、その費用負担については、
公費で負担すべき部分を増大させる
べき。したがって、建設費について
は、汚染原因者の負担を除き、公

道インフラの整備が進んでこなかっ
た理由として、下水道インフラ整備
の財源確保難と併せて、下水道イン
フラの建設・維持管理財源の費用負
担のあり方が確立されていなかった
ことがありました。この費用負担
論に真正面から立ち向かい、真剣
に検討し、結論を得たのが、第１
次から第３次までの「下水道財研」
でした。この「下水道財研」の提言
が単なる一報告でなく、高い有効性
を十分に発揮したのは次の理由によ
ります。①委員会の設置主体を特定
の中央省庁とせず、全国市長会・日
本都市センターとした、②委員とし
て、学識経験者・マスコミ・市長・
大蔵省・自治省・建設省と幅広く
関係者が結集した、③昭和35年の
第１次下水道財研提言、昭和41年
の第２次提言、昭和48年の第３次
提言と、下水道行政を取り巻く状
況の変化に合わせて、的確にタイ
ムリーに提言をまとめた。
　第１次下水道財研提言では、「雨
水分は原則公費負担。但し、土地の
利用価値の増進に係る部分は受益
者の負担。汚水分は原則私費負担。
但し、公共用水域の水質保全・公
衆衛生部分は公費負担。費用負担
区分を算定する場合は、雨水投資
総額と汚水投資総額が日本全国で
おおむね50対50なので相殺し、雨
水分は公費、汚水分は私費とする」
とされました。また、国費負担につ
いては、「公共下水道建設事業は、
国の経済、文化の発展の基本となる

１．�下水道財政負担論の系譜
（第１次～第５次下水道財
政研究委員会提言）

　私は、「我が国の下水道インフラ
がこの50年間に劇的に進展した理
由」は、次の４点であると考えて
います。①昭和45年の公害国会と
下水道法改正・財政制度確立、②
下水道整備緊急措置法と多次にわ
たる下水道の中長期計画（五箇年
計画）に基づく着実な事業執行、
③流域下水道・都道府県代行制度
等による都道府県の的確・タイム
リーな支援、役割強化、④日本下
水道事業団の設立・貢献。
　この中で、最も大きく影響を与え
たものは、①であり、特に「財政制
度の確立」が最大と考えています。
その中核を担ったのが、昭和35年
から昭和60年まで５次にわたって
熱心な議論が行われた「下水道財政
研究委員会（下水道財研）」という
諮問機関によりオーソライズされた

「下水道インフラの建設財源・維持
管理財源のあるべき姿・負担のあり
方」に関する提言でした。我が国の
下水道インフラの今日までの劇的な
進展・下水道行財政理論確立の礎を
築いたのは、間違いなく、この「下
水道財政研究委員会（下水道財研）」
であると断言できると思います。前
回、第10回で私が提起したのは、
この「下水道財研」のニューバー
ジョンの復活・設立です。
　昭和40年代まで、我が国で下水
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た真に「骨太」の政策が求められ
るところです。そして、その理論
的構築は、我が国の各分野のリー
ダー挙げての議論により、進める
必要があると考えます。委員会の
事務局も下水道サイドでなく、国
を挙げた対応が重要です。また、
その結論をオーソライズする審議
会答申等も必須でしょう。
②INVOLVE （巻き込む）
　下水道関係者だけで議論したり、
発信受信したりしていても、埒が
あきません。今、求められている
のは、多くの組織・人々を巻き込
む・インボルブすることです。下
水道インフラのパワー・技術・資
源エネルギーポテンシャル・環境
への貢献等を国民・国会・官邸・
マスコミ・経済界・海外等多くの
関係者に発信・理解して頂き、彼
らをINVOLVEする、これが今、求
められています。また、身近なと
ころで、国土交通省で言えば、省
内の大臣・幹部・他局のメンバー
に下水道インフラのポテンシャル
や、その一方での老朽化の現実等

「下水道インフラの真実」を深く理
解してもらうことが必須です。都道
府県・市町村でも、同じことが言え
ると思います。下水道関係以外の行
政関係者の多くが、「下水道はかな
り進んでもうやることはないのでは
ないか」と思っているのも事実で
す。「敵は、本能寺にあり」です。
③瞰・挑・発
　世界の日本の将来・下水道イン
フラの将来を俯瞰し、政策を立案
し、チャレンジ精神・挑戦者精神
を持って果敢に実行し、発信して
いく。「瞰・挑・発」、このスピリッ
トが下水道関係者に強く求められ
ていると考えます。
　こうした取り組みを官・学・民
挙げて、下水道インフラ関係者挙
げて、早急に進めていこうではあ
りませんか。猶予の時間は短いと
心から感じています。

義治・豊中市長、武田義三・池田
市長、鳩山威一郎・前大蔵事務次
官、鎌田要人・自治省財政局長、
吉田泰夫・建設省都市局長
　こうした「公的なしっかりした
諮問機関」による、下水道インフ
ラの費用負担のあり方の真剣な議
論と結論は、都市計画中央審議会
という中央省庁の審議会でオーソ
ライズされ、その議論の内容は、
下水道法の改正や下水道法施行令
の改正に繋がり、その結果、その
後の下水道インフラの劇的な進展
に大きく寄与しました。
　このように、下水道インフラは、

「公費負担か、私費負担か」また、
「国費負担と地方負担はいかに」と
いう微妙な判断が必要となる社会
インフラです。こうした系譜を認
識した上で、現在の諸情勢を踏ま
え、新たな「ポスト平成時代」の

「下水道インフラ負担論」を国を挙
げて、議論し、まとめるべきと考
えます。

２．�骨太の政策・INVOLVE・
瞰挑発　

　財務省の「財政制度等審議会」
（この組織は財務省が設置している
今後の財政制度を検討する審議会
で、名前が似ていますが、かつて設
置されていた前述の「下水道財政研
究委員会（下水道財研）」とは、何
の関係もありません）が昨年来、下
水道インフラの負担論に言及してき
ています。この情勢は、深刻に捉
える必要があります。こうしたな
か、私は、今後の下水道インフラ政
策の展開において、次の３点を特
に強く意識すべきと考えています。
①�骨太の対応・政策立案＋オーソ

ライズ
　今、最も求められているものは、

「人口減少・ストック量増大・老朽
化進行・災害頻発・財政逼迫時代
の下水道インフラの新たな財政負担
論」の理論的構築でしょう。こうし

費で負担することを原則とすべき。
イ　公費中の、国費と地方費の負担
区分については、下水道がナショナ
ルミニマムとして位置づけられるも
のであり、また、水管理体系の一環
として極めて基幹的な公共施設であ
ることより、国費の負担すべき部分
が著しく増大していると考えられ
る。国庫補助率を少なくとも、道
路・河川等他の基幹的公共施設と同
程度まで引き上げるとともに、国庫
補助の対象範囲を改善すべき。地方
費も、地方債充当率の引き上げ、地
方交付税の改善措置を図るべき。
ウ　汚水分に係る維持管理費は、
使用料で回収する。雨水分に係る
維持管理費については、公費によっ
て負担する。
エ　三次（高度）処理の建設費及
び維持管理費は、原則公費負担。
三次処理施設の国庫補助率は、通
常の処理施設に係る補助率より、
相当程度高いものとすべき。
　その後の第４次提言（昭和54年
提言）で、「下水道の水質保全に及
ぼす公共的役割に留意しつつ、利
用者負担を併せ強めることが適当」
と、やや後退した提言がなされ（そ
れでも三次処理施設の国庫補助率
は第４次提言・第５次提言とも、

「効果の広域性等にかんがみ二次処
理施設に係る補助率より引き上げ
るべき」としています）、第５次提
言（昭和60年提言）を経て、現在
に至っていますが、今日でも、第３
次下水道財研の提言が、我が国の下
水道インフラの財政負担論の大きな
拠りどころとなっています。ちなみ
に、第３次下水道財研のメンバーに
は次の方々が名を連ねていました。
○三好重夫・地方制度調査会会長、
宇沢弘文・東京大学教授、金沢良
雄・成蹊大学教授、成田頼明・横浜
国立大学教授、左合正雄・東京都
立大学教授、寺島重雄・北海道大
学教授、坪井良一・読売新聞論説
委員、岡崎平夫・岡山市長、竹内
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に、一箇所だけ、灯りの点いてい
る施設がある。建物もしっかりし
ていそうだ。あれは、此花処理場
だ。ということで来られたのでは
ないでしょうか。大震災直後のパ
ニックの中、『灯り』というもの
が、『安心感と希望』を与えたのだ
と思います。周辺には、淀川があ
り、明るくなって、状況がわかる
と堤防の損傷も見て取れました。
残っていた住民の方は、堤防決壊
等を考えても、管理棟は安全だと
思って、とどまられていたようで
した。一週間後、地区の自治会長
が突然、場長室を訪ねて来られま
した。日ごろから、周辺環境問題
等で、しょっちゅう叱られていた
ので、また、お叱りに来られたと
思いましたら、１月17日朝の御礼
に来られたのでした。『場長、あり
がとう』その言葉は今でも忘れら
れません」

2．下水処理施設の　　　　　
広域避難拠点化　

　現在、我が国の下水処理施設は、
全国に2170箇所あります。そのう
ち、非常用自家発電設備を持って
いる処理場は、1727箇所（79.6%）
です。中規模以上の下水処理施設
には、ほぼ全部に非常用自家発電
設備があります（現在の下水道施
設計画・設計指針では、「ポンプ場
及び処理場には、原則として自家
発電設備を設ける」とされていま
す）。今回の北海道胆振東部地震に
よって処理場施設に何らかの被害

稼働し、処理場設備の運転が継続
されるとともに、管理棟の灯りが
点きました。真っ暗な街の中で、
唯一の灯りだったのでしょう。周
辺住民が次々と灯りを求めて、処
理場にやってきたのです。私は、
出勤できるだろうかと考えながら、
大阪市内の自宅にまだいました。
その自宅に、なんとか繋がった電
話で、処理場の守衛さんから『住
民の方々が灯りを見て、処理場に
押しかけてきています。場内に入っ
てもらってよろしいでしょうか』
と連絡がありました。私は、即座
に了解し、きちんとした対応をす
るよう指示しました。処理場の玄
関に集まってこられた数十人の周
辺住民の方々には、処理場の管理
棟に入っていただき、備蓄してあっ
た毛布や水を提供しました。部屋
とロビーがいっぱいになったよう
です。私自身、11時ころに自宅か
ら処理場になんとかたどり着いた
時にも、まだ、二、三十人の住民
の方がおられました。当時の大阪
市の指針では、
住民は、巨大災
害時には近く
の小学校に避
難するという
考え方になっ
ていました。
真っ暗な中、住
民の方々は、小
学校にいった
ん向かおうと
されたのかも
しれません。し
かし、先のほう

1．巨大災害による停電と　　
自家発電による「灯り」

　９月６日午前３時７分、震度７
の北海道胆振東部地震が発生しま
した。被災された方々に心からお
見舞いを申し上げます。大規模な
土砂崩れ、内陸部での液状化等、
甚大な被害がありましたが、何よ
り、国民に大きなインパクトを与
えたのは、「ブラックアウト」によ
る長時間の大規模停電でしょう。
最近は、巨大災害時においてさえ、
停電は、せいぜい一、二時間から
数時間しか起こらないと思ってい
た我々にとって、「こんなことが起
こるのか」とショックを受けた出
来事でした。合わせて、電気が、
数時間以上、まして一日二日と停
止すると国民生活・経済活動がパ
ニックに陥ることが明らかになり
ました。
　北海道の大地震による長時間・
大規模停電を聞いた時、瞬間的に、
思い出した出来事がありました。
平成７年１月 17 日に発生した阪
神・淡路大震災時の話として大阪
市役所 OB の山口登さん（元大阪
市都市環境局理事・現東京設計事
務所顧問）から10年以上前に聞い
た話です。
　「私は、阪神・淡路大震災の発災
当時、大阪市下水道局の此

この

花
はな

下水
処理場の場長をしていました。５
時46分に地震が発生し、市内は全
域停電になりました。１月なので
あたりはまだ真っ暗でした。その
中で、此花処理場は、処理場に設
置された非常用自家発電設備が即

阪神・淡路大震災で住民が避難した此花下水処理場
（公共投資ジャーナル社・下水処理場ガイド2013より）

19



第3種郵便物認可	 � 第1877号　平成30年9月25日（火）発行（43）
�

テーション」としての大きなポテ
ンシャルを有しており、現在、資
源エネルギー創出への取り組みが
全国の下水処理施設で進んでいま
す。その上に、非常時の「エネル
ギー確保対応防災ステーション」
としての役割をも果たす「平常時
非常時ハイブリッドエネルギース
テーション」と位置付けるのです。
もちろん、下水処理施設の中には、
海岸線に近く津波被害の可能性の
ある処理施設や浸水被害の可能性
等のある施設もあります。自治体
の広域避難場所としての安全性・
アクセス等、総合的な判断の中で、
定めるべきことですが、内陸部の
処理施設を中心に、もっと、積極
的に地域防災計画に位置付けるべ
きと思います。津波に洗われる可
能性のある海岸部の処理施設にお
いても、近くに津波想定高より高
い建物がない場合は、管理棟の高
さが津波想定高以上であれば、処
理施設を緊急避難場所に指定する
ことも有効だと思います。最近の
トレンドでは、津波対応として、

「遠くの高台より、近くの高い頑丈
な建物へ」と言われています。こ
の点、下水処理施設は、津波想定
エリアでも、有効なところも少な
くないと思います。
　大規模災害が頻発する今日、多
くの利点・ポテンシャルを持った
下水処理施設は、自治体の最重要
拠点施設と位置付けられるべきで
しょう。市民の生命・生活を守る
その重要施設に対する、改築・増
強・自家発電用重油タンクの拡
充・さらなる耐震化耐水化の構築
費用、防災対応に係る部分の維持
管理費用等は、当然、公費特に国
費の恒久的投入が妥当ではないで
しょうか。昨今の下水道財源の在
り方論における大きな考え方の一
つとなると思います。国・自治体
を挙げて、下水処理施設・大規模
ポンプ施設等の広域避難拠点化・
防災拠点化を法律等できちんと位
置付け、条件に合った施設は、積
極的に指定・整備を推進していく
べきと考えます。

の上部空間を利用できるところも
相当数存在する、⑦第４回で紹介
した下水処理施設の「防空壕化」
ともセットで対応するとよいケー
スも少なくないと考えられる、⑧
消化ガス等バイオマス発電施設・
太陽光発電施設・落差工を使った
小電力発電施設等を下水処理施設
内に設置し、その蓄電施設を敷地
内に設置しておくことにより、日
ごろから電気を施設内に蓄えるこ
とが可能、⑧管理棟等は、３階以
上の高さの建物も多く、耐震化が
進んでおり、避難場所として、耐
震性が確保できているケースが多
い、⑩避難所で常に問題となる水
洗トイレ対応が容易。
　また、都市地域にある下水処理
施設の場合、周辺で発生した火災
により、下水処理施設が延焼に巻き
込まれないよう、出入口にゲート
シャワー等を設置するなど、本格
的な防災拠点化を図るケースもあ
りましょう。過去には、住宅地域の
中にある下水処理施設に、防火樹
林帯・水幕設備・ゲートシャワー・
備蓄倉庫等を整備し、本格的な地
域防災拠点とした川崎市の加瀬水
処理センターの例があります。こ
の加瀬水処理センターの上部の防
災避難広場は、川崎市地域防災計
画において、災害時の「緊急避難場
所」として位置付けられています。

3．下水処理施設等を自治体の
広域避難拠点・防災拠点と
して、しっかり位置付けを　

　このように、充実した自家発電
施設を有する下水処理施設や大規
模ポンプ施設を、広域避難拠点・
防災拠点として、自治体の都市計
画上また、地域防災計画上、きち
んと位置付け、さらに防災対策施
設の整備強化を図ることを本格的
に実施すべきと考えます。下水道
インフラを、防災対策インフラ・
都市強靭化インフラとして、しっ
かりと位置付けるのです。平常時
からも、下水処理施設は、電気・
ガス・清浄な水等資源エネルギー
を生み出す「都市のエネルギース

を受けた35箇所の下水処理施設に
おいても、そのうち、24箇所にお
いては、自家発電設備が設置され
ていたため、それにより対応し、
長時間の停電にもかかわらず、水
処理に大きな支障は出ませんでし
た。下水処理施設は全国の多くの
市町村に広く存在し、耐震化・耐
水化等の対応も進んできています。
病院では、消防法と建築基準法の
規定等により、自家発電設備の設
置が進んできていますが、その能
力は、最小限の照明・生命維持等、
ぎりぎりの危機対応に対処できる
範囲で、地域の健常者住民の受け
入れ等は、その性格からもまず不
可能でしょう。学校・公民館等公
共施設でも、自家発電設備の設置
は進んでいません。また、災害時
への対応といっても、その費用効
果から考えて、学校等が大きな支
出をして、自家発電設備の設置を
進めるのも議論のあるところで
しょう。その点、すでに、自家発
電設備の設置の進んでいる下水処
理施設を現在よりもっと積極的に

「広域避難拠点化」するのは、極め
て合理的なことと考えます。
　下水処理施設を、広域避難場
所・拠点にするメリットは以下で
す。①全国のかなりの市町村にわ
たり、幅広く多数存在する、②中
規模以上の下水処理施設は自家発
電設備を有している、③その自家
発電設備は、日ごろから、点検・
保守が的確に行われており、緊急
時、速やかに対応できる。重油の
貯蔵も日ごろよりきちんと対応し
ている、④下水処理施設には、貯
水タンクもあり、水も確保されて
いるケースが多い。また、コンパ
クトスケールの緊急用逆浸透膜装
置等を備えておけば、処理水等、
水は施設内にコンスタントに多く
存在するため、飲料水に対応する
ことも可能、⑤管理棟等を有して
おり、会議室等収容空間も少なく
ない、⑥下水処理施設の敷地が広
いところが多く、敷地内に、併設
して、広域避難拠点施設を新たに
設置できる箇所も多い。処理施設
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には使われていません）、「安清」、
「清徳」、「清治」は、どうでしょう
か。

3．「水と共に生きる時代」の　
下水道インフラ

　下水道インフラは、水の多量対
策（治水・内水対策）、少量対策

（渇水対策・下水処理水の再利用
等）、質対策（水質対策・水質浄
化）と多様な役割を担っています。
新元号下の「水の時代」において、
下水道インフラは、大きな存在感
を発揮し、然るべき重要な役割を
果たすと思います。「水と共に生き
る時代」の中心的役割の一角を担
うでしょう。
　多量対策・治水面において、首
都東京の経済・産業・国民生活を
守っているのは、東京都の管理す
る下水道インフラです。東京の下
水道インフラに、首都東京の治水・
水環境がかかっているといっても
過言ではありません。渇水対策と
して、今後、下水処理水の超高度
処理による再生水活用は、必ずク
ローズアップされてくると思いま
す。世界をまたにかけ、我が国の
下水道インフラ技術の活躍のポテ
ンシャルは高いと考えます。質対
策・水質浄化も観光・都市再生等
の点から下水道インフラへの期待
は大変大きいと思います。
　「水と共に生きる時代」を迎える
にあたって、水インフラに関連し
た具体的施策としては、①上下水
道・河川・農業水利施設・ダム・
港湾・食品産業等「水」に関係す
る産業界の結集・コラボレーショ
ン、②「水」を前面に出した観光
と水インフラとの連携、③「水」
に関する業務を集中させた「水省」
の設置、④「水」に関する研究・
技術開発への国の全面的支援と海
外展開支援等が挙げられましょう。
　こうした中で、水に関する仕事
に携わる人々の地位向上、水に関
する仕事に携わりたいと考える学
生さん・子供たちの増加に繋がる
と素晴らしいと思います。「水と共
に生きる時代」に向け、水関係者
挙げての動きを、早速スタートさ
せたいものです。

可欠な社会資本として、長年にわ
たり下水道網を築き上げ、それを
大切に維持管理してきた人々の知
恵と努力を思い返しました」
　また、「治水」について、以下の
趣旨のお話もされました
　「私たち日本人の祖先は、日本と
いう国を作り上げる中で、常に水
と共にありました。現在、治水と
言えば、洪水から人々の生命や財
産を守るために行う水の危険性制
御という意味合いが強いですが、
もともとは水を資源として利用す
る工夫も含まれていたように思い
ます。日本人がこの治水に努力し
続けてきた結果、はじめて国の基
礎を築くことができました」
　他にも、この講演で、新宿副都
心における下水処理水の再利用等、
都市の水循環の再構築の話もされ
ています。先月のIWA世界会議の
開会式においても、「水はすべての
国において人々の生活の安定と社
会の発展に欠かせないもの」と述
べられ、「水を通じた人類の繁栄・
幸福の実現に向けて力を合わせて
ほしい」と、ご挨拶をされました。
テムズ川の舟運に関してのオック
スフォード大学でのご研究から発
展して、水全般について、高いご
関心と深い知識・洞察をお持ちの
皇太子殿下が来春５月、新元号と
共に即位されます。
　ここにきて、新元号の話題も盛
り上がってきました。「大化」から

「平成」まで、231 ある元号の中
で、水をイメージするものは付け
られたことがありません。個人的
には、「水清く」の「清」がつく元
号に思いを寄せています。「清

せい

和
わ

」
（清和天皇はおられましたが、元号

1． ポスト平成時代を「水の時代」
　 ・「水と共に生きる時代」に
　平成もあと６か月となりました。
来年の５月１日からは、新しい元
号となります。私は、この新元号
時代を「水の時代」として、名実
ともに大きく打ち出せないものか
と考えています。
　「水」は、すべての生命体にとっ
て、不可欠な物質であります。古
代ギリシャ時代の人類最初の哲学
者と言われるタレスは、万物の根
源アルケーを探求する中で、「アル
ケーは水だ」と宣言しました。新
元号時代において、日本は、この万
物の根源たる「水」を、その特性・
可能性を見極めて国政のあらゆる
分野で活かし、一方、「水」のもたら
す厳しい影響を克服するという「大
きな打ち出し（hammer out）」が
できないものでしょうか。「水と共
に生きる」という「hammer out」
です。

2．皇太子殿下と「水」
　皇太子殿下は、2008年７月、ス
ペインのサラゴサ国際博覧会「水
の論壇」シンポジウムの特別講演
で、次の趣旨のお話をされました。
　「以前、パリの巨大な下水道管路
内に設けられた下水道博物館を訪
ねました。そこで不思議な球体を
目にしました。それは、大口径の
管路を掃除するために管路内を流
すボール（ピグ）でした。木製で
管路の直径より少し小さく作られ
ていました。訪問記念に頂いたそ
の球体の模型を、私は、長い間、
部屋に飾っていました。眺めるた
びに、都市の衛生を保つための不
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日本に建設せよ」との提言で、海
外のすでにスタートしているモデ
ル都市として、スウェーデン・ス
トックホルムの「ハンマルビー・
ショースタッド」という「サステ
イナブルエコ都市」を紹介してい
ます（拙著は書きおろしで、提言
はすべて私のオリジナルです）。
　「スーパー下水道」として、未来
の下水道インフラを俯瞰する時、
他に、次のようなシステム・姿が
あろうかと考えています。
　①都市内のすべての雨水系管
路・ マ ン ホ ー ル 等 に 水 位 セ ン
サー・カメラ等を設置し、雨水制
御のリアルタイムコントロールを
実施、雨水ポンプの最適運転・雨
水貯留施設の最適管理を行う。ま
た、マンホールからの溢水の危険
が迫っている時には、道路管理者
だけでなく、近傍で自動車を運転
している人のナビ・スマホ等へ自
動的に溢水の危険を連絡。特に、
アンダーパスの道路手前で有効。
②AI等を活用した下水処理施設の
最小コスト・最小エネルギーとな
る最適運転。時間ごと・季節ごと
の放流水質制御運転。こうした最
適解を求めるに当たっては、各戸
のリアルタイムの水道使用量の変
化・天候、等からビッグデータを
蓄積し、システムシミュレータと
AIを活用する。③日本中の下水道
インフラ施設（管路・処理施設等）
を全国１箇所ですべて現状把握・
コントロール・遠隔点検。④日本
中の下水道インフラ施設の健全度
を全国１箇所ですべてリアルタイ
ムに把握、最適改築更新プログラ
ムに沿って、改築更新を計画的に
実施。⑤管路内水処理。⑥材質と
して200年耐用ヒューム管等。
　平成から新元号にうつるこのタ
イミングで、下水道インフラの未
来像をしっかりと描き、その方向
に向け、技術開発・制度設計等を
官民挙げて、進めていきたいもの
です。下水道界挙げて、内向きの
発想から脱し、将来をしっかり見
つめて、前向きにスピーディーに
対応していかねばなりません。

するミニ独立政府が運営主体。⑤
規制設定の権限はミニ独立政府と
住民に委ね、一方、インフラ整備
は国主導。
　この五原則は、ハードルが高い
ですが、技術だけでなく、「スー
パーシティー」内では制度等も大
きく変え、世界をリードし、未来
を先取りした都市を作ろうという
意気込みは伝わってきます。
　この「スーパーシティー」構想
の中に、「下水道インフラの資源・
エネルギー創出」等を是非、盛り
込んで、議論を進めてもらいたい
ものです。

2．�下水道インフラの未来―
「スーパー下水道」

　下水道インフラの分野でも、AI、
IoT、ビッグデータ等、第４次産業
革命の要素をフルに活用した「スー
パー下水道」構想をまとめること
を提唱したいと思います。７年前
に、拙著「21世紀の水インフラ戦
略-『スマート下水道』20の提言
-」を出版しましたが、この中で、

「スーパー下水道」に繋がるような
スケールの提言をいくつかしてい
ます。一つは「全国の下水処理プ
ラントを『地域のバイオマスエネ
ルギー基地』にせよ」との提言で
す。二つ目は、「下水管路の途中や
ポ ン プ 施 設 か ら 水 を 引 き 出 す

『Sewer Mining・サテライト下水
道』を制度化し、技術的にも進化
させよ」という提言です。三つ目
は「下水道インフラの持つ資源・
エネルギーを徹底的に活用した『サ
ステイナブルエコモデル都市』を

1．「スーパーシティー構想」
　10 月 29 日、片山さつき大臣の
下、最先端ICT都市「スーパーシ
ティー」構想を検討する政府の有
識者懇談会の初会合が開催されま
した。「スーパーシティー」構想と
は、竹中平蔵東洋大学教授が提唱
している「AI（人工知能）、IoT、
ビッグデータなど第４次産業革命
の要素を凝縮した都市空間」で、
具体的には、たとえば、都市全体
の主要道路の自動車運行状況をリ
アルタイムで把握し、蓄積したビッ
グデータにAIを活用し、都市全体
での交通信号の最適化を行い、渋
滞を大幅に低減するといった政策
を含んだ構想です。従来の「スマー
トシティー」といったICT活用に
よる省エネなどの部分的取り組み
ではなく、自動車自動運転システ
ムやキャッシュレス社会・遠隔医
療・遠隔教育・自立型エネルギー
供給等を盛り込んだ、都市環境全
体を抜本的に作り変える構想です。
　第一回会合では、今後の検討に
あたって、次の五原則が竹中平蔵
座長から提出されました。①世界
最先端の技術を実証するだけでな
く、第４次産業革命後の未来の社
会、生活を包括的に先行実現する
ショーケースとする。②基本構成
要素は、ⅰ 自動走行・キャッシュ
レス・医療・介護・教育・エネル
ギー等を含めた未来像の提示、ⅱ 
住民の参画、ⅲ 強い首長、ⅳ 技
術を実装できる企業―の４点。③
少数のエリアを透明なプロセスで
選定。④国・自治体・企業で構成
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と開催地夢
ゆめ

洲
しま

の万博後のマスター
プランを考える時、参考となる「サ
ステイナブル・エコモデル都市」
が、スウェーデン・ストックホル
ムにあります。「ハンマルビー・
シ ョ ー ス タ ッ ド（Hammarby 
Sjostad）地区」です。ストックホ
ル ム の 中 心 よ り ４ km、 面 積
200ha、計画人口25000人の地区
で、1990年代初頭から2020年度
代を目標年度として、「環境に優し
い徹底した循環型社会を目指した
都市づくり」が行われています。
契機は、2004年夏季五輪への立候
補です。開催にストックホルムが
名乗りをあげ、その際、「他都市に
はないアピールポイントを打ちだ
そう」として考案されたのが、「五
輪の競技・選手村予定地をエコタ
ウンとして開発し、開催後も、世
界に誇る徹底した循環エコ都市に
する」という案でした。五輪は、
開催には至りませんでしたが、こ
の「エコモデル都市」計画は、実
行に移されました。
　当地区の具体的目標は次の３点
です。①住民が使う水・資源・エ
ネルギーの量を1990年代初頭の半
分に削減する、②総廃棄物量は
40%削減、③住民が出した廃棄物
と排水は 100% リサイクル。この
目標達成のため、具体的施策とし
て、ⅰ 太陽光発電・可燃廃棄物発
電、ⅱ 下水処理水からヒートポン
プで熱回収、ⅲ 下水汚泥からバイ
オガス回収、ⅳ 下水汚泥肥料化、
ⅴ 真空式ゴミ収集、ⅵ 浄水場・
下水処理場・地域熱供給施設・廃
棄物発電プラントを地区内に設置
し、輸送コストを徹底的に削減―
が実行されました。計画は順調に
進み、地価が高いにもかかわらず、
当地区に住むことがステイタスと
なり、人々が移り住んできていま
す。
　夢洲地区における万博開催時及
びその後の都市づくりにあたり、

「サステイナブル・エコモデル都
市」を目指し、下水道インフラ等
からの資源・エネルギーの創出、
先端的なITの徹底活用を図り、世
界に、日本の技術力・創造力を示
したいものです。

を目指すという国家目標とも一致
し ま す。 第 四 の「 ス ー パ ー シ
ティー」は、前回提案した「スー
パーシティー・スーパー下水道構
想 」 の も と、 日 本 の 国 家 戦 略

「Society5.0」を実現するもので
す。「水」・「エネルギー再生・自
立」・「AI・IoT 等先進的デジタル
化」です。このコンセプトのもと、

「2025年大阪万博」の会場におい
て、下水道インフラの資源・エネ
ルギーポテンシャルを徹底的に活
用し、ITをフル活用した「スーパー
下水道」を具現し、万博会場を「下
水道インフラの多様なポテンシャ
ルのショーケース」とすることを
提案したいと思います。
　具体的には、①会場内にディス
ポーザ排水や他の廃棄物も受け入
れる下水道超高度処理施設を設置
し、そこで製造した下水道バイオ
ガス燃料を使った自動車を会場内
公用車に、②下水道バイオガスに
より発電した電気で会場内電気全
量を賄う、③下水管路内から取り
出した下水熱による地域冷暖房、
④超高度下水処理水の飲用等再利
用、⑤超高度下水処理水により会場
内の上水需要を全量賄う水の完全
自立型地区形成、⑥会場の下水管
路内を飛行するテロ防止対策用ド
ローンによる地下部監視、⑦下水
管路を活用した管路内飛行ドロー
ンによる物資運搬―等を実現さ
せ、下水道インフラのスーパーマン
ぶりをアピールしたいものです。

2．�「サステイナブル・エコ都市
―ハンマルビー・ショースタッ
ド」と「2025年大阪万博」

　「2025年大阪万博」の会場計画

1．�「2025年大阪万博」決定と
「コンセプト」

　平成30年11月23日、パリの博
覧会国際事務局（BIE）総会にお
いて、2025年の国際博覧会予定地
として、大阪市が選定されました。
大規模な万博としては、2005年の
愛知万博以来であり、大阪では、
1970 年以来、55 年ぶりの開催と
なります。その６年前には、東京
五輪があり、東海道新幹線が開通
しました。今回も、2020年東京五
輪、2027年リニア新幹線開業と、
50年前と酷似しています。50年前
は、高度成長の真っただ中で、70
年大阪万博が、関西のインフラ整
備の大きな引き金となりました。
遅れていた下水道インフラも、70
年大阪万博と関連して、大阪府の
流域下水道、万博会場に近い大阪
北部地域の公共下水道等の普及が
急速に進みました。それから 55
年、これから全容が決められてい
くと思いますが、「2025年大阪万
博」の「コンセプト・売り」は何
になるのでしょうか。
　私は、「2025年大阪万博」では、

「水」・「エネルギー再生・自立」・
「サステイナブルエコタウン」・
「スーパーシティー」をコンセプト
にするのはどうかと考えています。
第一の「水」は、大阪が古来、八
百八橋を有する「水の都」である
こと、新元号とともに即位される
新天皇が「水」に大変造詣が深い
ことより、テーマの一つとすべき
と考えます。第二の「エネルギー
再生・自立」と第三の「エコタウ
ン」は、国連が掲げる持続可能な
開発目標SDGsが達成される社会
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コンストラクション

onstruction」&「M
メ ン テ ナ ン ス

aintenance」の時代から

「R
レイン ノ ベ ー シ ョ ン

einnovation」&「M
マ ネ ジ メ ン ト

anagement」の時代へ
－2019年新元号とともに「下水道インフラ新ステージ」へ－

㈱NJS 取締役 技師長 開発本部長
（公社）全国上下水道コンサルタント協会 企画委員長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

1．�「ちょうど50年前の1969

（昭和44）年から下水道イ

ンフラの発展が始まった」

　2019 年、平成最後の年が、ス

タートしました。５月には、新元

号となり、次の時代が始まります。

「下水道インフラ」の世界におきま

しても、大きなステージ交代のタ

イミングにあると考えています。

　下水道インフラが今日のように

大きく発展した「変曲点・ターニ

ングポイント」は、ちょうど今か

ら 50 年前にあります。1969（昭

和 44）年６月 14 日施行の都市計

画法改正、1969年12月26日の経

済企画庁長官から建設大臣への意

見具申、同じく1969年４月の都市

計画中央審議会内の「下水道部会」

の設置の三つの出来事です。

　50 年前まで、下水道インフラ

は、「公共事業」として、また、

「水質保全に資する重要な環境保全

インフラ」として、全く認知され

ていませんでした。これを大きく

変える契機となったのが、上記の

三つの出来事でした。

　第一は、都市計画法が大正８年

以来全面的に改訂され、昭和44年

６月14日に施行されたことです。

新都市計画法では、10年以内に市

街地となるべき区域を「市街化区

域」と定め、市街化区域について

は、都市として最小限必要な基礎

的施設として、「道路」、「公園」、

「下水道」の計画を定めることを規

定しました。新都市計画法は、都

市に下水道整備を義務付けたので

す。これは画期的な出来事で、下

水道が都市に不可欠な基礎的施設

であると法律に明記されました。

　第二は、昭和44年12月26日、

環境庁の発足以前に水質保全行政

を担っていた経済企画庁長官が、

建設大臣に対し、「公共用水域にお

ける水質汚濁防止のための下水道

整備の促進について」の意見具申

を行ったことです。その全文は以

下です。

　「政府においては、最近における

公共用水域の水質汚濁が、大企業

を中心とする工場、事業場からの

排水のみならず、無処理のまま排

出される大量の家庭下水ならびに

固有の排水処理能力に乏しい中小

企業の工場、事業場からの排水に

よることが大きいことにかんがみ、

公共用水域の水質の保全になお一

層の万全を期するため、指定水域

の指定、水質基準の設定等の拡充

強化の措置とあわせて、一般公共

下水道、流域下水道等下水道の整

備拡充を積極的に推進すること。」

　このように、昭和44年に、都市

計画行政及び水質保全行政の両面

から、下水道事業促進への強い要

請がなされました。その中で、第

三に挙げた、国の都市計画中央審

議会の中に、昭和44年４月、「下

水道部会」が設置され、本格的に

下水道法の抜本改正と第３次下水

道整備五箇年計画策定が動き出し

たことは、大きな出来事でした。

「下水道部会」は、日本中が公害問

題で白熱し、下水道インフラを巡

る環境が激しく動く中で、下水道

法のあり方と中長期整備計画の形

を集中的に議論し、まとめあげま

した。佐藤栄作総理（当時）の強

いリーダーシップのもと、政府が

本格的に公害問題に取り組んでい

たこともあり、審議は、前建設事

務次官（同）の中田政美部会長の

もと、猛烈なピッチで進められま

した。部会の下に、「下水道財源小

委員会」が設置され、財源論がま

とめあげられました。この際、別

途、検討の進んでいた「下水道財

政研究委員会（下水道財研）」の第

二次提言が生かされました。この

「都市計画中央審議会下水道部会」

の取りまとめを受けて、翌昭和45

年に下水道法の大改正が行われ、

これが、その後の下水道インフラ

の劇的な発展に繋がりました。昭

和45年の下水道法改正のポイント

は、以下です。

①�下水道法の目的に「公共用水域

の水質の保全に資すること」を
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明記。

②�公共下水道は、処理場を有する

か、流域下水道に接続すること

が要件となった。下水処理場の

義務付けである。

③�流域別下水道整備総合計画の策

定規定新設。

④�「流域下水道」の規定新設。

　50年前まで、日本の下水道イン

フラは、処理場を持たず、管路の

みを有したものでも可とされてき

ました。すなわち、下水を都市内

から集め、未処理で川・海に放流

してもよかったのです。これでは、

川・海などの公の水域の水質汚濁

を改善する使命は果たせませんで

した。この下水道法改正で、処理

場設置が義務付けられ、すべての

汚水は、処理場できれいに浄化処

理されてから、川・海に放流され

ることとなりました。そして、下

水道法の「目的」に、「公共用水域

の水質保全」が明記されたのです。

それまでは、汚水対策としての下

水道整備の受益は、トイレの水洗

化、蚊やハエが身の回りからいな

くなるといった居住環境の改善、

家の周りの水路のドブ状態の改善

など、下水道インフラ利用者に特

定されるという観点から、その整

備と維持管理の費用は、国や地方

公共団体の税金による公費負担で

はなく、個人負担（私費負担）で

よいのではないかとの議論があり

ました。それが「川・海という公

の物（公物）の水質環境を改善す

る事業であれば、事業の受益は広

く国民すべてに行きわたる。そう

であれば、国民の税金を投入して、

堂々と公共事業として実施すべき」

と認知されたのです。下水道イン

フラの「都市の後始末施設・個人

受益施設」から、「水質環境保全対

応社会資本」への脱皮でした。

　上記三点以外に、50年前の特筆

すべき動きとして、昭和43年８月

21日に、自由民主党政務調査会の

中に、「下水道小委員会」が初めて

設置され、初代の小委員長に当時

下水道事業の理解者として、孤軍

奮闘されていた田村元衆議院議員

が就任されたことが挙げられます。

翌昭和 44 年 10 月 21 日には、「流

域下水道促進議員連盟」が結成さ

れました。政界から応援の動きが

始まったのもこの時期です。

2．�過去50年下水道インフラが

劇的に発展した理由
　

　昭和44年のターニングポイント

のあと、今日までの50年、我が国

の下水道インフラは、世界に類を

見ない劇的なスピードで進展しま

した。過去50年、下水道インフラ

が劇的に進展した理由は、前述の

下水道法の改正を含め、私は、次

の６点と考えています。

ⅰ　�昭和44年の都市計画法改正、

そのあとに続く下水道法改正、

水質汚濁防止法・公害対策基

本法等の水質環境保全法制の

整備

ⅱ　�５次にわたる「下水道財政研

究委員会」提言等に基づく、

下水道インフラ財政負担論の

確立

ⅲ　�下水道整備緊急措置法と多次

にわたる下水道の中長期計画

（五箇年計画）に基づく着実な

事業執行

ⅳ　�流域下水道・都道府県代行制

度等による都道府県の的確・

タイムリーな事業執行・支援

ⅴ　�政令指定都市・中核都市によ

る下水道インフラに係る先導

的マネジメント

ⅵ　�下水道関連の幅広い民間企業

による着実な下水道インフラ

整備・維持管理・技術開発

3．�下水道インフラ新ステージへ。

新ステージに向かう現時点

で、今やらねばならないこと

　新しい元号とともに、下水道

インフラも「新ステージ」に入

ろうとしています。過去 50 年の

「C
コ ン ス ト ラ ク シ ョ ン

onstruction」&「M
メ ン テ ナ ン ス

aintenance」

の 時 代 か ら「R
レ イ ン ノ ベ ー シ ョ ン

einnovation」&

「M
マ ネ ジ メ ン ト

anagement」 の 時 代 へ の 遷

移 で す。 レ イ ン ノ ベ ー シ ョ ン

（reinnovation）とは、リノベー

ション（renovation 改築更新）と

イノベーション（innovation 技術

革新）を合わせて、私が考えた造

語です。下水道インフラの本格的

大規模リノベーションは、下水道

界にとって初めての経験です。イ

ノベーションとセットで最適解を

求めていきたいものです。劇的に

進展した過去 50 年と先述したそ

の発展理由を振り返った上で、今

後の「新ステージ」における下水

道インフラのさらなる進展のため

に、現時点で、我々はどのような

視点を持って、何をやらなければ

ならないか。私は、次のように考

えています。
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①�現時点が、変曲点として大事な

時期であり、いま適切に舵を切
らなければ大変なことになると
いう認識を共有する。例えば、

改築更新に係る補助金・交付金

の将来は、現段階での動きにか

かっていると思います。

②�日本政府の大きな課題・関心と
の距離を縮める。50年前のよう

な、公害列島、水質保全への国

を挙げての緊急対応といった追

い風は難しいとしても、下水道

インフラの持つ「資源エネルギー

ポテンシャル」「下水道分野の世

界に誇る技術開発」「土木・建

築・機械・電気・生物・システ

ム・経営・負担論・官民連携

等、実に幅広い分野に関連して

いる」といった特徴を生かして、

政府の重要課題とシンクロ・リ
ンクしつつ対応する。

③�「新設」・「維持管理」の時代から

「改築更新を中心としたマネジメ

ント」の時代へ大きく変わる中、

新たな「下水道財政論」を構築
する。雨水・汚水があり、個人

受益もあり、建設だけでなく維

持管理のウエイトも高い特殊な

下水道インフラにおける「改築

更新時代の新たな財政負担論」

を構築する。この理論構築が必

須。新しい「下水道財政研究委
員会」を設置し、国・地方公共
団体・国民・企業挙げて、国民
的議論として、財政負担論を議
論し、結論を得るべきです。汚

水・雨水とも下水道インフラは

人間が生きている限り必須の社

会資本です。廃止や代替手段振

替ができません。こうしたイン

フラにおける改築負担論は、他

のインフラと異なる面があり、

新設時と同じ重要性・緊急性が

あります。こうした真摯な議論

を重ねてほしいと思います。

④�新下水道ビジョンが立案されて

から、５年経とうとしています。

この間、災害の多発による国土

強靭化への強い要請、アセット

マネジメントの考え方の浸透、

官民連携、AI・IoT等急速なICT

化・デジタル化の進展があり、

わずか数年ですが、社会情勢は

大きく変化しています。比較的
早期に「新々下水道ビジョン」
を策定すべきと考えます。新々
ビジョンの策定にあたっては、
国、地方公共団体、民間団体、
企業の知恵を結集することが必
須です。その上で、「新々下水道

ビジョン」の着実な実現のため、

必要な事項については、速やか
に、下水道法の改正を行うこと

が必要です。

⑤�今後の下水道インフラの進展に

おいて、行動主体として、特に、
重要な役割を期待されるのは、
都道府県・政令指定都市そして
民間企業でしょう。今後の下水

道インフラ展開にあたっての都

道府県・政令指定都市・中核都

市の位置づけ・役割論をきちん

と議論すべきでしょう。また、

今までの50年と比べ、民間企業

の果たすべき役割は、量・質と
もに大きく拡大・深化すると考

えられます。ビジョンの中で、

官民連携、負担論、海外展開等
について、民の役割論を構築す

ることが求められます。

⑥�下水道インフラの展開に関する

国民の声が幅広く出てくるよう、

国民の関心を高めることが必須

です。そのためには、下水道財
政論を国民的議論に持っていく
ことが重要です。その際、ディ
スポーザや紙オムツ投入の是非
と付加的費用負担のあり方を議
論すること等が、極めて有効と

考えます。こうして国民の関心

が高まれば、下水道インフラへ

の政治的関心も高まると思いま

す。昨年末の水道法改正におけ

る一大議論（間違った形での官

民実施論が広まりましたが）が

水道に関する国民の関心を高め

たのは記憶に新しいところです。

　現時点において、国を中心とし

て、下水道関係者が官民挙げて行

動しなければならない事項として、

上記６項目を提案しました。下水

道インフラが急速な進展を見てか

ら、50 年、下水道インフラは、

今、「新ステージ」・「第二世代」に

入ろうとしています。今後の「レ

インノベーション」&「マネジメ

ント」の時代に向け、官民連携し

て、下水道界挙げて、知恵を結集

して行こうではありませんか。
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下 水 道 の 散 歩 道 ［第17回］

「下水道インフラ」への「国民的関心」を
－「下水道インフラ」に対する国民の

� 「レスペクト（尊敬・敬意）」がまず大事－

㈱NJS 取締役 技師長 開発本部長
（公社）全国上下水道コンサルタント協会 企画委員長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

1．�下水道インフラを取り巻く
重い課題

　平成30年度第２次補正予算が国
会を通過し、国土強靭化のための
３か年の緊急財政措置の第一弾が
スタートしました。今後３年間、
地震・水害から国土を守るインフ
ラの強靭化施策が重点的に実施さ
れます。国土交通省下水道部の尽
力により、下水道インフラも、30
年度第２次補正予算・31年度当初
予算とも他の公共インフラと比べ
ても遜色のない高い水準で予算が
確保され、順調にスタートを切り
ました。しかし、私は、中長期的
な視点で考えた場合、下水道界は、
引き続き大きな重い課題を背負っ
ていると考えています。　
　それは、国民・一般マスコミ・
政治家・官邸内等において、「下水
道インフラへの関心」が薄れてい
ることです。「水道インフラ」が昨
年12月の「水道法改正」で国民的
な関心事となったことと比べ、大
きな差です。水道法改正では、水
道インフラを官が担うか民が担う
か等、焦点が法改正の必ずしも本
旨でない部分に集中し、かつ、公
平性を欠く議論が展開されました
が、「水道インフラ」の話題がこれ

だけ連日、新聞・テレビを賑わし
たことは、かつてないことでした。

「水道インフラ」が「国民的関心
事」になりました。
　１月初旬、NJSの村上社長（全
国上下水道コンサルタント協会会
長）とともに、厚生労働省の是澤
裕二水道課長と日置潤一水道計画
指導室長に新年のご挨拶にお伺い
した際、是澤課長が次のようにおっ
しゃっていました。
　「厚生労働省は巨大官庁なので、
水道課長が直接、大臣とお話しす
る機会は、日ごろは本当に少ない
です。しかし、今回、水道法改正
の法案審議があり、かつ、大きな
国民的議論になったため、連日、
根本匠大臣に説明し、議論し、行
動を共に取りました。そのおかげ
で、大臣と大変親しくなり、水道
に関心を持っていただき、また、
深くご理解いただき、ありがたい
ことです。また、何より、連日の
報道により、日本中の国民の方々
に、水道インフラが老朽化対応と
いう大きな課題を抱えていること、
また、水道の重要性を改めて認識
していただいたことは極めて有意
義なことでした」
　「下水道インフラは、『資源エネ
ルギーの宝庫』です。『技術の宝

庫』です。『内需・外需の宝庫』で
す」。いくら、下水道インフラ関係
者の中で、アピールし、下水道イ
ンフラ関係者の中では、皆、認識
していても、埒があきません。下
水道界の人間だけのマスターベー
ションは、もう、卒業しなければ
なりません。今まで何回か言って
きましたように、下水道インフラ
のこと、特に「下水道インフラの
ポテンシャル・超人ぶり」を国土
交通省内の他の部局の人すら、よ
く知りません。まして、官邸・政
治家・国民と「下水道インフラ」
との距離は、大きく離れています。
　先日、元衆議院議員の中本太衛
さんと話をしていましたら、「今、
下水道に真に関心を持ってくれて
いる国会議員は少ない」と言って
おられました。また、先日、森昌
文国土交通省事務次官と次官室で
40 分ほど話をした際、「下水道に
関し、官邸の関心は、PPP特にコ
ンセッションとあと、国際展開だ」
との話でした。
　こうした官邸・政治家の先にあ
るのが「国民」です。「国民の方々
にどうしたら、下水道インフラへ
の関心を持ってもらえるのか。何
が足りないために、国民の方々に
下水道インフラへの関心を持って
いただけないのか」。私が、ここ何
十年、考えに考え続けてきたテー
マです。それについて、最近、考
えついたことがあります。それを
次に述べたいと思います。

2．�「国民的関心」を持ってもら
うためにまず初めに必要な
のは「下水道インフラへの

『レスペクト（尊敬・敬意）』」
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　「下水道インフラのアピール・情
報発信のために、どうしたら良い
のか」。長年、考え続けてきまし
た。国民の皆さんに関心を持って
い た だ く た め に は、「visual」

「surprise」「plain」の視点、すな
わち、「視覚に訴える」、「驚きを」、

「わかりやすく」などと、考えてき
ました。その結果、「デザインマン
ホール」「マンホールカード」「広
報プラットホームという組織」

「数々のイベント、下水道の日等に
おける国民参加型行事」「水の天使
による広報活動」等が、行われて
きており、それぞれ、一定の成果
を出しています。
　しかし、「何か違うのではない
か、何かが抜けているのではない
か」とずっと考えてきました。今、
その答えが見出せた気がしていま
す。それは、「国民的関心を持って
もらうためには、まず初めに前提
として、『下水道インフラへのレス
ペクト（尊敬・敬意）』が必要」と
いうことです。下水道インフラは、
他の社会インフラや他のアクショ
ン（行為）と比べ、もともと、「き
たない」「くさい」「話題にしたく
ない」悪いイメージがあります。
施設でいうと、「ドブ」「土管」「あ
としまつ施設」のイメージです。

「下水道」という言葉から、こうし
たマイナスの先入観を持っている
国民が大多数でしょう。その人た
ちにとって見れば、「デザインマン
ホール」「水の天使」と聞けば、

「下水道の固有イメージと違って
ギャップがあって面白いですね。
なかなか、がんばっていますね」
の領域にとどまっていたのではな
いでしょうか。ここで、まず初め

に、「下水道の本質のところでのレ
スペクト」があったら、大きく「真
の関心」「真の応援団」に繋がると
思います。下水道インフラには、

「レスペクト」してもらえる内容が
数多く存在します。そうした内容
をどのようにして情報発信し、国
民の皆さんに「レスペクト」して
もらうか。即、実行すべきと考え
る提案は、次の通りです。
　前号でも申し上げたように、ちょ
うど 50 年前の昭和 44 年に下水道
インフラの歴史的発展が始まりま
した。昭和 45 年の公害国会を経
て、下水道インフラは、「水質保全
公共インフラ」と位置づけられ、
川・海・湖等我が国の水質環境を
劇的に改善してきました。川岸や
湖畔に立てば、臭気がただよって
いた我が国の河川・湖沼・海域の
水質を今日の環境まで、劇的に改
善したのは、間違いなく、下水道
インフラです。この50年の下水道
インフラによる我が国の水質改善
の歴史を「ドキュメンタリー」と
して、制作し、日本中に、世界に
発信するのです。テレビ局等も十
分、関心を示してくれると思いま
す。どうしても難しければ、下水
道関係の産業界を挙げて、ドキュ
メンタリーを制作すると良いで
しょう。公害国会から50年、下水
道普及率が15%から80%に上がっ
たこの50年、下水道インフラが日
本の水質環境にいかに大きな貢献
をしたか、下水道インフラがもし
なかったら現在の日本の水質環境
はいかなることになっていたか、
このドキュメンタリー番組で、国
民の皆さんへ伝えるのは、今、絶
好のタイミングだと思います。

　もう一点、「我が国の都市部の浸
水をここ20年劇的に解消してきた
のは下水道インフラですよ」とい
うアピールドキュメンタリーの制
作です。勿論、河川行政との連携
の下での施策展開によるわけです
が、下水道インフラの雨水対策貢
献について、国民の理解があまり
にも少ない現状を考えると、この
ドキュメンタリーも是非、欲しい
ところです。
　この２つのドキュメンタリーを
テレビ・映画・スマホの動画等で
多くの子供たち、女性、国民に見
ていただけることができれば、「下
水道インフラへの国民の『レスペ
クト』」は、必ず、達成できると考
えます。
　まずは、この「レスペクト」を
国民から獲得することを目指すべ
きです。それが達成できれば、そ
のあとで、下水道インフラへの「国
民的関心」をさらに強く持ってい
ただくことはそう難しいことでは
ないと思います。「国民的関心」に
繋がるいろいろな仕掛け・アイデ
アを展開できると考えています。

3．�「下水道インフラへのレスペ
クト」を持ってもらった後
に「下水道インフラへの国
民的関心」を持ってもらう
ための提案

　国民の皆さんから、下水道イン
フラに対し、「レスペクト」を得た
後、国民的関心を持ってもらうた
めの提案を、以下、３点、述べた
いと思います。
（１）�紙オムツ、単体ディスポーザ

の下水道インフラへの受け
入れについての国民的議論
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　現在、国土交通省で、紙オムツ
の下水道インフラへの受け入れに
ついて、委員会を設置して、検討
が進められています。以前も述べ
ましたように、現在の紙オムツに
は、マイクロプラスチックが多く
含まれており、早期での下水道イ
ンフラ受け入れは、慎重に考える
必要があります。しかし、いつま
でも、マイクロプラスチックを多
く含む紙オムツが主流というのは
如何かと思います。「マイクロプラ
スチックの入っていない紙オムツ
を作ってくれれば下水道インフラ
へ受け入れます」という、製紙業
界・紙オムツ製造業界等への要請
を行い、社会としての最適解を求
めることが重要です。単体ディス
ポーザの下水道インフラ受け入れ
は、私は、進めるべきと考えてい
ますが、その際、特別のディスポー
ザ使用料を徴取するなど、負担論

（紙オムツの下水道への受け入れ特
別使用料も含め）を国民挙げて、
議論することが必要と思います。
　こうした国民にとって身近な議
論を下水道インフラに関して行う
ことにより、下水道インフラに関
する「国民的関心」を高めること
ができると考えます。特に、紙オ
ムツは予想以上に反応が大きく、
今月初め、毛利信二前国土交通省
事務次官と下水道インフラに関し
て幅広く議論した際、「昨年、事務
次官の時に、紙オムツの下水道投
入の検討を記者発表したとき、マ
スコミの反応が予想以上でびっく
りした。介護や子育てに対する関
心が大変強いことを実感した」と
おっしゃっていました。こうした
国民の日頃からの関心事にコミッ

トすることがとても大切だと感じ
ます。
（２）�「下水道」の名称について
　国民的関心を持ってもらうにあ
たり、「下水道」というネーミング
も、重要なポイントになると考え
ています。一旦、下水道インフラ
に対し「レスペクト」が達成され
たら、ネーミングは拘らなくてよ
いという意見も多いかもしれませ
ん。しかし、今後、下水道インフ
ラ関連産業が、「学生さんの憧れの
職業」になってほしいと考えてい
る私は、「ネーミング」も非常に重
要と考えています。「わかりやす
さ」とともに「良いイメージ」も
大事と考えます。「水再生事業」「水
再生・バイオエネルギー創造事業」

「都市水環境創生事業」「都市水マ
ネジメント事業」「国土交通省水再
生・都市浸水マネジメント部」、こ
うした事業や組織の呼び名が良い
のか否か、議論を戦わすこと、そ
れ自体が、「国民的関心事」になる
かもしれません。
（３）�下水道インフラの世界から

の画期的イノベーションの
創出

　下水道インフラは、管路・処理
施設・ポンプ施設と幅広い施設構
成からなり、その活用技術も土木、
建築、機械、電気、生物、化学等
と幅広い分野にわたります。関連
産業も多岐にわたります。そうし
たなか、従来、下水道インフラ分
野で活用されてこなかった素材や
技術の活用等、多くの未知なる世
界の技術の活用が期待されます（２
月21日開催の異業種企業とのマッ
チングイベントは今後の動きが期
待されるところです）。また、下水

道技術分野の中でも、画期的イノ
ベーションが生まれる可能性があ
ります。こうした画期的イノベー
ションを数多く創出し、日本中に、
また、世界に広げていくことが、
国民の大きな関心を呼ぶことに繋
がります。
　具体的には、実用化の近い「管
路内点検調査用ドローンの開発」
や、今後の開発が期待される「ゲ
ノム編集を活用した水・汚泥処理
や微生物燃料電池」「管路内処理技
術」等がありましょう。また、ソ
フト施策面でも、高知県須崎市で
始まる「小規模自治体向けのコン
セッションの提案」があると思い
ます。「縦割りを排した多種事業組
み合わせのバンドリング型事業」

「コンセッション、包括委託、仕様
委託を組み合わせた複合型事業」
等の新しい特徴を有する本プロ
ジェクトが小規模自治体の福音と
なるのか、国民的議論となる可能
性があります。

　以上の３点の他にも、国民的関
心を持ってもらうには、世界的な
大規模イベントである「東京オリ
ンピックと下水道の水質保全効果」
のテーマや本稿第 15 回で述べた

「大阪万博を下水道インフラの
ショーケースに」といった話題が
あると思います。
　下水道インフラについての「国
民的関心」の提起、難しい課題で
すが、是非、下水道関係者を挙げ
て、真剣に真摯に取り組んで行こ
うではありませんか。
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下 水 道 の 散 歩 道 ［第18回］

「広島カープ」と「下水道インフラ」
－下水道インフラに国民的関心を持ってもらうため、
� カープ・マツダスタジアムの活用を－

㈱NJS 取締役 技師長 開発本部長
（公社）全国上下水道コンサルタント協会 企画委員長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

1．�マツダスタジアムと　　　
大州雨水貯留池

　2009 年３月 28 日、広島カープ
の本拠地マツダスタジアムが完成
しました。今春で、ちょうど10周
年を迎えます。昭和42年から今日
まで52年間、カープの熱心なファ
ンである筆者は、マツダスタジア
ムの建設に強い関心を持ってきま
した。球場グラウンドの地下に広
島駅周辺の浸水対策のための「大
州雨水貯留池」があり、下水道施
設と球場施設が合築されているか
らです。地下の雨水貯留池建設に
は、下水道の交付金が投入されて
います。また、球場施設にも、国
土交通省のまちづくり交付金が
入っています。
　大州雨水貯留池は、貯留能力１
万5000m3、直径100m、高さ5.4m
の円筒形の巨大な雨水貯留施設で
す。もともと、マツダスタジアム
のある広島駅周辺は、内水による
浸水常襲地帯で、抜本的な浸水対
策が求められていました。老朽化
した旧広島市民球場の建て替え候
補地が、紆余曲折のあと、現在の
スタジアム立地場所に決まるとす
ぐに、広島市下水道局が速やかに
動きました。広島駅周辺大州地区
の浸水解消のために、球場地下に
雨水貯留施設を建設することを提
案、短期間で関係者の合意を取り
付け、球場建設工事に入る前に、
ぎりぎりの工程で、地下に雨水貯
留池を先行的に建設しました。プ
レキャスト工法を採用して、工期
を短縮し、2009年３月の球場開場
に間に合わせました。当時の今田
幹男下水道局長ら下水道局の皆さ
んの慧眼・実行力には頭の下がる
思いです。日本のプロ野球の球場
で、下水道インフラとのコラボレー

ションが行われているのは、マツ
ダスタジアムだけです。
　大州雨水貯留池の真上がマツダ
スタジアムのグラウンドであるこ
とに注目した素晴らしいポスター

「広島の外野は下水流（しもずる）
が守る。広島の浸水は下水道が守
る。」が、広島市下水道局の倉本喜
文施設部長（現下水道局次長）に
よって発案され、2017年、下水道
広報プラットホーム広報大賞グラ
ンプリを受賞したのは、記憶に新
しいところです。また、広島カー
プのキャラクター「カープ坊や」
を描いたマンホールカードも、人
気を集めています。
　このように考えてきますと、広
島市下水道局ほど、下水道インフ
ラと野球・球場との縁の深い組織
は、下水道界の中でも、他にはな
いと思います。

2．�広島カープ・マツダスタジ
アムを徹底活用しての下水
道インフラへの国民的関心
喚起

　このマツダスタジアム等をフル
に活用して、前号で私が問題提起
した「下水道インフラへの国民の
関心」を喚起する方策を提案した
いと思います。
　①球場来場者全員に、今、観戦
しているこの球場の地下に、「雨水
貯留池」があることを知ってもら
う。試合開始前と５回裏終了後の
短い休憩時間に、オーロラビジョ
ンを使って、ⅰ グラウンドの真下
に雨水貯留池があること、ⅱ 広島
駅周辺の浸水対策に大きな役割を
果たす施設であることとその仕組
み、 ⅲ 一部雨水を貯めて球場の散
水・トイレ用水に活用しているこ
と ⅳ この事業は下水道局が下水
道事業として行っていること―――

をPR。晴天時は、広島市で評価い
ただいたNJSの閉鎖性空間調査ド
ローンAirSlider（機体色赤）を貯
留池流入管路から貯留池経由、グ
ラウンドまで飛行させ、飛行状況
映像と撮影画像を生中継するのも
良いと思います。ドローンが始球
式用ボールを運んでくるのも良い
でしょう。全試合で実施。
　②球場来場者に下水道クイズの
応募用紙を配り、応募いただいた
方から抽選で、「特製マンホール
カード」等を進呈。下水道インフ
ラの役割効果・特徴等を簡潔に記
した小冊子を作成し、その末尾に
応募用紙が付いている方式とし、
読めば、答えがわかるクイズを出
す。その際、広島市が全国に先駆
けて進めている雨水リアルタイム
コントロール、管路点検へのドロー
ン活用、AIを活用した処理場運転
等、広島市下水道局の最先端技術
へのあくなき挑戦をPR。１ヵ月に
数度程度実施。
　試合開催日は、時間制限がある
ことより、試合がなく球場の使わ
れていない日を活用して以下の広
報啓発活動を行う。
　③マツダスタジアムで小学生下
水道インフラ教室を実施。広島県
内の小学生が、スタンドからオー
ロラビジョンを見て、受講し、そ
のあと、雨水貯留池とスタジアム
の見学を行う。県内全小学生が小
学生の間に必ず一回受講。
　④全国の小中高校の修学旅行生
を対象に、上記③の教室を実施。
その後、試合を観戦。
　⑤マツダスタジアムの試合時に
発生したゴミ・下水を、市内の下
水道施設で消化ガス発電・燃料化
等に用い、エネルギーを創出。マ
ツダスタジアムの照明、冷暖房等
場内で消費するエネルギー以上の
電気・熱を生みだすことをアピー
ル。エネルギー 100% 循環型球場
をPR。
　⑥球場と市内数ヵ所に設置する
大パブリックビューイング会場を
下水道管の中に設置した光ファイ
バーで結び、８K画像で市民の方々
に試合をみてもらう。チケット入
手困難対策。
　広島市下水道局の皆さん、広島
市を挙げて、カープ球団とも連携
して、実現に向け、是非、ご検討
をお願いします。

30



第3種郵便物認可	 � 第1891号　平成31年4月23日（火）発行（39）
�

��������

下 水 道 の 散 歩 道 ［第19回］

「『ハイブリッドPPP』・『バンドリング』による官

民連携の多様化」と「ソフト・イノベーション」

㈱NJS 取締役 開発本部長
（公社）全国上下水道コンサルタント協会 企画委員長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

1．官民連携の多様化に向けて

　平成 31 年３月 29 日、高知県須
崎 市 と NJS・ 四 国 ポ ン プ セ ン
ター・日立造船中国工事・PFI 推
進機構・四国銀行の５社コンソー
シアムの間で、「須崎市公共下水道
施設等運営事業」に関する基本協
定が締結されました。平成22年度
に過疎市に指定された須崎市の下
水道は、人口減少に起因する使用
料収入減や職員の減少に加え、老
朽化施設の改築や地震・津波・豪
雨への備え等、多くの課題に直面
しています。本運営事業は、「下水
道分野でのコンセッションとして、
浜松市に次いで第２号」という点
で注目されていますが、「過疎地域
における下水道インフラの官民連
携に係る先導的モデル」として、
新しい発想に立って、下水道事業
の持続性を長期的に担保するため
の多くの取り組みが組み込まれて
います。本事業の特筆すべき諸点
は以下です。
①�一つの市の中で、コンセッショ

ン・包括委託（性能発注）・仕様
発注を組み合わせた「ハイブリッ
ドPPP」

　下水道事業全体の事業企画と汚
水管渠の維持管理はコンセッショ
ン方式で、処理場の維持管理は初
期には包括委託で、５年後からは
コンセッションで実施します。こ
れは、国のB-DASHで設置した施
設が市に引き渡された後、コンセッ
ションで行うというものです。雨
水ポンプ場と雨水管渠は、仕様委
託です。これは、雨水系の特性を
考慮した対応です。また、漁業集
落排水施設関係の維持管理と不燃
ごみ処理を行うクリーンセンター
は、包括委託の予定です。こうし

た地域にあった最適な事業方式の
組み合わせを選定しています。
②�公共下水道と公共下水道以外の

インフラ管理業務を組み合わせ
た「バンドリング型事業」

　「バンドリング」とは、複数のイ
ンフラ管理業務を組み合わせるも
ので、具体的には、維持管理地域
の範囲が狭い特性を生かし、一人
の担当者が、下水道と下水道以外
のインフラ等の管理を合わせて受
け持つことにより、生産性の向上・
効率化を図るものです。従来の縦
割り行政の打破ともいえます。
　こうした新しい「仕組み」とと
もに、維持管理に「閉鎖性空間調
査用ドローン」や「LPWA通信」
といったイノベーション技術をフ
ルに活用し、管理コストの削減を
図ることとしています。
　過疎地域における新しい発想の
官民連携が、動き出そうとしてい
ます。
　今後の官民連携は、多様な手法
をハイブリッドに組み合わせて、
最適な計画を策定していく時代に
入るのではないでしょうか。

2．�「ソフト・イノベーション」
　 の推進

　下水道インフラのサステイナブ
ルな発展を考える時、私は、今、
大きな転機にあると考えています。
昭和 45 年の公害国会から 50 年、

「令和」の時代とともに、「下水道
インフラストック形成」の「第一
ステージ」から、「下水道インフラ
のストック効果の持続的な発現・
ストックの活用・最適マネジメン
ト」が求められる「第二ステージ」
へ突入しようとしています。サス
テイナブルな発展に向け、今、何
をすべきか。私は、政策・法規・

制度・組織・ソフト技術等、ソフ
ト面における「ソフト・イノベー
ション」が必須と考えています。
下水道インフラ分野における「ソ
フト・イノベーション」の具体例
は、以下です。
ⅰ.昨年12月の水道法改正で、水
道法の目的が、従来の「水道の計
画的な整備と水道事業の保護育成」
から「水道の基盤の強化」に変わ
りました。これは、水道の将来を
俯瞰した的確な改正だと思います。
下水道法も、法目的に「健全な水
循環の構築、資源の創出・活用」
を追加するなど、骨太の改正が必
要です。
ⅱ.以前から述べている「下水道の
改築更新の整備費用負担論の確立」
が必要です。代替がきいたり、廃
止可能であったりする社会インフ
ラと違い、公衆衛生・水環境を通
じ生命にも影響し、代替のきかな
い下水道インフラの改築・更新整
備費用は他のインフラと違う考え
方の整理が可能だと考えます。各
方面の学者・各省庁・経済界・政
界等をあげた幅広い議論を「下水
道財政研究委員会」の復活の中、
議論すべきと考えます。
ⅲ.下水道インフラを担う中央省庁
の組織のあり方論も各界をあげた
組織で議論し、改革の検討を始め
る時期に来ていると思います。
ⅳ.官民連携の推進にあたって、上
で述べた「ハイブリッドPPPの採
用」「バンドリングの活用」の他、
ソフト面での今後の課題として、
以下があります。「民間事業者が
PPP 事業で果たすべき成果・性
能・品質等を PI（業務指標。パ
フォーマンス・インディケーター）
としてあらかじめ設定し、それを
評価し、業務改善に繋げていく、
という考え方を標準化する。その
場合の、PI の選定、PI の測定・
チェック手法等を確立する」。
ⅴ.下水道の維持管理・経営へのAI
の導入、維持管理へのプロセスシュ
ミレータの導入、センサー等を活
用した全国の下水道インフラ全体
のモニタリングと遠隔一括制御等
ソフト・イノベーション技術の開
発・展開。
　こうした「ソフト・イノベー
ション」が、下水道インフラのサ
ステイナブルな発展に繋がってい
くことを心から期待しています。
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「令和」時代スタート―
令和時代の「日本」と「下水道インフラ」
―下水道インフラの近未来に向けての15の提言―

㈱NJS 取締役 開発本部長
（公社）全国上下水道コンサルタント協会 企画委員長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

1．はじめに

　平成の時代が終わり、「令和」が
スタートしました。「令」には、

「良い・素晴らしい・立派な」とい
う意味があります。「令和」の時代
が、日本にとって、下水道インフ
ラの世界にとって、素晴らしい時
代になることを期待します。その
ためには、いろいろな「策」を打
ち、「改革・進化」していかねばな
りません。かつての高度成長の記
憶・成功体験を持っている日本は、
なかなか抜本的に自らを変革する
ことができません。そのことが、
日本が「昭和時代の『世界のリー
ドオフマン・ジャパンアズナン
バーワン』」から、平成時代を通じ
て、一気に陥落した一因です。日
本は、「GAFA（Google、Apple、
Facebook、Amazon）」と呼ばれ
るIT界の四大プラットフォーマー
によって起こされた「社会基盤が
根底から変化するというデジタル
革命の本質」を受け止めきれない
まま、平成後期をずるずると過ご
してしまいました。
　一方、我が国の下水道インフラ
の世界では、平成時代は決して「落
ち目」になったわけではありませ
ん。平成の30年間を通じ、下水道
インフラには70兆円の建設投資が
なされ、下水道普及率は、昭和63
年度末の40%から平成30年度末に
は、80%まで上昇し、国民の大多

数が下水道インフラを利用できる
ようになりました。しかし、下水
道インフラの世界においても、平
成時代は、昭和40年代後半に確立
された「下水道インフラを巡る法
制度・行財政制度・負担論・行政
組織」をベースに、大改革が行わ
れない中で、進められてきました。
平成元年の「下水道基本計画策定
費補助制度（当初は特定水域から
スタート）」、平成３年の「都道府
県代行制度」や「数次にわたる五

（七）箇年計画」「下水道ビジョン
の策定」などその後の下水道イン
フラの整備・管理・経営に大きく
貢献した新規政策や制度改正はあ
りましたが、そのスケールは、昭
和の時代とは大きくかけ離れたも
のでした（かく言う筆者の責任も
大と言えます）。
　下水道インフラの世界において
も、「令和」に入り、抜本的な「策」
を次々と打っていかなければ、今
後、非常に厳しい状況になる可能
性があります。しかし、適時的確
な「策」を官民挙げて打っていけ
ば、「令」の文字のごとく、素晴ら
しい下水道界が開ける可能性は高
いと思います。それほど、下水道
インフラの持つポテンシャルは大
きいと考えています。
　日本全体も、「令和」の時代にお
いて、変化をしっかりと受け止め、
フィジカル・リアルな世界での技
術力・技術開発力を生かして、サ

イバーの世界も含め多様な分野で
最先端技術を開発・導入し、再び
世界をリードするシナリオを実現
したいものです。さらに願わくば、
特定の分野ででも、プラットフォー
マーとなり世界の一端を牛耳る企
業の出現も期待したいと思います。

2．�「令和」時代の日本の未来
と下水道インフラへの影響
―�「令和」時代はどのよ

うな時代になるか

　「令和」時代は、概ね平成と同
じ、30 年間と考えられます。で
は、今後の30年、日本はどのよう
に推移するのか。考える際に、大
きく影響を与える因子として、私
が考えているのは、以下の諸点で
す。

［社会環境面］
①人口の急激な減少
②高齢化・超高齢化の進行
③�働き方改革・国民の価値観の変

化
④�社会インフラの老朽化と本格的

改築更新時代の幕開け
［自然環境面］
⑤�地球温暖化等による気候変動等

による災害の頻発化・甚大化・
激化

⑥�自然環境の保全・自然環境の豊
かな地域の活用

［技術開発環境面］
⑦�AI・IoT等の活用によるICT化を

中心とした徹底したデジタル
化・ロボット化の進行

⑧�バイオテクノロジー・量子コン
ピュータ・宇宙工学・ブロック
チェーン等最先端技術の開発・
展開による技術革新（イノベー
ション）

［国家政策面］
⑨�国家投資の優先順位と国民負担

の考え方
⑩初中等教育・高等教育の考え方
⑪官民連携、官民分担の考え方
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⑫エネルギー政策
　上記因子を受けて、「令和」の日
本は、どのような時代になるので
しょうか。そして、「令和」の下水
道インフラ界は、どうなるのでしょ
うか。
　日本の人口の急激な減少は、我
が国のあらゆる経済社会問題に影
響を与えるでしょう。国立社会保
障・人口問題研究所の将来推計人
口中位推計では、我が国の人口は、
2020年の１億2410万人から2050 
年には、9707 万人になる（22%
減）とされています（さらに2060
年には 8670 万人（対 2020 年比
30%減）とされています）。これだ
けの人口の減少は、かつて経験し
たことのない事象であり、消費対
象の減少、労働力不足と、日本経
済に大きな影響を与えるでしょう。
同時期（2020年から2060年）、世
界平均は35%増、米国は23%増、
G７平均が６% 増、減少の大きい
ドイツでさえ、11%減、中国８%
減で、日本だけ突出して減少幅が
大きいのです。他国との国際間競
争を考える時、常に、この差を意
識する必要があります。また、他
国の制度を参考にしたり、比較し
たりするとき、人口動態の大きく
違う国の例は、まったく参考にな
らない可能性があります。例えば、
PPP/PFIを議論するとき、英国や
フランスの例が持ち出されますが、
上記の40年間の人口動態推計は、
英国16%増、フランス10%増で、
日本の置かれている状況とは大き
な違いがあり、同列には議論でき
ません。高齢化は、先進国でも日
本と同じように進んでいる国も多
いですが、人口減少とダブルで急
激な進行が予測される国は、世界
で日本だけです。このように世界
で大きなハンディキャップを持つ
日本。この現状を深く認識して、
生産性の向上等、対応策を取る必

要があります。そうでなければ、
日本は、一気に二流国に落ち込む
ことが想定されます。
　高齢化人口の急速な増加も、15
歳から64歳までの生産年齢人口の
減少となり、日本国内の労働力不
足に拍車をかける可能性がありま
す。しかし、これをきっかけに一
気に生産性の向上が図れる良い機
会ともいえます。
　国民の価値観の変化と働き方改
革、そして初中等教育の考え方も

「令和」の日本の行く末に大きな影
響を与えます。しかし、こうした
ワークライフバランスの重視は、
生産性の向上に大きく寄与する
チャンスでもあり、一人当たり
GNPの大幅な上昇等、我が国の経
済発展と国民生活の満足度の向上
に大きく貢献する可能性がありま
す。
　社会インフラの老朽化問題も深
刻です。高度成長期に短期間で整
備された鉄道・道路・港湾・上下
水道・公共公益施設等の社会イン
フラの老朽化が進んでいます。戦
後、コンクリート・鋼等で建設さ
れた我が国の社会インフラの歴史
上初めての本格的改築更新時期が
迫っています。コストスリムで効
率的な老朽化診断技術・老朽化対
応技術が強く求められています。
　ここ数年の災害の頻発と激化も
大きな懸念材料です。ここ数年だ
けの話ではなく、今後、「令和」年
間を通して、大きな災害の発生が
想定されます。事前対応やソフト
面での対応等を含めて、抜本的な
考え方の変更が必要かもしれませ
ん。
　デジタル化・ロボット化は、今
後も加速度的に進むでしょう。先
ほども述べたように、GAFA によ
るプラットフォーム化には、日本
は残念ながら、乗り遅れました。
しかし、これから進展するサイバー

でないフィジカルな世界での最先
端技術の開発は、日本の最も得意
なところです。勿論、サイバー部
分も含め、できれば、プラット
フォーマーの位置取りも併せて、
我が国挙げて、力を注ぐべきと考
えます。併せて、比較的得意分野
である「バイオテクノロジー」「量
子コンピュータ」「宇宙工学」等の
技術開発・実用化においても、世
界をリードしていってほしいとこ
ろです。デジタル化・ロボット化
を含めたこの領域の主導権確保の
成否が、我が国の今後の国力を決
定すると言っても過言ではないで
しょう。
　国家政策面で記述している項目
は、重要な上記国家政策の打ちだ
し方によって、将来の日本が大き
く左右されると考えられるので、
記載しました。今後の超高齢化社
会における年金・医療等社会保障
のあり方、特に国民負担のあり方
は極めて重要です。その判断のも
と、決定した優先順位による国家
投資の考え方、これにより、日本
の将来は大きく変わると思います。
政府の打ちだしている「Society5.0

（日本政府が2018年、第５期科学
技術基本計画の中で我が国が目指
すべき未来社会の姿として提唱し
た日本の未来像）」、この実現こそ、
我が国の将来を決める要です。こ
れへの投資は、ある時期、社会保
障より、重要です。ただ、この分
野は、国家投資を増やしたらよい
ものではなく、官民の分担、民主
導への環境づくりこそ重要だと考
えます。また、国としてエネルギー
政策にどう舵を取っていくか、こ
れにより、我が国の今後の向かう
べき方向が決まるかもしれません。
　下水道インフラへの影響につい
ても、12因子ほとんどにおいて、
プラス面・マイナス面の両面があ
るものの、比較的大きな影響があ
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ると考えられます。
　何らかの「策」を打たず、自然
体で推移した場合、具体的に大き
な影響があると考えられるのは、
第一に、人口減少に伴う上下水道
使用量減による下水道インフラの
経営難問題です。第二に、人口減
と高齢化による生産年齢人口の減
少は、下水道インフラの調査・企
画・計画・設計・建設・維持管
理・経営のあらゆる局面での人材
不足をひきおこすでしょう。第三
に、働き方改革・価値観の変化は、
先に述べたように、下水道界でも、
生産性革命を引き起こす良い契機
になるかもしれません。また、イ
ンフラの老朽化は、「令和」年間を
通し、下水道インフラの世界にお
いても、より深刻になるでしょう。
処理場・ポンプ場の機械・電気設
備に加え、土木建築構造物の全面
改築等が増加すると考えられます。
管路関係の改築更新もいっそう増
加するでしょう。災害の頻発化・
甚大化・激化は、下水道インフラ
の雨水対策の強化を待ったなしと
します。リアルタイムの実態把握
と解析・対応レベルの見極め・ソ
フト対策との連携が重要となりま
す。デジタル化・ロボット化と技
術開発・イノベーションは、下水
道インフラの世界でも、徹底的な
対応が重要です。これによる生産
性の劇的な向上が望まれます。国
家政策面での下水道インフラへの
影響等は、上で日本国への影響に
ついて述べたように、下水道イン
フラの未来にも大きな影響を与え
るでしょう。特に、国家投資の優
先順位・国民負担の考え方は、ダ
イレクトに大きな影響を与えます。
令和年間を通し、多様な官民連携
も下水道インフラの世界で大きく
進むでしょう。エネルギー政策に
関しても、下水道インフラからの
バイオマスエネルギー創出への期

待は、ますます高まるでしょう。
　このように、「令和」時代を通
し、下水道インフラの課題は山積
です。デジタル化・ロボット化、
技術開発、官民連携により、いか
に効率的・経済的に課題を克服し
ていくか。下水道関係者の知恵が
強く求められています。

3．�下水道インフラの近未来に
向けての15の提言

　「令和」がスタートするに当た
り、下水道インフラが自然体では
上記影響を受ける中、その影響を
跳ね返して、あるいは、生かして、

「洋々たる下水道インフラの未来」
を作り上げるために私が考える15
の「提言」を次に述べたいと思い
ます。

［社会環境面への対応として］
（１）�海外からの観光客のカント

リーステイの推進
　現在、海外から我が国への観光
人口は、年間3000万人です。政府
は、これを2030年には6000万人
にすると目標を掲げています。今
後は、大都市だけでなく、日本の
地方部・田舎（カントリー地域）
への滞在、特に、旅館・ホテルだ
けでなく、空家となった民家での
中長期間の滞在を積極的に推進す
べきと考えます。我が国の地方部
の自然風景・古民家とおもてなし
精神は、必ずや海外からのお客様
の心に響くと思います。そのため
に、基本的な生活インフラは必須
で、下水道インフラの整備・充実
が必要でしょう。これにより、地
方部の下水道経営にも良い影響が
でると考えられます。

（２）�日本国民のマルチハビテー
ションの促進

　今後、地方部を中心に、空家が
多く発生する中、都市に住む人が
週末は田舎で住むという「マルチ
ハビテーション（多拠点居住）」の

促進を国挙げて促進すべきと考え
ます。固定資産税の大幅減免（例
えば新たに地方部に二軒目の自宅
を持っても、合計の固定資産税は
変わらないとする等）や、地方都
市での受け入れ態勢の充実により、
全国的規模で進む可能性がありま
す。マルチハビテーションにより、
下水道インフラの経営には、良い
影響が出ると考えられます。上記
カントリーステイやマルチハビ
テーションの推進にあたり、対応
する民家等が下水道や浄化槽が未
整備の場合で、下水道インフラや
浄化槽を整備するのが非効率な場
合は、後述する「管路内処理」技
術を生かした「担体布設による水
路内処理」も活用できると良いで
しょう。

（３）�シニア技術者研究者の大学再
入学と大学での実務的研究

　ここ数十年、官民を問わず、下
水道インフラの世界で技術者・研
究者として活躍され、今はリタイ
アされておられるものの、高い実
務能力を持った方が全国に多数お
られます。こうした方に推薦で、
大学または大学院に入学頂き、実
務的・実践的な研究をして頂き、
技術開発・現場指導を頂く制度を
創設します。大学には、費用は一
定額を支払っていただくものの、
博士号授与・特許取得・賞勲等の
大きな利点を設けます。対象の方
の所得税・住民税等の減免も行い
ます。大学の経営と活性化にも貢
献するでしょう。

（４）�縦割り行政打破によるバンド
リング

　小規模都市等で維持管理の広域
化も難しい場合、縦割り行政を打
破し、都市の中の水道・下水道・
廃棄物等の維持管理をまとめて民
間企業が受託するバンドリング制
度を推進します。

（５）�管路新設・改築更新における
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無人化施工の展開
　管路の新設・改築更新において、
無人化施工を可能なかぎり採用し
ます。推進工法・シールド工法に
おいても、ロボット化による徹底
的な無人化・省人化を図ります。

（６）�管路維持管理における無人
化・省人化

　管路の維持管理において、ドロー
ンの活用・ロボティクスの活用・
センサーの徹底活用・ICT の活用
等により、管理の効率化・省人
化・安全化を図ります。

（７）�処理施設維持管理における無
人化・省人化

　処理施設の維持管理において、
ドローンの活用・ロボティクスの
活用・センサー・ICT の徹底活用
等により、管理の効率化・省人
化・安全化を図ります。広域・超
広域エリア（日本一円等）を対象
とした処理施設の維持管理を推進
します。

［自然環境面への対応として］
（８）�管路内・マンホール内セン

サー・LPWA活用による最適
都市浸水対策の実施

　管路内・マンホール内に水位セ
ンサー等を設置するとともに、
LPWA通信装置の活用により、常
時、リアルタイムで管路内水位等
を検知できるシステムを構築し、
ポンプ場の最適運転・雨水の最適
貯留分配を含む都市の最適浸水対
策に活用します。また、路面への
溢水等危機予告システムを構築し、
道路行政と連携します。管路内で
は、老朽化検知センサーの設置も
進めます。

［技術開発環境面への対応として］
（９）�下水道関連情報プラット

フォームの創設・運用・活用
　下水道関連の計画・設計・建
設・維持管理・経営等のあらゆる
情報を集約する下水道関連情報プ
ラットフォームを創設し、運用・

活用を図ります。公的情報が多く
含まれますが、民間主導で設置す
ることも検討すべきでしょう。

（10）�未来型研究における大学と
民間企業等との連携の推進

　長い目で研究する未来型の研究
テーマについて、大学と民間企業
での共同研究を推進します。国等
からの補助制度を活用します。テー
マとしては、「センサー技術の徹底
的開発」「管路内処理」「微生物燃
料電池」等があります。

（11）�最先端技術の下水道インフ
ラ分野への適用の推進（ゲ
ノム編集による活性汚泥法
の最適化、バイオテクノロ
ジーの最先端活用等）

　他分野の最先端技術の下水道イ
ンフラ分野への活用を推進します。
例えば、ゲノム編集による活性汚
泥法の処理効果の劇的改善・下水
汚泥からのエネルギー回収効率の
改善等が考えられます。

［その他］
（12）�多様な官民連携の推進と環

境整備
　平成の時代の官主民従の官民連
携から、対等あるいは、民主導で
官は環境整備という形まで、地域
と事業内容の特性にあった適材適
所の多様な官民連携を推進します。

（13）�下水道インフラのトータル
コーディネーターが必要

　下水道インフラを巡るヒト・モ
ノ・カネ、いずれの面でも「令和」
年間は、非常に厳しくなることが
予想されます。自治体と連携して、
費用効果・効率性・生産性の高い
下水道インフラマネジメントを司
る「トータルコーディネーター」
が求められます。公正・公平に最
適な下水道インフラマネジメント
をリードするコーディネーターと
して、「水コンサルタント」の役割
は、極めて重要になってくると考
えられます。

（14）�魅力ある下水道界、そのPR
の推進と社会的地位の向上、
国民からのリスペクト

　SDGs 達成に大きく貢献する環
境インフラであり、人々の命を守
る災害対応インフラでもあり、資
源エネルギーの宝庫でもある下水
道インフラの魅力を国民に広くPR
し、下水道インフラ関係者の社会
的地位の向上・国民からのリスペ
クトを目指し、幅広く広報活動を
行います。下水道インフラ関連業
界が憧れの職業となることを目指
します。

（15）新たな海外展開策の推進
　下水道関連業界の海外展開にあ
たっては、関係者間の連携を一層
強化し、海外展開に多くのノウハ
ウを有する企業・商社・金融機関
等が主導して官も加わった連合体
で対応します。
　以上、「令和」時代の下水道イン
フラの展開に係る提案・戦略につ
いて、述べました。特に、ICT化・
センサーの徹底活用・無人化・省
人化等による「品質を確保した上
での生産性の向上」がポイントで
す。本連載の第16回で述べた６つ
の「現時点で今やらねばならない
こと（ⅰ 今が変曲点であるという
認識を持つこと、ⅱ 政府の重要課
題との距離縮小、ⅲ 新たな下水道
財政論構築、ⅳ 新々下水道ビジョ
ン策定と下水道法改正、ⅴ 官民連
携、ⅵ 国民の下水道への関心喚
起）」と合わせ、「令和」が下水道
インフラ関係者にとって、素晴ら
しい時代となるよう、官民挙げて、
下水道界挙げて、知恵を結集して
いこうではありませんか。
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上下水道コンサルタント協会の新（第二期）
中期行動計画（2019-2021）について
―「新しい時代に魅力ある水コンサルタントをつくる」―

㈱NJS 取締役 開発本部長
（公社）全国上下水道コンサルタント協会 企画委員長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

1．�水コン協（公益社団法人全
国上下水道コンサルタント
協会）の新しい中期行動計
画について

　水コン協の新しい中期行動計画
が、５月９日の理事会で承認され、
６月13日の定時社員総会で、公表
されました。急激な変化の続く現
況を踏まえ、今後３年間の水コン
サルタントと水コン協の行動の礎
を明示したものです。新しい時代
の上下水道インフラ界の発展に寄
与する「魅力ある水コンサルタン
ト」をつくることが目標です。
キャッチフレーズは、「新しい時代
に魅力ある水コンサルタントをつ
くる」です。「令和」時代とともに
スタートする新しい３箇年の行動
計画です。水コン協企画委員長と
して、昨年７月以降、１年間にわ
たり策定に携わってきた中、その
背景・特色等について、述べたい
と思います。

2．�上下水道界を巡るここ３年
間の急激な環境変化

　第一期の中期行動計画を策定し
た2016年５月から、３年しか経過
していません。しかし、上下水道
界・水コンサルタント・水コン協
を巡る環境は、大きく変化しまし
た。その変化の内容は多岐にわた
り、変化の度合いも急激です。今
後、何にいかに取り組んでいくか
を考えるにあたり、ここ３年間の
特筆すべき変化を、４つの側面よ
り、次の７点と捉え、議論を進め
ることとしました。

（自然環境面）
a．災害の激化・甚大化
　地球温暖化等の影響によると考
えられるここ２～３年の台風・局

所的豪雨の頻度・規模の大きさは
際立ってきており、今後もさらに
激化すると推測されます。地震の
発生も多く、「南海トラフ地震・首
都直下地震」への対応も重要です。

（社会環境面）
b．�官民連携、広域化・共同化の
動き、一方で施設の老朽化待っ
たなし

　人口減少・事業体職員の減少・
事業体財政の逼迫・上下水道イン
フラの老朽化の進行を受けて、「官
民連携の推進」・「広域化・共同化
の推進」等、上下水道インフラマ
ネジメントの変革の動きが加速し
ています。官民が連携して、種々
の社会課題に対応していく時代に
変わってきており、官民連携への
期待が急速に高まっています。
c．働き手の不足と働き方改革
　人口減少、特に、生産年齢人口
の急激な減少や全国的な求人難の
中、上下水道インフラの調査・計
画・設計・建設・維持管理・経営
のあらゆるステージにおいて、担
い手不足が顕在化しており、今後
の上下水道事業において、大きな
悪影響が出ると推測されます。ま
た、今年４月から「働き方改革関
連法」の中の改正労働基準法が施
行され、労働規制が強化されまし
た。これらに対応するため、企業
倫理の順守徹底とともに、解決の
ための生産性の向上が強く求めら
れることとなりました。
d．�急速なデジタル化・グローバ
ル化と技術革新

　AI・IoT の活用など、急激な速
度でICTが進化しています。上下
水道インフラの分野でも、ICT の
活用等のデジタル化（BIM/CIM
等）により、成果品の質の向上、
経営・マネジメントの効率化、人

材不足等への対応が望まれます。

（国の政策面）
e．水道法の改正
　昨年12月、水道法の改正が行わ
れました。水道法の目的が、「水道
の計画的整備と水道事業の保護育
成」から、「水道の基盤の強化」に
変わり、大きく政策転換が図られ
ようとしています。改正のポイン
トは、「関係者の責務の明確化」、

「広域連携の推進」、「適切な資産管
理の推進」、「官民連携の推進」、

「指定給水装置工事事業者制度の改
善」の５点です。
f．�「防災・減災、国土強靭化のた
めの３か年緊急対策」の推進

　昨年12月、国は、社会インフラ
の緊急点検を受け、「防災・減災、
国土強靭化のための３か年緊急対
策」を2018年度から2020年度の
期間で行うことを決定しました。
この動きは、従来、「災害復旧等
で、目の前の対応により、インフ
ラの復旧・改築・更新を行ってき
たもの」を、「重要インフラを点検
して、脆弱性を把握し、目標を立
て、それに向かって計画的・継続
的に強靭化を図っていく」という
大きな政策転換を示すものです。

（水コン協自身）
g．水コン協の公益社団法人化
　昨年４月、事業体の幅広いニー
ズに対応し、コンサルタントに期
待される役割と責任を果たしてい
くため、公益社団法人に移行しま
した。

3．�新しい中期行動計画の特
色・内容について

（１）新しい中期行動計画の特色
　新しい中期行動計画の特色は、
次の８点です。
①�魅力ある職業・魅力ある企業を
目指す

　水コンサルタントの究極の目標
として、「新しい時代に魅力ある水
コンサルタントをつくる」とし、
これを、キャッチフレーズとしま
した。
②�地域・都市に根づき、寄り添っ
た存在に

　「地域の上下水道インフラマネジ
メントの一翼を担う者」として活
動し、地域の発展において、中核
的な役割を果たしていく決意を明
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示しました。
③�社会的地位・知名度確立、リス
ペクトされる存在に

　水コンサルタントという職業の
周知を図り、知名度・社会的地位
の確立を目指し、国民よりリスペ
クトされる存在を指向します。そ
のために、経営基盤の確立・SDGs
達成推進への貢献を行います。
④人材確保と人材育成
　上記③を受け、水コンサルタン
トへの優秀な人材確保と人材育成
を図り、上下水道界の活性化・発
展に貢献します。
⑤�事業体の刻々と変化する多様な
課題に的確に素早く対応

　官民連携への対応・デジタル化
への先導的対応等のため、業務領
域の拡大を図り、的確に素早く対
応していきます。
⑥�上下水道インフラ界のトータル
コーディネーターに

　事業体の現場の実情・課題を的
確に把握し、専門知識と総合的な
知見を持つ水コンサルタントは、
さらに知識・経験を伸ばし、水の
トータルコーディネーターを目指
します。
⑦「10の主要行動」提示
　水コン協・水コン協会員企業が、
上記の方向を目指すにあたり、今
後の３年間、特に力を入れて臨む
行動を、「10の主要行動」として、
明示しました。
⑧幅広い意見を聴取して策定
　昨年７月以降、全国の水コン協
会員、本部委員会、外部理事の皆
様等、幅広く意見をお伺いして、
策定しました。

（２）�新しい中期行動計画の主要内
容―「10の主要行動」

　新しい中期行動計画の中で、提
示した「10の主要行動」は、次の
通りです。
（主要行動１）水システムを通して
地域・都市を豊かに
　水コンサルタントの究極の目標
は、上下水道インフラ・水環境シ
ステムを通して、地域の課題・社
会の課題の解決に向けて、地域の
ニーズに耳を傾け、連携しながら
取り組み、対応し、地域・都市・
社会の創造を支援することです。
地域と連携し、地域の上下水道イ
ンフラのマネジメントの一翼を担
う者として活動し、地域の発展に

おいて、中核的な役割を果たして
いけるよう、努めます。
（主要行動２）業務領域を拡大し変
化する事業体の課題に適時的確に
対応
　水コンサルタントは、事業体の
ニーズを把握し、事業体の様々な
要請に応えるため、業務領域を拡
大し、解決を図ります。事業体の
ニーズへの対応にあたっては、AI・
IoT など新しい社会システムの変
化を見定め、日本及び上下水道イ
ンフラ界の将来の姿を俯瞰しつつ、
上下水道インフラ界のトータル
コーディネーターとして、的確な
対応を図ります。
（主要行動３）災害等緊急時に前面
で素早く対応
　水コンサルタントは、平時と緊
急時、いずれにおいても、事業体
と連携し、地域のために対応しま
す。災害等緊急時には、直後の支
援・復旧支援において、地域のた
めに素早く対応します。
（主要行動４）官民連携への適切な
支援
　水コンサルタントは、官民連携
を支援します。地域にとって最適
で多様な官民連携策を積極的に提
案します。水コンサルタントがプ
レーヤーとなっての支援、アドバ
イザーとしての支援、モニタリン
グ主体としての支援等、あらゆる
角度から事業体の官民連携を支援
し、実績を積み重ねてまいります。
（主要行動５）デジタル化への先導
的対応
　水コンサルタントは上下水道分
野へのBIM/CIMの先導的適用、上
下水道分野でのAI・IoT等ICTの徹
底的活用、システム開発等ソフト
ウェアの開発・活用の推進を積極
的に図り、事業体の上下水道経営
や事業執行の効率化と水コンサル
タントの経営健全化・効率化に寄
与します。
（主要行動６）水コンサルタントの
社会的地位・知名度確立と経営基
盤の確立、SDGs達成に向けての
貢献
　水コンサルタントという職業の
周知・社会的地位確立を図ります。
また、SDGs（国連の持続可能な
開発目標）が、水コンサルタント
の活動と軌を一にする内容が多い
ことを受け、水に係るSDGsの達
成に近づく行動を取ります。こう

した活動を通じ、水コンサルタン
トへの優秀な人材確保と人材育成
を図ります。
（主要行動７）働き方改革等による
魅力ある職場の創出
　水コンサルタントは、働き方改
革を率先して実行し、「業務の効率
化・生産性の向上」と「品質の向
上」を両立させ、あわせて魅力あ
る職場を創出します。こうした取
り組みを踏まえ、水コンサルタン
トを、国民・学生にとって魅力あ
る、また、働いている者にとって
誇りに感じ将来への希望の持てる
職業とし、人材の確保を図ります。
こうした水コンサルタントの魅力
を広く社会に情報発信します。
（主要行動８）多様な業界関係者と
の連携の強化
　地域の抱える課題の解決に速や
かに取り組むため、多様な業界関
係者との連携を強化します。国民・
事業体・水コンサルタント等、上
下水道インフラに関わる様々な関
係者がWin-Winになる成果を目指
します。
（主要行動９）上下水道分野で技術
面・技術開発面でもリーダーシッ
プを発揮
　水コンサルタントは、地域に適
した最適技術を公正に判断し、ガ
イドライン・マニュアル等を整備
していきます。分野によっては、
現場の実情・課題を的確に把握し
専門知識と総合的な知見を持つ水
コンサルタント自らが技術開発を
実行し、上下水道分野の技術面・
技術開発面でのリーダーシップを
発揮します。
（主要行動10）国際展開への貢献
　水コンサルタントは、世界に目
を向け、グローバルな視点を持っ
て、上下水道分野に係る海外情報
の共有、海外技術の採用、海外へ
の技術輸出、海外業務の展開を、
各方面と連携を図りながら、推進
します。

　以上、水コン協の新しい第二期
中期行動計画を紹介しました。水
コン協及び水コン協会員各社は、
こうした取り組みを実践し、上下
水道インフラ界全体の発展のため
に、全力を尽くす覚悟です。関係
者みんなで連携を図り、上下水道
インフラ界の飛躍に繋げたいもの
です。
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「骨太の方針2019」と下水道インフラ

㈱NJS 取締役 開発本部長
（公社）全国上下水道コンサルタント協会 企画委員長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

1．�骨太の方針2019（「令和」
新時代：「Society5.0」への
挑戦）発表さる

　令和元年６月21日、日本政府か
ら「骨太の方針 2019」が発表さ
れ、同日、閣議決定がなされまし
た。これは、毎年恒例のもので、
政府の経済・財政に関する最高諮
問機関である「経済財政諮問会議」
で取りまとめられ、閣議決定され
るものであり、「政府の経済・財政
の基本方針」が述べられています。
この時期に出された「政府方針」
に沿って、各省庁が翌年度の概算
要求を作成し、８月31日に概算要
求書を財務省に提出し、12月まで
の財務省と各省の予算折衝を経て、
年末に翌年度政府予算案が決まり
ます。それを国会で１月から３月
まで審議し、国の翌年度予算が決
定する仕組みです。よって、翌年
度予算へのスタートとして、この

「骨太の方針」は、大変重要なもの
です。今回発表された「骨太の方
針2019」に、下水道インフラは、
どのように記述されているか、レ
ビューしてみたいと思います。
　まず、今回の「骨太の方針2019」
の全体構成は、次の通りです。骨
太方針の正式名称は、「経済財政運
営と改革の基本方針2019」です。
副 題 は、「『 令 和 』 新 時 代：

『Society5.0』への挑戦」です。直
面する課題としては、①人口減少・
少子高齢化の進行、②第４次産業
革命の到来、③生産性と成長力の

伸び悩み、④世界的なデジタル化
の流れ、⑤通商問題・保護主義の
台頭、⑥エネルギー・環境制約の
高まり、⑦地方経済の活性化、⑧
大規模自然災害の頻発、⑨社会保
障と財政の持続可能性、を挙げて
います。経済財政運営の基本認識
としては、「持続的かつ包摂的な経
済成長の実現と財政健全化の達成
の両立」が我が国経済の目指すべ
き「最重要目標」としています。
　全体は、４章になっており、第
１章は「現下の日本経済」のタイ
トルのもと、上で述べた「日本の
直面する課題」と「今後の経済財
政運営の基本認識」等が、記述さ
れています。この第１章に現下の
緊急課題として、「東日本大震災か
らの復興・再生」と「近年の自然
災害からの復興、防災・減災・国
土強靭化の加速」が述べられてい
ますが、この中に、下水道インフ
ラの記述は、ありません。
　第２章は、「Society5.0時代にふ
さわしい仕組みづくり」のタイト
ルのもと、①デジタル化の推進、
②全世代型社会保障への改革、③
人口減少下での地方施策の強化、
④人づくり革命・働き方改革、⑤
地方創生の推進、⑥グローバル経
済社会との連携、⑦資源・エネル
ギー・環境対策、⑧暮らしの安
全・安心、等が打ちだされていま
す。下水道インフラが関連する部
分は多々ありますが、下水道イン
フラの記述は、ほとんどありませ
ん。 わ ず か に、「 資 源・ エ ネ ル

ギー・環境対策」の項で、「健全な
水循環の維持・回復、汚水処理リ
ノベーション、廃棄物処理・浄化
槽などの環境インフラの国際展開
の推進」という記述があるだけで
す。「防災・減災・国土強靭化」の
項でも、「河川・堤防・ダム・住宅
の強靭化」の記述はありますが、

「下水道」の文字はありません。
　第３章は、「経済再生と財政健全
化の好循環」のタイトルのもと、
①主要分野ごとの改革の取組、②
歳出改革に向けた取組の加速・拡
大、等が述べられています。この
章は、「官から民へ」「効率化によ
る歳出の削減」を謳っている箇所
で、その観点から、「下水道」は３
箇所、述べられています。「PPP/
PFIの推進」の項で、「上下水道の
コンセッションについて、関係府
省庁が連携し、先頭に立って取組
を開始する地方自治体を後押しす
るとともに、そのノウハウを横展
開する」と提案されています。「公
営企業・第三セクター等の経営抜
本改革」の項では、「下水道・簡易
水道については、新たなロードマッ
プに基づき、人口３万人未満の団
体においても公営企業会計の適用
を一層促進する」、また、「水道・
下水道について、持続的経営を確
保するため、関係府省庁が連携し、
各都道府県において広域化等を推
進するための計画の策定を促すと
ともに策定状況を把握・公表し、
計画に基づく取組に対して支援措
置を講ずることにより広域化など
の取組を推進していく。先行事例
の歳出効率化や収支等への効果を
公表するほか、多様なPPP/PFIの
導入や広域化・連携を促進する」
と記述されています。
　第４章は、「当面の経済財政運営
と令和２年度予算編成に向けた考
え方」というタイトルの章ですが、
総論が短く述べられているだけで、
下水道インフラの記述はありませ
ん。
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　先に述べたように、「骨太の方針
2019」は、来年度予算に向けて非
常に大切なものです。この中の「下
水道インフラ」の記述は、以上の
ように、本当にさみしいものです。
現在の「骨太の方針」は、75頁に
及んでおり、以前と比べ、倍のペー
ジ数になっています。その中で、
下水道インフラの記述は、上記、
４箇所のみです。それも、環境イ
ンフラの例として、浄化槽が載っ
ているのに、下水道という言葉は
ありません。第３章も、「水道・下
水道」が並びです。

2．�「骨太の方針2019」の記述
から、読み取れるもの

　今年、３月に国土交通省下水道
部でまとめられた「社会情勢の変
化等を踏まえた下水道事業の持続
性向上に関する検討会報告書」の
中で、下水道インフラの現下の課
題として、①未普及対策の推進、
②浸水対策の推進、③地震対策の
推進、④水質改善の推進、⑤省エ
ネルギー化・資源利用の推進、⑥
老朽化対策の推進、⑦PPP/PFIの
推進、⑧広域化・共同化の推進、
⑨技術開発の推進、⑩国民への発
信、の10点が述べられています。
このように、現在の下水道インフ
ラの課題は、山積であり、交付金
の継続・拡大の必要性も極めて高
いと考えます。しかし、政府の中
枢には、全く、下水道インフラの
現状・課題・重要性は伝わってい
ないのです。特に、災害対策とし
ての下水道雨水対策の必要性は、

「骨太の方針」の中に一言も出てき
ません。「下水道インフラの老朽化
対応」も全く出てきません。他の
社会インフラと違って、一瞬たり
とも停止できない下水道インフラ
の特殊性・環境インフラとしての
重要性から考えて下水道インフラ
の老朽化対策は喫緊の課題である
ことが全く議論されていません。
このことは、非常に深刻なことと

受け止めています。ポジティブな
面では、「下水道インフラが資源・
エネルギーの宝庫である」ことを
強くアピールすべきです。前国土
交通事務次官の森昌文さんが言っ
ていた「官邸の下水道への関心は、
PPPだけですよ」の言葉が思い出
されます。

3．下水道界挙げての今後の対応

　今後、下水道界挙げて、次のよ
うな対応を考えるべきと思います。

（１）国の下水道施策を議論する委
員会の中で、内輪だけで取りま
とめ、国として何の公式のオー
ソライズもない中、提言を出し
ても効果は薄いと考えます。議
論の提言は貴重です。しかし、
その内容を、社会資本整備審議
会等、国に設置された公式の審
議会でさらに議論し、オーソラ
イズすることが重要です。今後
の下水道法改正等を考えると、
非常に大事な視点です。

（２）経済財政諮問会議の議員（別
表）、特に、民間４委員等への積
極的な説明が必要です。こうし
た民間委員の方々に下水道関係
の委員会に積極的に参加いただ
くことも検討する必要がありま
す。

（３）現在、民間中心で新しく立ち
上げる構想のある「民間主導に
よる新法人」において、政府の
中枢部・経済財政諮問会議民間
委員等のオピニオンリーダーへ
のアピールを行えると良いと思
います。

（４）国土交通省内部の幹部、内閣
府、内閣官房、官邸、国会議員
等への地道なアピールが重要で
す。そうした関係者との距離を
縮めていく努力を日頃から行う
必要があります。

（５）国民へのアピールも重要で
す。国民の関心事とのリンクが
大事でしょう。

4．おわりに

　「骨太の方針2019」の発表と時
を同じくして、その２日前の６月
19日に、財務省の「財政制度等審
議会・財政制度分科会」から、「令
和時代の財政の在り方に関する建
議」が出されました。今年の59頁
に亘る建議の中の下水道インフラ
の記述は、「下水道の今後は更新が
課題。その際、個別処理のコスト
が集合処理より低くなる過疎地域
では、集合処理から個別処理への
切り替えの検討が重要」「上下水道
など民間資金活用の重点分野では
コンセッションの事例の拡大に向
けての対応が重要」と出てくるだ
けで、ここでも、他の記述はあり
ません。先述した下水道インフラ
の重要性のアピールを、下水道界
挙げて、組織的・戦略的に進めて
いく必要があります。それがなけ
れば、近い将来、下水道インフラ
への国費の支出は、一気に縮小す
る可能性があると心から懸念して
います。

表　経済財政諮問会議　議員名簿

安倍　晋三
（議長）

内閣総理大臣

麻生　太郎 副総理兼財務大臣

菅　　義偉 内閣官房長官

茂木　敏充 内閣府特命担当大臣
（経済財政政策）兼経
済再生担当大臣

石田　真敏 総務大臣

世耕　弘成 経済産業大臣

黒田　東彦 日本銀行総裁

竹森　俊平 慶應義塾大学経済学部
教授（民間議員）

中西　宏明 株式会社日立製作所取
締役会長兼執行役（民
間議員）

新浪　剛史 サントリーホールディ
ングス株式会社代表取
締役社長（民間議員）

柳川　範之 東京大学大学院経済学
研究科教授（民間議
員）
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「我が国の下水道インフラよ、
� 世界ナンバーワンを目指せ」
―下水道界から日本の成長戦略の一角を提示・実現しよう―

㈱NJS 取締役 開発本部長
（公社）全国上下水道コンサルタント協会 企画委員長 谷戸 善彦
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1．�この１ヵ月の３つのイベン
トから感じたこと……　　

「日本の下水道インフラよ、
世界ナンバーワンを目指せ」

　英国現地時間８月４日、渋野日
向子選手が、42年ぶりにゴルフの
世界メジャーを制覇しました。全
英女子オープン優勝です。彼女の
素敵な「笑顔」とともに、世界中
にその素晴らしい結果が発信され、
日本中が沸きました。日本人に希
望と誇りを与えました。「世界一」、
それは素晴らしいことです。どん
なにニッチな分野（ゴルフは全く
ニッチではありませんが）であれ、

「世界ナンバーワン」は、日本国民
に大きなインパクトを与え、日本
の自信に繋がります。技術・経
済・ビジネス分野で、かつて、「世
界一」「世界初」を数多く持ってい
た日本では、バブル崩壊に伴う衰
退とともに、平成時代を通して、

「世界ナンバーワン」は減少し、最
近は、皆、「世界一」を初めから、
目指さなくなっている気がします

（10 年前の「次世代スーパーコン
ピュータの事業仕分け」での某国
会議員の「世界で二番じゃダメな
んでしょうか」の発言が思い出さ
れます。特に技術分野では、一番
と二番は全く違うと思います）。
　第25回参議院議員通常選挙が過
日、実施されました。７月４日公
示、７月 21 日投開票の 17 日間の
選挙戦でしたが、公共インフラ、
特に「下水道インフラ」について
は、「影が薄いなあ」という印象だ
けが残りました。もともと、国の
選挙において、下水道インフラの

重要性が語られることはほとんど
ありませんでしたが、昨今の災害
の 多 発 化・ 甚 大 化 や 環 境 面・
SDGs への関心の中で、少しでも
公約の中に聞くことがあればと期
待しましたが、全く、語られませ
んでした。各党の主要公約は、「外
交・安全保障」「経済」「社会保
障・年金」「教育・子育て」「働き
方改革」「災害対応・復興」「環
境・SDGs」「地方創生」「憲法改
正」等ですが、それぞれの中に、
下水道インフラと関係のある部分
があるものの、下水道の言葉は出
てきませんでした。
　３つ目のイベントは、「下水道
展’ 19横浜」です。開会式に、石
井国土交通大臣が出席され、４日
間の来場者数も４万6659人と目標
を突破しました。展示会場も大変
活気があり、同時に開催された下
水道研究発表会も内容の充実した
発表が多く盛況で、下水道展は大
成功だったと思います。日本下水
道協会・横浜市さんのご尽力の結
果だと思います。我が国の下水道
インフラ関連の技術の裾野の広
さ・レベルの高さ・研究発表の内
容の濃さが印象に残りました。た
だ、欲を言えば、やや日本の内側
の下水道関係者への発信が中心で、
下水道以外の分野への発信・海外
への発信という将来方向があれば
と感じました。
　この１ヵ月の間に行われた以上
の３つのイベントを見て、「下水道
インフラの将来」について、考え
させられました。
　官邸・国会・マスコミ・国民の
下水道インフラへの関心が薄いな

か、どのようにして関心を持って
もらったらよいのか、ずっと考え
続けてきました。一生懸命、下水
道インフラの役割・効果・重要
性・ポテンシャルの大きさ等を話
しても、ほとんど聞いてもらえま
せん。関心を持ってもらえません。

「下水道はもうほとんど全国に行き
わたりましたね。もう終わりです
ね」というのが多くのマスコミ・
国民の声です。
　このように、ずっと考え続けて
いた私に対して、全英女子オープ
ンと下水道展は、「目からウロコ」
の大きなヒントを与えてくれまし
た。その結論は次の通りです。
　「下水道インフラの世界から、下
水道界挙げて、『世界ナンバーワ
ン』の技術等を、次々と創出しよ
うではありませんか。『世界一』『世
界初』の技術を生みだし、世界各
国に、先進国に売り込もうではあ
りませんか。技術以外でも、『制
度』『ビジネス手法』等も含め、

『ジャパンasナンバーワンin下水
道インフラ』を創出し、確立しよ
うではありませんか。下水道展に
見られるように、我が国の水イン
フラ関連の技術は、素晴らしいポ
テンシャルを持っています。官民
または民民（連携の意）挙げて、
その技術に磨きをかけ、一歩でも
二歩でも打って出ましょう。その
ことにより、日本の官邸・国会・
マスコミ・国民の下水道インフラ
を見る目は、大きく変化すると思
います。それによる副次的な効果
も、非常に大きいと考えます」
　従来、海外展開のリスクを考え、
各企業も、今一つ、前に進めませ
んでした。しかし、現在の水イン
フラ技術の持つポテンシャルに磨
きをかけ、生産性が10倍といった
オーダー（桁）の違う圧倒的なイ
ノベーション技術を創出すれば、
世界で十分戦えると思います。こ
れが、日本の成長戦略の一角を担
うこととなる可能性は小さくない
と考えます。こうした動きが一歩
二歩と実現していけば、必ず、我
が国の官邸・国会・財政当局・マ
スコミ・国民も皆、下水道インフ

40



第3種郵便物認可	 � 第1900号　令和元年8月27日（火）発行（33）
�

ラに強く関心を持ち、ブーメラン
のように、下水道インフラを巡る
国内状況にも良い結果をもたらす
と考えます。国内における下水道
インフラへの財政支援の拡大・国
内需要の増加・技術のさらなる進
展・下水道インフラ関係業界の就
職人気高騰・下水道インフラ関連
業界の地位向上等多くの良い影響
が出る可能性が高いと思います。

2．㈱NJSの取組み

　㈱NJSは、「水と環境の総合コン
サルタント」として、創業以来、
68 年間、常に「進取の気性」を
持って、上下水道の発展に挑戦し
てきています。ここ数年は、特に

「コンサルティング＆ソフトウェ
ア」を重視し、技術開発・ソフト
ウェア開発・ビジネス開発（ド
ローンビジネス・経営コンサル
ティング・PPP対応等）に注力し
てきました。その中で、今回の下
水道展では、「管路等閉鎖性空間調
査用ドローン・A

エ ア ス ラ イ ダ ー
ir Slider」「汚泥

掻き寄せ機等低速回転機器の老朽
度 を 振 動 セ ン サ ー で 検 知 す る
C
コ ネ ク テ ィ ッ ド コ レ ク タ ー
onnected Collector」「 設 置 容

易・低コスト・高性能・長寿命で
マンホール内水位等を測定し送信
するS

ス カ イ マ ン ホ ー ル
ky Manhole」を中心に出展

し、建築家・千葉学氏設計のシン
プルで視認性が高く機能的なブー
スとともに、大変好評を頂き、「出

展者表彰・優秀賞」も頂きました。
これらの技術は、いずれも、我が
国オリジナル開発の技術で、今後、
世界に展開していけると考えてい
る技術です。特に、ドローンのAir 
Slider は、初飛行成功後、２年半
が経過し、技術開発段階からビジ
ネス段階へ移行しました。現時点
で、技術の精度・完成度は、閉鎖
性空間調査用ドローン分野におい
て、世界一の水準です。関西電力
の水力発電本管の点検調査で正式
に業務受注第一号がでるとともに、
今年５月に関西電力と協業契約を
締結、全国の電力事業体の水力発
電本管・余水管の点検での採用が
一気に進もうとしています。また、
世界中の水力発電本管の点検への
活用を展開していく予定です。下
水道管路においても、近く、国内
で、採用が進むと考えていますが、
既に、シンガポール等数ヵ国から
引き合いが来ています。下水道展
でも、シンガポール政府関係者の
来社とブースへの視察がありまし
た。今回の下水道展の㈱ NJS の
ブースへは、坂井学衆議院財務金
融委員長、鈴木馨祐財務副大臣、
小林鷹之元防衛大臣政務官、三浦
信祐参議院国土交通委員会理事等
の視察を頂き、私が主に説明しま
したが、皆さんが、異口同音にド
ローンによる管路等閉鎖性空間点
検の発想に感心し、開発状況も高

く評価して頂きました。海外展開
も皆さん、是非とのお話でした。
　以上のように、㈱NJSでは、技
術開発成果の海外への展開を既に
視野に入れて動いています。

3．�「世界ナンバーワン」を目指
せる下水道インフラ技術は

　我が国の下水道インフラ関係の
技術レベルは、大変高いものがあ
ります。しかし、海外、特に先進
国への展開を考えた場合、①コス
ト競争力、②効率性・生産性の高
さ、③品質の高さ、の三拍子が求
められます。それも、半分の価格、
倍の生産性、倍の品質といった大
きなリードがあると、かなりの確
率で世界展開できる可能性が増し
ましょう。
　具体的に、可能性の高い分野は、
以下の技術分野です。
　ⅰ閉鎖性空間調査ドローン、ⅱ
低速回転機器の振動センサーによ
る点検技術、ⅲ管更生工法技術、
ⅳ特殊推進工法技術、ⅴ特殊シー
ルド工法技術、ⅵ管路内処理技術、
ⅶ微生物発電技術　ⅷゲノム編集
による水処理の劇的効率化技術―
　ⅵ、ⅶ、ⅷの技術は、今後の技
術開発分野ですが、基礎的な技術
水準からみて、我が国は、スター
ト時点で一歩リードしていると思
います。

▲下水道展’19横浜ではドローンの飛行デモを実施 ▲建築家・千葉学氏が設計したNJSのブース

AS400 機体▶

◀AS600 機体
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4．�「世界ナンバーワンの下水道
インフラ技術の創出と海外
展開」の戦略・方策

　世界一・世界初等「世界ナン
バーワン」の下水道インフラ技術

（制度、ビジネス手法も含め）を、
我が国で創出し、世界各国・世界
の先進国に展開していくための戦
略・方策について以下、述べたい
と思います。
（１）世界ナンバーワン技術創出・
海外展開への気概・意識、戦略手
法の把握
　我が国では、下水道インフラ関
連分野で素晴らしい技術が多々あ
るものの、海外リスク等への懸念
から、技術の海外展開に消極的で
した。先進国は、カントリーリス
クは少ないものの、先進国には先
端的技術があるからと、積極的に
売り込む気概がありませんでした。
この気概・意識の転換が、まず重
要です。先ほど述べたように、価
格が半分、効率が倍となれば、十
分、競争力が確保できると考えま
す。また、本連載の第１回で述べ
た「BHAG」のような目標設定や

「SWOT分析」「ロジャースのイノ
ベーター理論・ムーアのキャズム
理論」など、「フレームワーク・戦
略手法」の会得・把握が必要です。
また、日本では、「海外ではこのよ
うになっている。海外はこんな制
度で成り立っている」等、海外の
動向を気にしすぎるきらいがあり
ます。海外の動向等の知識を把握
することは必要ですが、拘らない
ことが大切です。我が国が、世界
をリードしていこうとしているの
ですから。
（２）国の支援（技術開発に特化し
た直轄下水道事業）・事業体の協
力・大学との連携・民民の連携
　国の支援は、重要です。「世界ナ
ンバーワン」の技術創出のために
は、技術開発の大きな進捗のため
の国の新たな支援制度が是非必要
です。国家挙げての技術開発支援
に特化した「国の直轄下水道事業」
も有効です。広域的な水質保全に
大きく寄与する地域の流域下水

道・大規模公共下水道など、全国
で数ヵ所の下水道を「直轄下水道」
とし、そのフィールドで、徹底し
た技術開発促進のための試みを行
うのです。民間発案の技術に対し、
適切な対価を支払った上で、国が、
構想・計画・設計・施設建設・維
持管理・経営・評価を直轄で行い、
世界ナンバーワン技術を創出し、
長期的評価も行い、海外展開も企
業とともに、国を挙げて支援する
のです。現在進めている広域化・
共同化やICTの徹底活用と併せて、
この直轄化を進めることも有効で
す。この試みは、B-DASH制度を
さ ら に 進 化 さ せ た「 ス ー パ ー
B-DASHプロジェクト（技術開発
支援のための直轄下水道事業）」と
呼びたいと思います。直轄化にあ
たっては、施設は事業体の財産の
まま、技術開発の行為・権限・責
任を国にという選択肢もあり、オー
ル直轄化と併行して進めるのも良
いかと思います。
　このような直轄事例やフィール
ド提供に対する事業体の協力は必
須です。また、最先端研究を進め
ている大学とくに下水道以外の分
野の研究室との連携も必須でしょ
う。また、民間同士の連携も重要
です。その中で、業界の再編成も
視野に入れる必要があるかもしれ
ません。
（３）下水道インフラ以外の分野と
の連携、日本が世界一の分野との
連携
　下水道インフラ関連以外の最先
端技術分野との連携が重要でしょ
う。特に、日本が世界一を誇って
いる分野との連携が期待されます。
（４）ハード技術以外にソフト技
術、制度、ビジネス手法も対象に
　ハード技術・ソフト技術以外に
も、制度・ビジネス手法を、世界
に売り込んでいくことも考えられ
ると思います。「下水道インフラ関
連データ基盤プラットフォーム」
の世界的構築を日本発でという考
え方も良いと思います。
（５）バイオテクノロジー、ゲノム
編集等下水道インフラの得意な技
術分野に注力

　世界ナンバーワン技術の創出に
あたっては、下水道インフラの得
意な分野・下水道インフラに身近
な分野である「バイオテクノロ
ジー」「ゲノム編集による水・汚泥
処理の劇的効率化」等に、特に、
注力することが大事だと思います。
（６）AI・IoT等ICTの徹底活用
　今後、AI（人工知能）が、人間
社会のあらゆるステージで、大き
な影響を持つことは間違いないこ
とと思います。世界ナンバーワン
技術の海外展開にあたっては、当
該技術におけるAI活用等、常にAI
を意識する必要があると考えます。
（７）海外展開にあたっての商社等
との連携・企業群挙げての連携
　海外展開にあたっては、日本の
誇る世界展開のプロフェッショナ
ルである「総合商社」との連携は
極めて有効と考えます。総合商社
の他にも、我が国の企業群挙げて
の民間を主体とした連携も望まれ
るところです。

5．おわりに

　下水道インフラは、公共インフ
ラの中でも、とりわけ、技術分野
が幅広く、技術の塊のような分野
です。道路・河川・港湾・公園等
の公共インフラと比べ、管路施設・
ポンプ施設・一大工場のような下
水処理施設と工種が広く、技術の
内容が本当に幅広いです。また、
関連している企業は、世界を代表
する企業が目白押しです。「世界ナ
ンバーワン」の技術を創出し、世
界展開しようとするとき、下水道
インフラほど、ふさわしい公共イ
ンフラはありません。日本が再び、
昭和時代の輝きを取り戻すか、現
在よりさらに衰退するか、今が大
きな境目であると心から思います。
　「下水道インフラよ、今こそ、世
界ナンバーワンを目指せ」
　下水道界から日本の成長戦略の
一角を提示し、実現させようでは
ありませんか。それにより、再び、
輝ける日本を取り戻そうではあり
ませんか。
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下 水 道 の 散 歩 道 ［第24回］

「令和２年度下水道予算概算要求」と
「令和時代の下水道インフラ未来戦略」

㈱NJS 取締役 開発本部長
（公社）全国上下水道コンサルタント協会 企画委員長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

1．�「令和２年度下水道事業予算
概算要求」発表さる

　８月28日、国土交通省より、令
和２年度下水道事業予算概算要求
が発表されました。
　令和になって初めての財務省へ
の予算概算要求です。私は、時宜
を得た的確な要求内容で、新たな
チャレンジも含んだポジティブな
中身の濃い要求であると思います。
新しい植松新下水道部長体制の意
欲を感じました。今回の概算要求
は、６月21日に閣議決定された政
府の「骨太の方針」（経済財政運営
と改革の基本方針 2019）を受け
て、策定されました。前々回にも
述べましたが、本年の「骨太の方
針」は、副題が「『令和』新時代：

『Society5.0』への挑戦」でその中
で特記している我が国の現下の課
題は以下の９点です。①人口減少・
少子高齢化の進行、②第４次産業
革命の到来、③生産性と成長力の
伸び悩み、④世界的なデジタル化
の流れ、⑤通商問題・保護主義の
台頭、⑥エネルギー・環境制約の
高まり、⑦地方経済の活性化、⑧
大規模自然災害の頻発、⑨社会保
障と財政の持続可能性―。また、
経済財政運営の基本認識としては、

「持続的かつ包摂的な経済成長の実
現と財政健全化の達成の両立」が
我が国経済の目指すべき「最重要
目標」としています。
　今回の下水道予算概算要求で「こ

の政府の基本方針（９課題と基本
認識）を受けた施策が幅広く打ち
出されている」点が私が評価する
一点目の特徴です。具体的には、
新規事項一点目の「下水道広域化
推進総合事業の拡充」は上記政府
９課題の①⑥⑨、そして基本認識
を踏まえたものです。新規事項二
点目の「下水道リノベーション推
進総合事業の創設」は、上記政府
課題の①②③⑥⑦を踏まえた施策
です。新規事項三点目の「下水道
施設情報システム緊急整備事業の
創設」は、上記政府課題の①②③
④ ⑥ ⑨ を 踏 ま え て い ま す。
B-DASHプロジェクトの新規テー
マの「クラウドやAIを活用した効
率的なマンホールポンプ管理技術」

「過疎地域の人口減少時や災害時に
移設可能な水処理技術」「中小規模
処理場同士の広域化に資する低コ
スト汚泥減量化技術」の３つも、
すべて、上記①②③④⑥⑦⑧⑨の
課題解決に資するものです。こう
した政府全体の目指すべき方向と
下水道インフラの目指すべき方向
の一致（シンクロ）は、下水道イ
ンフラの推進・展開のためには、
非常に重要な視点です。
　私が評価する第二の特徴は、「国
民目線の施策の打ち出し」です。
具体的には、新規事項の「下水道
リノベーション推進総合事業」の
中で、処理場等を地域のにぎわい
拠点や防災拠点・農業生産拠点・
地域エネルギー創出拠点など魅力

あふれる地域の拠点に再生する事
業を支援することが打ち出されて
いることです。この「下水道リノ
ベーション推進総合事業」は、国
民と下水道インフラの距離を近く
し、下水道インフラの知名度を上
げ、下水道インフラのイメージを
大きく変える素晴らしい可能性を
秘めていると思います。「国民目
線」という点では、行政経費の「紙
オムツ受入による下水道施設への
影響調査経費」を新規に要求する
ことも注目です。「紙オムツ素材の
中のマイクロプラスチック問題」
の懸念もある中、オムツと汚物の
分離装置を活用してのスタートや、
将来的には、下水道インフラサイ
ドからの紙オムツの素材改良への
提案等、幅広い議論が進むことが
期待されます。
　第三の特徴は、「デジタル化への
対応」です。新規事項の「下水道
施設情報システム緊急整備事業の
創設」やB-DASHのテーマの「ク
ラウドやAIを活用した効率的なマ
ンホールポンプ管理技術」が打ち
出されています。国を挙げて、

「Society5.0への挑戦」を謳ってい
る中、今後、「下水道インフラ界の
デジタル化」「下水道界の官民挙げ
てのデジタルトランスフォーメー
ション」が求められます。その推
進のスタートになればと考えます。

「デジタルトランスフォーメーショ
ン」は、既存の仕組み（例えば、

「レガシー（遺産）と呼ばれる金融
機関の基幹システムのような既存
システム」）や従来のビジネスモデ
ルの下でAIやIoT等のICTを活用
するという発想ではなく、「抜本的
に一からデジタル化社会を作り、
デジタルによる破壊的イノベー
ションを起こす」という変革であ
り、これにより、「高速（高生産
性）、低コスト、高品質」のイノ
ベーションを目指すものです。日
本が強いフィジカル（実体）分野
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の新規の技術開発とこの「デジタ
ルトランスフォーメーション」の
組み合わせで、10倍の生産性・10
分の１のコスト・10 倍の品質と
いった「オーダー（桁）の違う生
産性・コスト・品質」を実現でき
る可能性を秘めています。
　第四の特徴は、「海外展開への対
応の充実」です。行政経費の中で、

「下水道分野の水ビジネス国際展開
経費の拡充」「官民連携による海外
インフラ展開の推進の拡充」を打
ち出しています。特に、海外にお
いて、パッケージ案件の検討対象
国を拡大するとともに、本邦技術
の実証実験を行い、対象国におけ
る基準・指針等の整備支援まで行
う施策は、従来より一歩踏み込ん
だ的確な対応であると考えます。
　第五の特徴は、「ソフト施策への
支援の充実」です。具体的には、

「リノベーション推進計画の策定へ
の支援」「情報システム整備への支
援」「PPP/PFI導入検討への支援」

「自助共助の促進による減災対応方
策マニュアルの作成経費への支援」
等で、ソフト施策への支援が大変
厚いと思います。
　第六の特徴は、概算要求額の伸
び率です。概算要求時では、まだ
何とも言えず、年末の政府原案決
定時に決まることですが、国土交
通省の他の公共事業と比べ、わず
かですが、対前年度予算の伸び率
が高くなっているのは、大きいこ
とだと考えます （国費ベースで治
水1.19、道路1.19、港湾空港鉄道
1.17、住宅 1.19、公園 1.197 に対
し、下水道の補助金は 1.203。事
業費ではもっと差が大きく、下水
道の伸び率が高い）。下水道予算の
大部分は交付金で、補助金は額が
小さいことは考慮しなくてはなり
ませんが、今後の補助金の拡充施
策が打ち出されている中、このこ
とは、大きいことであると考えま
す。

　下水道インフラと政府・官邸・
国会・国民との距離の遠さからの
脱却を真剣に考える必要のある中、
政府の骨太の方針を踏まえ、見事
にシンクロした今回の「下水道予
算概算要求」は、的確なものであ
ると思います。
　この原稿案を書いた直後に国土
交通省の植松部長と１時間ほど、
個別に話す機会がありました。そ
の際、今回の概算要求のポイント
を聞いたところ、「下水道施設情報
システム緊急整備事業の創設は目
玉の一つです。また、概算要求で
は『防災・減災、国土強靭化のた
めの３か年緊急対策』の３年目分
が未計上ですが、その分が予算編
成過程で、検討されることとなる
でしょう」との話でした。

（注）「令和２年度下水道事業予算
概算要求」の詳細は下水道情報の
前号（1901 号）等を参照くださ
い。

2．�いよいよ令和時代本格スター
ト、令和時代の下水道インフ
ラの未来に向けて―世界
を視野に入れた未来戦略を

　今回の令和時代初の下水道予算
概算要求を皮きりに、国土交通省・
地方公共団体等を中心に、令和時
代の下水道行財政の舵取りがス
タートします。下水道インフラ界
のサステイナブルな発展のために、
下水道界官民挙げて、いかなる意
識を持ってどの方向に向かって進
んでいくべきか。下水道インフラ
の未来戦略について、以下、いく
つかの提案を述べたいと思います。
（１）世界ナンバーワンに向けて、
技術開発の促進への力強い継続的
な対応を
　前回述べましたように、世界
一・世界初等「世界ナンバーワン」
の下水道インフラ技術（制度、ビ
ジネス手法も含め）を、我が国で
創出し、世界各国・世界の先進国

に展開していくことを目指すべき
と考えます。我が国には、その萌
芽となる技術が数多くあります。
また、それだけでなく、新たに、
発想の転換やデジタルトランス
フォーメーションにより、「生産
性・コスト・品質」において、
オーダー（桁）のかわるイノベー
ション技術を開発すべきと思いま
す。その際、国の力強い継続的な
支援が必須と思います。また、大
学や下水道インフラ以外の異分野
との協働・連携が重要でしょう。
具体的な技術としては、ⅰ 下水・
下水汚泥やゴミ・食物残渣等から
のクリーンでサステイナブルな循
環型エネルギーの超高効率超低コ
スト創出技術、ⅱ 管路内処理技
術、ⅲ ゲノム編集等の活用による
超効率的な水処理技術・汚泥処理
技術、ⅳ 微生物電池技術、ⅴ 夢
の管路施工技術、ⅵ マンホールの
下水道デジタルステーション化技
術、ⅶ 下水道インフラマネジメン
トへのブロックチェーンの活用
―等があると考えます。特に、
ブロックチェーンは、「障害耐性が
強く、改ざん耐性が強く、従来の
データ中央一元管理と比べ低コス
ト」という３つの大きな利点があ
り、下水道インフラの情報管理や、
今後の下水道インフラデータベー
ス構築等において、その特性を発
揮できるかもしれません。
（２）下水道インフラ事業の国の一
部直轄化も視野に
　日本を挙げて「世界ナンバーワ
ン」の下水道インフラ関連技術を
創出しようというとき、国は、財
政的支援をするだけでなく、自ら
がプレーヤーとなって、牽引する
ことも視野に入れる必要があると
考えます。非常に難しい課題です
が、世界に誇る本邦技術の開発と
いう点では、国の直轄対応の大義
が立つと思います。技術開発のみ
に特化した直轄化や都道府県にま
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【筆者略歴】昭和49年３月、東京大学工学部都市工学科卒業後、同年
４月建設省採用。京都府下水道課長、建設省下水道部下水道事業調整
官、東北地方整備局企画部長、国土交通省下水道部下水道事業課長、
同下水道部長、日本下水道事業団理事長（公募による選任）等を歴
任。平成29年３月より現職。平成30年６月より全国上下水道コンサ
ルタント協会企画委員長。著書に「21世紀の水インフラ戦略」（理工
図書。書き下ろし）がある。
�
●「下水道の散歩道」は、月１回（各月後半発行号）の掲載です。

たがる全国の下水道事業のいくつ
かを「直轄広域下水道」とすると
いう選択肢もあるかもしれません。
問題の所在を直視し、議論を戦わ
せて頂きたいと考えます。
（３）下水道インフラ関連情報の一
元化・プラットフォーム構築・
オープン化と下水道官民一体デジ
タルトランスフォーメーション
　世界を視野に入れた下水道イン
フラ未来戦略を考えるとき、必須
であると考えるのが、官民挙げて
の「下水道界全体のデジタル戦略」
です。「下水道界全体でのデジタル
トランスフォーメーション」です。
今後、本格的にスタートする「下
水道インフラ関連情報の一元化・
プラットフォーム化」において、
既存の仕組み・手法にとらわれな
い抜本的変革を実施し、データの
オープン化を実現し、画期的な高
効率化・低コストの下水道マネジ
メントへ繋げていきたいものです。
その際、先述したブロックチェー
ン技術が生かされるかもしれませ
ん。こうした動きが取れれば、政
府が推進する科学技術基本計画に
基づく「Society5.0」を真っ先に
具現化した分野として、下水道イ
ンフラ分野と日本政府との距離は
一気に縮まると考えます。
（４）全国の下水道インフラ一括マ
ネジメントへ
　上記の下水道関連情報の一元
化・プラットフォーム化・オープ
ン化により、全国の下水道インフ
ラの効率的一括マネジメントが実
施できる可能性があります。それ
により、下水道インフラのマネジ
メントコストは大きく下がり、生
産性も大きく向上するでしょう。
これこそ、「国民第一・市民第一」
の下水道マネジメントです。こう
した状況の下でも、生産性の大き
な向上により、企業は、着実に利
益を生み出せると考えます。

（５）世界の下水道界で日本が「ヘ
ゲモニー国家」の地位を
　以上の施策展開・未来戦略によ
り、日本は、世界の下水道界で、「ヘ
ゲモニー国家」の地位を得ること
ができるようになるでしょう。「ヘ
ゲモニー国家」とは、「覇権国家」の
ことで、ヘゲモニー（hegemony）
とは、「特定の集団が長期にわたっ
てほとんど不動とも思われる地位
あるいは権力を掌握すること」で
す（歴史学では、近代世界システ
ムにおけるヘゲモニー国家は、17
世紀のオランダ、19世紀のイギリ
ス、20世紀のアメリカの三国のみ
と言われています）。令和時代の下
水道インフラ未来戦略のゴールは、

「世界の下水道界で日本がヘゲモ
ニー国家になることを目指す」と
したいものです。
（６）「新々下水道ビジョン」「新下
水道財政研究委員会」「下水道法改
正」の３点セットを
　以上のような未来戦略や新たな
骨太の施策を実施していくに当た
り、根幹となる新しい柱の構築が
国において必要と考えます。それ
は、平成26年から５年たった「新
下水道ビジョン」の見直し、しば
らく動いていない「下水道財政研
究委員会」の再開、そして、平成
27年以来の「下水道法の改正」の
３点です。ここ数年の下水道イン
フラを巡る諸情勢の変化は、非常
に大きいものがあります。特に、
災害の激化・甚大化、下水道事業

体の執行体制の厳しさ、ストック
の老朽化、官民連携・広域化共同
化の動き、働き手の不足と働き方
改革、急速なデジタル化・グロー
バル化と技術革新等です。かつて
の３年、５年とは違います。機動
的な対応が望まれるところです。
水道インフラ分野では、昨年12月
の「水道法の大改正」で、大きな
動きが出ており、水道界が活気に
満ちています。下水道行財政の根
幹を担う上記３点の見直し・改正
に速やかに着手してほしいと思い
ます。
（７）その他追記
　東京オリンピックまで１年を
切った中、トライアスロン会場と
なるお台場の合流式下水道越流水
起因の水質汚濁問題が注目を浴び
ています。これについて、下水道
サイドにおいても、１年の中で何
ができるかを早急に議論し、でき
る対策について、今からでも、少
しでも対応することが重要と考え
ます。そうすることにより、下水
道インフラへの評価は、高まり、
また、大会の「レガシー」になる
かもしれません。
　以上、令和時代の下水道インフ
ラ未来戦略について、述べました。
世界を視野に入れた未来戦略を構
築し、下水道インフラの世界から
日本の成長戦略の一角を提示・実
現し、かつてのように強い世界競
争力を持った輝ける日本を取り戻
したいものです。
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Stammtisch（スタムティッシュ）
―「私のお気に入りの場所」と
� 「下水道インフラの指定席」

㈱NJS 取締役 開発本部長
（公社）全国上下水道コンサルタント協会 企画委員長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

1．�私のStammtisch　　　　
（スタムティッシュ）

　「下水道の散歩道」の連載も、２
年が過ぎ、３年目のクールに入り
ました。読者の皆さんには、ご愛
読いただき、感謝しています。
　ドイツ語に Stammtisch（スタ
ムティッシュ）という言葉があり
ます。今から32年前の1987年に、
ドイツ人研究者と共同研究を行う
ため、西ドイツ（東西ドイツ統合
の２年前でした）の南部、カール
スルーエ大学に客員研究員として
６ヵ月間滞在しました。この時に
知った言葉がStammtischで、「お
気に入りの場所」という意味です。
ドイツでは、バー・居酒屋に行く
と、時々、カウンターのテーブル
の上に、金属製や木製で「○○ s 
Stammtisch」と書かれた銘板が置
かれているのを目にすることがあ
り ま す。 例 え ば、「Goethes 
Stammtisch（ ゲ ー テ ズ ス タ ム
ティッシュ）」と書かれています。
要は「ここは、ゲーテさんのお気
に入りの場所・指定席なので、他
の方は、できれば遠慮してくださ
い」とのサインで、開店時に、店

主が日頃から預かっている銘板を
テーブルの上に置くわけです。も
ともと「stamm」とはドイツ語で

「根幹となる」の意味で、それから
派生して「常連さんの」という意
味です。また、「tisch」は、机で
す。すなわち、「Stammtisch」と
は、「常連さんの指定席」のこと
で、そこから広がって、「お気に入
りの空間・場所」等の意味で使わ
れています。
　私は、西ドイツから帰国して以
降、 今 日 ま で の 30 年 余、 こ の

「Stammtisch」を非常に大切にし
てきました。困難に遭遇した時、
毎日が苦しい日々の連続の時、平
素から時々訪ねたり、頭で意識し
たりしている「お気に入りの場所・
Stammtisch」に行って、精神のバ
ランスを取ってきました。そして、

「逆境こそ神の恩寵（逆境こそ神様
がお与えくださった恵みの意）」と
いう言葉をかみしめながら、少し
オーバーな言い方ですが、自らと
戦ってきました。「Stammtisch」
は、私の精神的支えの場です。読
者の皆さんも、意識するしないに
か か わ ら ず、 み な、「 自 ら の
Stammtisch」を持っておられるこ

とと思います。
　私 の お 気 に 入 り の 場 所・
Stammtisch の一つは、つくば市
の「古民家喫茶店M」です。ほぼ
毎週、土日の午前中に訪れ、マス
ターといろいろな話をします。古
民家を改造した15人ほどの規模の
喫茶店ですが、「落ち着いた店の雰
囲気」と「とてもおいしいスペシャ
リティコーヒー」と「若いマスター
の温かく誠実な人柄」にひかれて、
通っています。つくば市在住の石
井前国土交通大臣の奥様も贔屓の
お店です。他に、子供が自立して
空いたつくば市の我が家の部屋の
一つを大改造して自分で作り上げ
た「ライブラリー（図書室）」や、
贔屓の広島カープ戦を毎年数回応
援に行く神宮球場三塁側内野席、
鉄道ファンの私にとって、多くの
電車を見ることのできる浜松町の
職場のビルの上階からの鉄道パノ
ラマのような眺め、単身赴任の京
都府庁下水道課長時代に何回も訪
ねた西山の名刹善峰寺や洛北の圓
通寺・光悦寺・正伝寺や東山の永
観堂も、「私のStammtisch」です。

2．StammtischとGの会

　その私の Stammtisch の主要な
お店の一つに、四谷三丁目近くの
荒木町にあるお寿司屋さん「S」が
あります。カウンター10席と奥に
個室があるお店で、経営されてい
るご夫婦の素晴らしいお人柄とこ
れまた日本一と私が思うお寿司の
おいしさで、時々、通っています。
この Stammtisch で２年前、日本
の下水道界にとって、素晴らしい
ことがありました。もう30年近く

スタムティッシュ銘板 つくば市の「古民家喫茶店M」 我が家の「ライブラリー」
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親しくさせていただいている遠藤
利明元オリンピック・パラリン
ピック担当大臣（自民党衆議院議
員山形一区）とそのお店で話をし
ていた際、下水道インフラの将来
の話になり、「やはり、若手の国会
議員に下水道インフラファンに
なってもらい、心から応援しても
らうことが必須だなあ」という話
になりました。そして、「よし、下
水道インフラを応援する若手国会
議員を十数名ほど自分が集めて応
援団を作ろう。名前は、下水道の
イニシャルをとって、Gの会とし
よう。自分がリーダーだが、自分
以外は当選１～４回程度の若手議
員としよう。会費は、毎月、会員
の議員歳費から天引きするように
しよう」との提案が遠藤議員ご自
身から出されました。そして、す
ぐ、Gの会が結成され、今日に至っ
ています。３ヵ月に１度程度の頻
度で開催され、国土交通省下水道
部の幹部だけでなく、若手も交え
て、活発な意見交換がなされてい
ます。私も、長い間、多くの国会
議員の方々と議論等接触させてい
ただいてきましたが、国会議員ご
本人から、自主的に「応援団を作
ろう」と言っていただいたことは、
初めてで、感激しました。
　20年前、まだ建設省のころ、東
北地方建設局の企画部長をしてい
たことがあり、その時、遠藤議員
は建設政務次官（現在でいえば国
土交通副大臣）をしておられ、二
人で、よく、「山形をどうしていく
か、東北をどうするか」等、熱い
議論をしたことを思い出します。
遠藤元大臣は、いま、日本中が熱
狂している「ラグビーワールドカッ
プ日本大会」の誘致の大立役者で
あります。まだ日本のラグビーが
弱く、人気もなかった10年前の、
2009年、森元首相と二人で、ワー
ルドカップ日本招致を成功させら
れました。招致決定の直後、お話
しした時に、「ラグビーは、テレビ

放映権やスポンサー収入はすべて、
国際ラグビー評議会IRB（現ワー
ルドラグビー）に吸い上げられ、
日本に収入が入るのは、会場のチ
ケット代だけなんだよ。会場が、
がらがらということにならなけれ
ばいいがなあ。心配だよ」とおっ
しゃっていたのを、今でも覚えて
います。ご自身が大学時代にラグ
ビーをしておられ、何よりもラグ
ビーを愛しておられる中、先月９
月末、ワールドカップの開会式直
後で、初戦のロシア戦快勝の直後
にお会いした時には、「開会式で
は、感激して、森元首相と抱き合っ
て喜んだよ」とおっしゃっていま
した。また、東京オリンピックの
誘致決定の際には、決定の地ブエ
ノスアイレスに行っておられ、東
京招致にも大いに尽力されました

（ちなみに、高校時代は柔道をやっ
ておられ、現岡山市下水道河川局
長の斎野さんは、山形東高校柔道
部の後輩です）。

3．�下水道インフラの
Stammtisch（指定席）の　
議論を

　下水道インフラの将来を見据え、
土台を確立していくに当たり、「下
水道新々ビジョンの策定」「下水道
法の改正」「下水道財政研究委員会
の復活・開催」の三部作が必要で
あると、再三、言ってきました。
ビジョンと下水道法は、前向きに
検討が進んでいくと思います。し
かし、「下水道財政研究委員会」
は、かなり、ハードルが高いと国
等で考えられているように思いま
す。以前のような体制、特に、第
一次・第二次のような財務省も
入った体制等は期待できません。
しかし、以前とは違うものの、国
土交通省だけではなく、地方公共
団体・総務省・環境省・内閣府・
民間等も入った「オール日本」の

「下水道インフラの建設・更新・維
持管理に関する財政制度の在り方

を考える有識者会議」は、今、「設
置し議論し結論を得る」大きなチャ
ンスだと思います。以前、第五次
までで、「下水道財政研究委員会」
が終了したのは、建設中心時代の
考え方が一定整理されたことと、
地方財政措置を巡り、建設省と自
治省の対立が激しくなり、それ以
上続けても、実のある議論ができ
なくなったことが理由です。しか
し、現在、財務省の財政制度等審
議会の提言等に対し、総務省と国
土交通省は、同じ方向での議論が
できる状況にあります。また、こ
れだけの安定した自公政権（安倍
政権）が続いている状況は、正当
なことを主張し、結論を得て、将
来の礎を築くには、またとない機
会です。改築への大きなシフト・
維持管理時代の本格到来・官民連
携の推進・災害の多発化の中の雨
水系の負担の在り方の再考等、「下
水道インフラを巡る財政負担論」
を本格的に国を挙げて議論するの
は、「必須」の状況であり、かつ、

「最適なタイミング」です。
　Stammtisch とは、しっかりと
定まった「指定席」という意味で
す。下水道インフラに係る財政論
は、今、財政制度等審議会等から、
揺さぶりをかけられ、ふらついて
おり、指定席が確保できていない
状況です。この際、下水道インフ
ラを巡る財政制度を国を挙げて、
しっかり議論し、「下水道財政の在
り方はかくあるべし」という「下
水道財政論の指定席」を確立して
もらいたいと心から願っています。

愛犬との散歩コースもスタムティッ
シュのひとつ
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水害列島克服への新たな視点
―コンプリヘンシブ・マルチエフェクト・
� 破壊的イノベーション―

㈱NJS 取締役 開発本部長
（公社）全国上下水道コンサルタント協会 企画委員長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

1．�2019年の連続風水害から学
んだこと

　本年2019年は、自然災害に対す
る国民の認識・自然災害対応方針
の在り方を考える上で、我が国の
歴史の中で、大きな転換点になる
年であると思います。浸水ハザー
ドマップが全国で外水対応・内水
対応とも相当な範囲で作成され、
2018年には、三大都市圏の巨大洪
水等を検討対象とした土木学会に
よる「『国難』をもたらす巨大災害
対策についての技術検討」が発表
され、国民への周知はかなり進ん
できていましたが、心の奥底では、
みな、大河川の広域的で大規模な
破堤は、そう起こるものではない
と考えていたと思います。内水被
害も、甘く考えていました。15
号・19号と立て続けに我が国を直
撃した台風は、突風・大雨と甚大
な被害を全国に与えました。特に、
事前に大規模な準備・避難体制確
立の指示を行ったにもかかわらず、
広範囲に大きな被害をもたらした
台風19号は、「従来の災害対応・
社会インフラ整備の考え方でよい
のか」という大きな疑問を投げか
けました。
　今回の水害から学んだ第二点は、

「今後、日本を襲撃する台風は、引
き続き、大規模で極めて強く、毎
年のように来る可能性が高い」こ
とです。台風 15 号は、日本上陸
時、960 ヘクトパスカル（最低気
圧は 955 ヘクトパスカル）、19 号
は、955 ヘクトパスカル（最低気
圧は915ヘクトパスカル）を記録
しました。数十年前には、日本上
陸時925ヘクトパスカルの第二室
戸台風、929ヘクトパスカルの伊

勢湾台風がありましたが、そのあ
とは、それほどの強さの台風はあ
りませんでした。それが、地球温
暖化による南海上の海水温の高さ
の影響により、近年の台風は、急
激に強度を増しています。特に、
日本上陸時点での強さは、台風発
生地点の北上とともに、今後、ま
すます、高まり、かつての最強台
風の再来が懸念されます
　第三点は、日本中、あらゆる場
所が、水害の危険を有しているこ
とです。ここ数年、2014年８月の
広島土砂災害、2017年７月の九州
北部豪雨災害、2018年７月の石狩
川氾濫、2018年７月の西日本豪雨
災害と、関東・東北以外の地域で
多くの水害が発生しました。その
中で、関東・東北はほとんど被害
がなく、関東・東北は水害に強い
のではとの思いもあったかと思い
ます。しかし、その考えは無残に
も否定されました。日本中が、水
害の危険性を孕んでいることが確
認されました。日本列島は、水害
列島です。
　第四点は、下水道インフラの脆
弱性の改めての認識です。今回の
全国の被害の中で、被害額でいえ
ば、内水被害も、かなりの額に上
ります。都市機能が集中している
大都市部における内水対策として
の下水道インフラの重要性が改め
て認識されました。今後の水害対
応を考えるとき、「選択と集中」が
必須です。世界に誇る都市の中枢
機能部を下水道インフラが柱と
なって、水害から守ることは最重
要です。また、今回、河川沿いの
低地に立地することの多い下水処
理施設・ポンプ施設の水害対策、
上水道水源が下流に連続する信濃

川のような河川の上流部に存在す
る下水処理施設の水害対策の重要
性が強く認識されました。

2．�水害列島克服への新たな三
つの視点

　今回の連続的な水害から学んだ
ことを踏まえ、ハードの水害対策
は必須です。河川事業・下水道事
業に対する公共投資の拡充は、重
要です。国の歳出の拡大を是と
す る MMT（Modern Monetary 
Theory）の議論もきちんとする必
要がありましょう。しかし、こう
した未曾有の危機の時こそ、従来
の発想にない新たな対応が必要で
す。私は、水害列島克服に対し、今
後のあるべき姿として、次の三つ
の視点が重要と考えています。第
一は、対応手段として、単一の施
策ではなく、ハード・ソフト・技
術・制度あらゆる施策を総合的・
統合的・包括的に活用して対応す
る「コンプリヘンシブ（総合的）」
の視点です。第二は、災害対策に
費やされるハードを中心とした膨
大な予算は「災害対応」だけの効
果を求めるのではなく、「将来の我
が国の国益に資する」種々の観点
からの「マルチ」な効果を生み出
すよう施策を展開する視点です。

「マルチエフェクト・エクスペン
ディチュア（多重効果歳出）」で
す。第三は、「破壊的イノベーショ
ン技術」の徹底的活用の視点です。
（１）総合的施策展開の視点
　　 Comprehensive
　堤防強化等、ハード対策の他、
次の手段を活用した総合的施策展
開が重要です。
①�都市計画・地域計画において、

居住可能区域の制限を設ける。
大規模河川沿いの区域のうち、
危険度の高い区域は、将来に向
け、居住者の移転を促す施策（家
屋の新規建築や増築禁止等）を
実施。個人財産・個人の考え方
にかかる問題で慎重な対応が求
められますが、手厚い財政的支
援を行った上、全国の人口減少
傾向を考えると、対応化すべき
時期に来ていると思います。

②�避難等における自助・共助・公
助のさらなる推進。

③�適時適切な避難情報発令のため
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の気象予測及び被害予測技術の
向上。

④�ハード計画の立案に当たり、自
然景観配慮・消費エネルギー最
小化・コスト最小化等、総合的
に評価して、最適計画を提案。

⑤�地域特性に応じた適材適所の施
策提示。全国一律の原形復旧は
決して望ましくありません。地
域の特性に応じた施策が望まれ
ます。

⑥�ジオエンジニアリングも本気で
考える時期に。気象など自然現
象を人工的に改変するジオエン
ジニアリングも「優しいジオエ
ンジニアリング」から開発・活
用すべき時期に来たと考えます。

　こうしたComprehensiveな視点
が重要です。
（２）多重効果を生み出す視点
　　 Multiple Effect
　前述のように総合的施策展開を
図るにしろ、ハード対策に膨大な
予算が投下されます。これは、人
命・財産を守るために、必須です。
しかし、水害列島克服・自然災害
抑止の効果だけに目を向けての財
政出動は、もったいないとも考え
ます。貴重な国民の税金を使った
支出に関し、「マルチ」なそれも我
が国の将来にとって非常に重要な

「効果」をもたらす支出としたいも
のです。具体的な例は、以下です。
①�経済効果・イノベーション創出

効果。世界に誇れる技術革新・
技術開発に繋げる支出とする。
この危機をチャンスと捉え、災
害対応関連技術を次々と開発・
実用化。世界輸出に繋げ、我が
国の得意分野の一つとする。

②�災害復旧に当たり、単純な原形
復旧はしない。新技術の積極的
活用を行い、かつ、レベルの上
がった改良復旧を行う。重要地
域を中心に、災害耐性を全国的
に飛躍的に高める。

③�教育の場とする。今回の連続的
な水害の原因究明・評価・今後
の対策・今後開発が望まれる災
害防止対応技術等について、小
中学校等の義務教育機関・高校
大学等の高等教育機関において、
教育の材料として議論し、個人
の防災知識・リスク管理力向上
に繋げる。

④�洪水や台風そのもののエネル
ギー活用。洪水時の水の流れの
エネルギー・台風のエネルギー
を捕捉し、エネルギーを蓄える
技術の開発を推進する。

（３）�破壊的イノベーション活用の
視点　Disruptive Innovation 

　水害列島克服には、従来の延長
線にない「破壊的イノベーション
技術」の活用の視点が重要と考え
ます。今後の技術開発の推進のた
め、国を挙げての抜本的支援・官
民連携が鍵と思います。

3．克服への具体的施策
　これだけの災害多発は、技術進
化・イノベーション・制度進化の
大きなチャンスです。上記、三つ
の視点を踏まえ、克服への具体的
施策の例を以下、提案したいと思
います。
①�「世界災害対策会議」・「世界災害
対策技術会議＆メッセ」の開催

　従来から、災害対応を議論する
国際会議は、存在しましたが、政
府主催で、東日本大震災からの復
旧・復興も含め、大規模な国際会
議を、早めに、日本で開催するこ
とを提唱します。また、技術開発・
技術活用に特化した会議と国際展
示会も有用でしょう。
②�官邸に「総合的・包括的災害対
策会議」を設置。幅広い人材に
よる議論を展開

　前述のような幅広い議論を進め
るため、災害の専門家だけではな
く、経済・教育・歴史学・先端工
学・医学等の専門家と国民代表か
らなる表記会議を設置する。
③�災害対応にかかる技術開発・技
術革新を徹底的に推進

　基礎科学も含め、破壊的イノベー
ション技術、また、超省エネルギー
型技術を官民挙げて開発する。技
術開発予算を積極的に導入すると
ともに、開発された最先端技術の
積極的採用が図られるよう、国が
支援する。
④�優しい「ジオエンジニアリング」
の開発・採用

　人工的に雨を降らす等、気象等
の自然を改変する「ジオエンジニ
アリング」は、人間が自然を改変
するという極めて大きな行為故、
抵抗をもって受け止められてきま

した。しかし、台風がこれほど連
続的に日本を襲来する中、私は、

「優しいジオエンジニアリング」の
開発・採用は今後、必須ではない
かと考えています。具体的には、
南海上で上昇している海水温によ
り、上空の台風が異常に発達する
なか、海面直上の広い範囲に霧状
の膜層を短時間で形成する技術等
が考えられると思います。
⑤�洪水エネルギー・台風エネル
ギーの活用

　洪水発生時・台風来襲時に、エ
ネルギーを取り込み、蓄えるのは、
不謹慎だとの声も聞こえそうです
が、河川内に自動的に稼働する発
電装置を組み込んでおいたり、自
動的に運転される高潮のエネル
ギーによる発電装置を海岸に設置
したりすることは、不可能ではな
いと考えます。
⑥�AI・IoT・量子コンピュータの活用
　災害予測・災害危険性の把握・
最適対策の提案・既存施策の評価
等において、AI・IoT の活躍する
分野は非常に多いと思います。今
後、量子コンピュータの活用によ
り、大量のデータの処理が可能と
なり、予測・評価等の精度が劇的
に向上し、避難の指示発出に、大
きく寄与すると考えます。
⑦�劇的に進化する無線通信技術の
活用

　Wi-Fi に続く省エネルギーで効
果の高い技術として、Wi-SUN・
Wi-RANの技術が日本発で急速に
進化しています。Wi-RAN は、数
十キロの長距離を無線で飛ばす技
術で、今後、災害対応技術として、
極めて有望な技術です。
⑧�進化したドローン・無人ロボッ
ト技術の活用

　予測等の災害発生事前対応、リ
アルタイム観測、災害発生直後の
対応等において、ドローンと無人
ロボットは、今以上の活躍が期待
されます。技術のさらなる進化が
望まれます。

　以上、水害列島克服の視点を述
べました。下水道インフラ関係者・
災害対応関係者挙げて、自然災害
の抑止・軽減に向け、一歩一歩、
連携しつつ対応していけたらと思
います。
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日本主導による「世界下水道会議」の立ち上げ
―日本の下水道インフラ世界戦略に大きな効果―
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1．�「世界道路会議アブダビ大会
2019」

　今年、10月６日から10月10日
まで、アラブ首長国連邦のアブダ
ビで、４年に一度の「第26回世界
道路会議」が開催されました。世
界40ヵ国から大臣・副大臣級の政
府関係者が出席、参加者総数は、
131 ヵ国から 4000 人に上りまし
た。「世界道路会議」は、パリにあ
る 非 営 利 団 体「 世 界 道 路 協 会

（PIARCピアック）」が主催する４
年に一度の国際会議で、1908年の
第一回パリ大会以降110年の歴史
があります。日本は、1954年から
加盟しており、1967年には、東京
で開催されました。オリンピック
と同様、４年に一度の開催ですが、
その間の時期も、技術委員会等の
タスクフォースが活発に情報交
換・活動を行っています。また、
年をずらして、４年に一度、「国際
冬季道路会議」が開催されていま
す。2002 年には、札幌で盛大に

「第11回国際冬季道路会議」が開
催されました。道路行政では、冬
季の雪道対策・凍結対策等、冬場
特有の問題があるので、冬の会議
も開かれているのです。私は、
1999年から2001年まで、東北地
方整備局の企画部長を務めたこと
がありますが、その時、「世界道路
会議」のことを知り、それ以降、
注目してきました。多くの国際会
議がある中、この「世界道路会議」
の特徴は、次の通りです。

①�行政機関中心に世界中の道路関
係者が結集しており、道路行政
を実際に司る人が議論するため、
極めて実務的で、有用な情報交
換ができる（参加者の相当数が
行政関係者です）。

②�国土交通省道路局が日本国内の
対応について全面的に主導・サ
ポートしている。今回のアブダ
ビ大会も、森前国土交通事務次
官、深澤元道路局長、道路局審
議官等が出席しました。今回は
国会開催中で叶わなかったよう
ですが、大臣・副大臣級の出席
が通例です。

③�「世界道路会議」を日本が主導
している。世界道路協会・世界
道路会議を日本がリードしてお
り、現在元国土交通省技監の菊
川滋氏が世界道路協会の副会長
を務めています。以前は、三谷
浩元建設事務次官が世界道路協
会の会長を務めておられました。
平素の活動でも、日本の影響力
が非常に大きい組織です。

④�昨今は、ITS 等、民間企業の技
術の進化・影響力の大きさもあ
り、民間企業関係者の出席も多
くなっており、この会議は、道
路関係技術の展開、特に我が国
の技術の海外展開にも大きな役
割を果たしています。特に、事
業主体である道路事業者が世界
中から一堂に会している中での
技術アピールの効果は絶大です。
今回のアブダビ大会と同時に行
われた展示会での、世界の民間

企業からの出展は300社でした
（まだまだ少ない気がしますが）。

　ちなみに、技術委員会等による
今回のアブダビ大会の主要ディス
カッションテーマは、次のような
内容でした。
　�a.道路財政マネジメント（財源

論・負担論等）、b.ITS、c. 自動
運転、d.メンテナンスマネジメ
ント、e.交通安全、f.PPP、g.舗
装、h.トンネル

　道路管理者にとっての世界共通
の現実的テーマばかりです。

2．�日本主導による「世界下水
道会議」の立ち上げを

　下水道インフラの世界において
も、関係する国際会議は、いくつ
かあります。３年に一度開催され、
2003年には日本で開催された「世
界水フォーラム」、昨年、我が国で
開催されたIWA（国際水協会）の
世界水会議等が主だったものです。
また、大規模な国際見本市は、米
国のWEFTEC、３年に一度のドイ
ツのIFAT等があります。しかし、

「世界道路会議」とは、大きく違っ
ています。前述のように、「インフ
ラをマネジメントする事業管理
者・行政機関」が世界中から一堂
に集まり、共通課題を議論し、そ
の場で企業側からも最新技術等を
アピールするという点です。また、
世界水フォーラム、IWA世界水会
議は、水問題に関して議論領域が
幅広く、下水道は、その一部に過
ぎません。それに、いずれも、日
本がリーダーシップをとって、世
界を主導している状況ではありま
せん。将来の我が国の下水道イン
フラの国際展開、また、国内の下
水道行政のあるべき論の確立のた
めにも、遠くなく、日本主導の「世
界下水道会議」の立ち上げを検討
したいものです。
　「世界下水道会議」の内容・特徴
としては、次のように考えていま
す。
①�国土交通省下水道部が前面に
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立って、設立し、運営する（も
ちろん、関係機関の応援のもと）。

②�日本に事務局を置き、世界を主
導する。

③�我が国の地方自治体の下水道関
係者が自主的に参加希望する内
容・構成とする（現在、国際会
議に出席と言っても、地方自治
体の方々は仕方なく参加という
ことが正直多いと思います）。

④�４年に一度、世界各国持ち回り
で開催する。第一回は、日本で
開催する。2025年の大阪万博の
年を第一回のターゲットとする。
開催地は、大阪も有力候補とす
る。

⑤�開催当初は、下水道インフラに
関する行政・管理運営・技術情
報を共有し議論する観点から、
G20諸国等をターゲットとする。
20ヵ国もの参加が難しければ、
G８クラスから始めてもよい。

⑥�大臣級のオープニングディス
カッション、主要課題ごとの実
務幹部級議論を中心に、研究発
表会・大規模展示会を開催する。
第一回は、毎年開催されている
下水道展と合同での開催を行う。

⑦�本会議時のディスカッション、
また、平素の委員会活動の主要
テーマは、次の通り。

　�a.下水道財源論、b.下水道法制、
c.下水道経営、d.下水道普及対
策、e. 下水道雨水対策、f. 合流
式下水道問題、g.下水道資源利
用問題（再利用も含め）、h.下水
道からのエネルギー創出、i. 下
水道系全体での省エネルギー、
j.下水道インフラ管理の効率化、
k.下水道分野での革新的新技術、
l.ICT活用、m.官民連携、n.下水
道分野での世界連携

3．「世界下水道会議」の効果

　「世界下水道会議」の開催は、日
本の下水道インフラの今後の世界
戦略を考えるとき、極めて大きな
効果があると思います。また、国
内の下水道行政の今後の展開にお

いても、多大な効果を発揮すると
考えます。「世界下水道会議」設
立・運営の効果としては、具体的
には、次の諸点を挙げることがで
きます。
ⅰ�.世界中の下水道行政・下水道経

営・下水道技術の共通の最新課
題を一堂で深く議論し、提言等
をまとめることができる。

ⅱ�.先に述べた平素からの委員会活
動により、世界中の最新の状
況・動きをたちどころに把握で
きる。毎週末に国土交通省下水
道事業課の山縣専門官が発信さ
れている「下水道ホットイン
フォメーション」も、近い将
来、「世界下水道会議」の委員
会活動が始まれば、週末に世界
中に発信され、情報が世界で共
有されることになると思いま
す。私がこのタイミングで「世
界下水道会議」を提言している
のは、20 年先いや 10 年以内に
は、必ず AI（人工知能）によ
り、自動瞬時通訳・翻訳機能
が、高いレベルで実用化される
だろうと確信しているからで
す。AIにより現在より著しく利
便性が高まり、大きく社会を変
えるものとして、一番期待され
もし、可能性の高いものが、通
訳・翻訳機能だと考えていま
す。これにより、「世界下水道
会議」の運営も飛躍的に効率化
すると思います。

ⅲ�.一堂に世界中の下水道行政を司
る主力メンバーが集まり、その
場で、民間企業側より、最新の
下水道技術を説明・アピールで
きる。これは、現在の展示会に
はない大きな効果と考えられま
す。

ⅳ�.日本が主導して、設立・運営す
ることにより、下水道インフラ
界で、世界のリーダーシップが
取れる。今後の我が国の素晴ら
しい先導的下水道インフラ技術
の世界展開に当たってその効果
は非常に大きいと思います。ま

た、下水道世界情報プラット
フォームの日本主導での構築、
下水道インフラに係る種々のデ
ファクトスタンダード構築を考
えると、「世界下水道会議」を
通じて日本が主導権を取ること
は、素晴らしいことだと思いま
す。

ⅴ�.世界中の下水道関係者人脈を官
民挙げて構築できる。会議開催
の時期だけでなく、日ごろから
の委員会活動等を通して、定常
的に固い人間関係を築くことが
できる。行政においても、ビジ
ネスにおいても、極めて貴重で
す。

ⅵ�.国内で下水道財源論等を議論す
るに当たり、世界標準等、世界
の考え方を「世界下水道会議」
で構築し、国内の議論に反映す
ることができる。

ⅶ�.日本国内、特に官邸等政府内、
経団連等主要経済団体内におけ
る下水道インフラのプレゼンス
を大幅に高めることができる。
また、マスコミで報道される機
会が多くなり、国民への下水道
インフラの PR となり、国民と
下水道インフラの距離が縮ま
る。ひいては、下水道インフラ
関係組織・関係企業への、学生
さんの就職志向が増える。下水
道インフラ関係企業が、あこが
れの職場となることも夢ではあ
りません。

　以上、日本主導での「世界下水
道会議」の設立について、提言を
述べました。徐々に準備し、数年
後の成就を目指せることができれ
ば、どんなにすばらしいことかと
心から思います。官民挙げて、議
論し、スタートできればと思いま
す。国土交通省の植松下水道部長
は、在ケニア日本大使館の一等書
記官を務めたばりばりの国際派行
政官です。是非、真剣に検討して
いただきたいと期待しています。

51



（38）第1910号　令和 2年1月28日（火）発行	 � 第3種郵便物認可
�

��������

下 水 道 の 散 歩 道 ［第28回］

下水道政策研究委員会への期待
下水道インフラ第二ステージへ　―「デジタルトラ
ンスフォーメーション」が下水道インフラの世界を変える―

㈱NJS 取締役 開発本部長
（公社）全国上下水道コンサルタント協会 企画委員長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

1．�2020年スタート、下水道イ
ンフラ第二ステージへ突入

　2020 年がスタートしました。
2020年は、日本にとって、東京オ
リンピック・パラリンピックが開
催される特別な年です。私は、下
水道インフラにとっても、新たな
一歩を踏み出す「重要なエポック
的な年」になるのではと期待して
います。「下水道インフラ第二ス
テージ」への突入です。第二ステー
ジは、「デジタル化等による下水道
インフラマネジメントの変革」の
時代です。
　我が国の下水道インフラ発展の

「第一ステージ」は、1970（昭和
45）年に始まりました。今から、
50年前、大阪万博の開催された年
です。1970 年から昨年までが、

「発展の第一ステージ」と位置付け
られると思います。「建設・普及・
維持」の時代でした。

2．�発展第一ステージ元年の
1970年を振り返る

　1970年は、下水道インフラ行政
にとって、革命的な一年でした。
何より大きいのは、1970 年 12 月
25日に下水道法が改正され、下水
道整備区域の各家庭等から排出さ
れる汚水は、必ず下水処理場で処
理され、きれいにされて川・海等
に放流されなくてはならないとい
う「汚水処理」の義務付けがなさ
れたことです。それ以前は、管路
で汚水を集めたあと、未処理放流
も可でした。処理の義務付けによ
り、下水道インフラは、「水質環境
保全インフラ」として認知され、
川や海等国民の財産である公共用
水域の水質保全を図る施設である

故、国民の税金（国費）を堂々と
導入できることになり、一気に、
整備の遅れていた下水道インフラ
への国費・事業費導入が進みまし
た。第二次下水道整備五箇年計画

（計画年度 1967-1971）の計画額
9300億円から下水道法改正後の第
三次下水道整備五箇年計画（計画
年度 1971-1975）では 2.8 倍の２
兆6000億円の計画額になりました

（その後も飛躍的に伸び計画額は、
第四次（1976-1980）7.5兆円、第
五次（1981-1985）11.8兆円とな
りました）。
　1970年の下水道法改正では、次
の諸点が盛り込まれました。いず
れも、その後50年、「下水道イン
フラ発展の第一ステージ」を支え
てきた制度・施策です。①法目的
として公共用水域の水質保全を明
記、②汚水処理義務化、③流域別
下水道整備総合計画策定、④流域
下水道制度、⑤水洗便所への改造
義務、⑥下水道使用料規定、⑦技
術者資格要件。
　1970年には、下水道法の大改正
の他、「水質汚濁防止法」の制定公
布、「海洋汚染防止法」の公布、

「水質環境基準」の第一回指定、公
害防止計画第一次承認等がありま
した。これらは、11 月 24 日に召
集された第64回臨時国会で集中的
に議論されました。そのため、第
64回臨時国会は「公害国会」と呼
ばれています。
　このように1970年は、日本にお
いて、公害対策の骨格が一気に確
立した歴史に残る年です。東京都
の玉川浄水場が多摩川の水質汚濁
のため取水停止になる等、日本中
の水質汚濁・大気汚染が高度成長
のつけとして顕在化した時期では

ありましたが、1970年にこれだけ
の対応が一気になされたのは、私
は、次の二点が大きいと考えてい
ます。
　第一は、当時の佐藤栄作総理大
臣の公害対策への熱意です。1970
年２月14日、施政方針演説後に、
佐藤総理は、「公害問題は、我が国
の優れた技術と施策を重点的に集
めるべき次の10年間の挑戦的課題
である」と述べています。国の最高
指導者が本気で関心を持ち、取り
組むことがいかに大きいかがわか
ります。総理・官邸との距離です。
　第二は、米国を中心とした世界
の動きとのシンクロです。米国で
は、ニクソン大統領が、1970年１
月22日、一般教書の中で、「清い
空気、清い水、これらが再びすべ
ての米国人の生存権にならなけれ
ばならない。我々が直ちに対策を
講じるならば、それは可能である。
水を清らかにする必要のある全米
のすべての場所に近代的な都市下
水処理設備を設置する『全国清水
計画』を今議会に提出し、100億
ドルの予算を確保するつもりだ。
我々は、無料と考えているが、清
浄な空気や清浄な水は無料ではな
い」と述べ、1970年代の内政の重
要課題として、公害対策を掲げま
した。この米国の動きをキャッチ
した当時の久保赳建設省下水道課
長（のち、建設省初代下水道部長）
は、1970年６月、単身、１週間米
国に渡航し、米国政府等から情報
を収集、意見交換し、帰国後、都
市計画中央審議会に報告、12月の
下水道法改正に繋げました。1970
年には、米国の他にも、オランダ
とノルウェーの水質汚濁防止法制
定、英国とカナダの環境省設置の
動きがありました。このように、
行政を進めるにあたり、世界の動
向の把握は大変重要です。前回、
私が、「世界下水道会議」を提唱し
た理由です。
　こうした1970年の熱い動きが、
2020年以降、再び下水道インフラ
の世界に起こると素晴らしいと思
います。

3．�下水道政策研究委員会への
期待

　昨年 12 月 27 日に、下水道政策
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研究委員会制度小委員会がスター
トしました。５年半ぶりの下水道
政策研究委員会の活動再開です。

「下水道インフラの発展第二ステー
ジのスタート」ともいうべき時期
と重なった中、成果を大いに期待
しています。
　まずは、下水道法の改正を意識
した「制度小委員会」からスター
トしました。現在の世界の動きの
速さは、数年前と大きく違います。
2005 年の下水道ビジョン、2014
年の新下水道ビジョンから、15
年・６年と経っています。下水道
インフラを巡る「ヒト」・「カネ」・

「モノ」の個々の課題は、一見、前
回の新下水道ビジョン策定時と大
きく変わっていないように見えま
す。しかし、その解決手段におい
て、「デジタル化の急速な動き」
は、下水道インフラを巡る状況を
一気にトランスフォーム（変革）
する可能性があります。「デジタル
トランスフォーメーション」が、
下水道インフラの課題を一気に解
決する可能性すらあります。具体
的には、「デジタルトランスフォー
メーション」により、「内水水害へ
の対応の効率化」「下水道インフラ
の点検調査の大幅なコスト削減・
生産性向上・精度向上」「老朽化対
応における更新タイミングの最適
化によるコスト削減・生産性向上」

「下水道インフラマネジメントの効
率化による下水道経営の改善」「官
民における下水道関連の人材不足
の解消」等をもたらす可能性があ
ります。また、「民間の役割の在り
方」や「働き方改革」にも大きな
影響をもたらすと思います。
　時代は、前々回・前回のビジョ
ン策定時の延長線にはありません。
個々の課題の中でも、「気候変動等
による災害の激化・甚大化」は、
ここ数年で前提が大きく変化して
います。「新しいビジョン」を議論
することが必要ではないでしょう
か。「将来を俯瞰した「新しいビ
ジョン」があって、その達成への
手段として、「法制度」「行財政政
策」「組織論」「技術開発」等があ
ると思います。

（注）「デジタルトランスフォーメー
ション」とは、経済産業省の「デ
ジタルトランスフォーメーション

を推進するためのガイドライン」
によると、「企業がビジネス環境の
激しい変化に対応し、データとデ
ジタル技術を活用して、顧客や社
会のニーズを基に、製品やサービ
ス、ビジネスモデルを変革すると
ともに、業務そのものや、組織、
プロセス、企業文化・風土を変革
し、競争上の優位性を確立するこ
と」とされています。そのまま、
地方公共団体の下水道部局にも当
てはめることができると思います。

4．�下水道政策研究委員会で是
非議論して頂きたい事項

　下水道インフラの未来を展望す
るにあたり、下水道政策研究委員
会で是非議論を頂きたいと私が考
えている事項は、以下の項目です。
ⅰ�.下水道インフラを取り巻く近未

来は、今までの延長線上か
　下水道インフラの将来を考える
とき、2014年の前回の新ビジョン
策定時までの連続的な流れとは異
なり、時代の流れが大きく変わる
可能性が高いと私は考えています。
企業だけでなく、官側も含め、「デ
ジタルトランスフォーメーション」
等により、社会が変わる可能性が
あります。下水道インフラを巡る
社会環境が大きく変わると考える
か否か、ビジョンを考える上での
大前提であると思います。
ⅱ�.水害の激化・甚大化への対策に

おけるハードとソフト
　ハード面の対応だけでなく、土
地利用規制等都市計画との連携・
センサー等 IoT を活用した制御・
自助共助公助等ソフト面も含めた
総合的な対応が望まれますが、そ
の中でのハードとソフトのバラン
ス如何。
ⅲ.官民連携の今後
　官民連携があらゆるステージで
進んでいます。昨年９月に提出さ
れた下水道コンセッション第一号
の浜松市西遠浄化センターのモニ
タリング結果では、運営は順調に
進んでいます。今後、ケースによっ
ては、さらに民主導への舵を切る
べきか。
ⅳ�.全国の地方公共団体が置かれて

いる状況に応じたきめ細かい下
水道マネジメントとそれに対応
した国の支援

　地方公共団体の下水道インフラ
の置かれている経営状況等には、
著しく大きな格差があります。そ
の置かれている状況に応じたより
きめ細かなマネジメント手法と国
からの支援の在り方の検討です。
具体的な例としては、来年３月ま
でに、管路の補助対象範囲を見直
すよう、財務省から要請されてい
ますが、その在り方等があります。
ⅴ.国の関与
　災害が多発・激化する中、地方
公共団体の対応には、限界がある
と思います。下水道事業団の活用
等も含め、直轄下水道等、国が積
極的に関与すべきではないかの検
討です。
ⅵ.上下水道の連携・バンドリング
　今後の下水道インフラマネジメ
ントを考えるとき、上下水道連携
で考えるか否か。また、インフラ
管理にあたり、他の社会インフラ
事業も含めた「バンドリング」を
検討すべきではないか。
ⅶ.技術開発推進、海外展開策
　我が国の下水道インフラ関連技
術は、世界トップレベルです。さ
らに、世界一レベルへの進化のた
めの施策、地方公共団体での新技
術採用策、海外展開策について、
議論頂きたく思います。これは、
我が国の今後の国家価値の向上、
下水道インフラマネジメントの抜
本的改革にも繋がると考えられま
す。
ⅷ.下水道インフラとSDGs
　下水道インフラは、SDGs を世
界レベルで牽引できるもっとも有
効な社会インフラではないかと思
います。下水道インフラの世界か
ら2030年のSDGs目標に向けでき
ることは非常に多いのではないで
しょうか。これを具体化し、かつ、
政府を挙げて情報発信すべきでは
ないかと思います。

　新たな「下水道インフラ発展の
第二ステージ」がスタートするこ
の時期、昨年末にスタートした「下
水道政策研究委員会」、大いに期待
しています。各界の有識者・地方
公共団体の皆さんの真剣な議論を
期待しています。
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下 水 道 の 散 歩 道 ［第29回］

Society5.0・デジタルトランスフォーメー
ション（DX）と下水道インフラ
―「DX」と「データ」で下水道インフラの世界が
� 変わる、下水道インフラの世界を変える―
㈱NJS 取締役 開発本部長

（公社）全国上下水道コンサルタント協会 企画委員長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

1．はじめに
　AI・IoT など革新的なデジタル
技術の加速度的進展により、世界
が大きく変わろうとしています。
平成の時代を通じて、世界におけ
る位置が、相対的に大きく地盤沈
下した日本が、令和時代を通じ、
起死回生を図れるかは、官民あげ
ての、このデジタル革新（デジタ
ルトランスフォーメーション：
DX）にかかっているといっても過
言ではありません。世界中の経営
者・政府首脳の間でも、SDGs・
CSV（Creating Shared Value：共
通価値の創造　ハーバード大学の
ポーター教授の提唱する「経済価
値を創造しながら、社会的ニーズ
に対応することで社会価値をも創
造する」という考え方）・サステナ
ビリティに関する対応と、第４次
産業革命に向けたデジタルトラン
スフォーメーション（DX）への対
応が、現下の２大テーマとなって
います。このデジタルトランス
フォーメーション（DX：英語圏で
は Trans を X と略することが多い
た め、Digital Transformation は
DXと表記されることが多い）は、
待っていてやってくるものではな
く、自ら創り上げていくものであ
ります。ここが従来の流れと大き
く異なるところです。
　今まで、下水道インフラ界は、
社会の変化があれば、それを受け
て、どう対応するかというアプロー
チで政策実現や技術開発をやって
きました。しかし、今回はそのア
プローチでは、一歩も二歩も出遅
れ、取り返しのつかないことにな
ります。下水道インフラの世界に
おいても、DXに対してどう対応し
ていくかではなく、下水道インフ
ラ界において、どう下水道界のDX
を作り上げていくかというアプ

ローチが大切なのです。
　日本全体として、DXをどう図っ
ていくか、その「道筋・提言」を
見事に示した公式のすばらしい提
言書が、３つあります。それは、
2016年１月、閣議決定された日本
政府の「Society5.0」、2018 年 11
月 に 経 団 連 か ら 出 さ れ た

「Society5.0―ともに創造する未来
―」、2019年３月経済同友会から
提言された「真のデジタル革命を
勝ち抜く－二つの潮流に対応する
ために企業のデジタル変革は待っ
たなし－」の３つです。その３つ
を紹介し、そのあと、下水道界の
DXへの挑戦について、述べたいと
思います。３つのビジョンは、い
ずれも、卓越したすばらしいもの
です。読者の皆さんには、インター
ネットですぐ検索できますので、
全文を読むことをお勧めします。

2．�「Society5.0」そして
「Society5.0 for SDGs」

　Society5.0 と は、 狩 猟 社 会
（Society1.0）、 農 耕 社 会
（Society2.0）、 工 業 社 会
（Society3.0）、 情 報 社 会
（Society4.0）に続く新たな社会と
いう意味で、日本政府の第５期科
学技術基本計画（2016年１月）に
おいて、初めて提唱された考え方
です。当初は、我が国の科学技術
政策の中で生み出された考えでし
たが、現在では、日本そして世界
が目指すべき社会の未来像として、
世界中に広まりつつあるコンセプ
トであり、非常にポジティブな攻
めの考え方で、とてもよくまとまっ
ていると思います。現在は、政府
のみならず、産業界や学術界も一
緒になって、取り組みを進めてい
ます。ちなみに、昨年６月21日に
政府が発表した「骨太の方針2019」
の 副 題 は、「『 令 和 』 新 時 代：

『Society5.0』への挑戦」でした。
　現在、AI・IoT・ブロックチェー
ンなどの革新的なデジタル技術が
進展するとともにビッグデータが
徐々に蓄積され、社会の在り方が
大きく変わろうとしています。こ
の DX の動きは止まることなく、
人類社会が次のステージへ向かう
きっかけになると考えられます。
科学技術基本計画では、Society5.0
を経済発展と社会的課題の解決を
両立させることのできる人間中心
の「超スマート社会」と位置付け
ています。科学技術基本計画が策
定されたときには、意識されてい
ませんでしたが、このSociety5.0
は、2015年９月に国連決議された
2030年目標のSDGsの進展に大き
く資するものと私は考えています。

「Society5.0 for SDGs」です。

3．�経団連の「Society5.0 ビ
ジョン」

　日 本 政 府 の 打 ち 出 し た
「Society5.0」に、経団連（日本経
済団体連合会）が大きな関心を寄
せ、基本的な考え方に賛同すると
ともに一部修正して経団連のビ
ジョンを作成し、日本の産業界あ
げて、Society5.0を推進し、日本
のこれ以上の地盤沈下を食い止め
ようとしています。
　経団連の「Society5.0ビジョン

（Society5.0－ともに創造する未来
－）」の内容は、以下です。
（１）基本的考え方
　技術的変化、経済・地政学的変
化、マインドセットの変化など、
急激な変化の波が世界に迫ってい
る。大きく変化する時代には、変
化をチャンスと捉えて、想像力に
よって未来を切り拓く視点が欠か
せない。Society5.0は、訪れる未
来の予測ではなく、創りたい未来
を語る日本発のコンセプト。
（２）Society5.0の目指す社会とは
　Society5.0とは、創造社会であ
り、「デジタル革新と多様な人々の
想像・創造力の融合によって、社
会の課題を解決し、価値を創造す
る社会」。また、Society5.0は、国
連が採択したSDGsの達成に貢献
できる。
（３）�日本を解き放つアクションプ

ラン
　日本が目指すべき姿は、デジタ
ル革新を先導し、多様性を内包し
た成功のプラットフォーム。多様
な背景を持つ人々が日本で成功の
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きっかけを掴めるようにする。
　Society5.0により、「企業」「人」

「行政・国土」が「データ」と「技
術」で変わる。「企業」は、高付加
価値化、また、多様な採用・働き
方の面で変わる。「人」は、求めら
れる人材が変わる。文系・理系の
区分はなくす。社会に出てからい
つでも学びなおせる環境を整備す
る。「行政・国土」は、行政のデジ
タル革新を断行する。国土の地方
分散化を進め、自律的な地方創生
を図る。「データ」については、日
本は、安全安心なデータ活用を可
能にするデータ取り扱いのルール
を世界に発信すべき。
　Society5.0は、やってくるもの
ではなく、創り上げていくもの。
経団連は、Society5.0実現の旗振
り役として、自らも大きく変わり、
日本の経済社会の変革を主導して
いく。

4．�経済同友会の提言「真のデ
ジタル革命を勝ち抜く―二
つの潮流に対応するために
企業のデジタル変革は待っ
たなし―」

　経済３団体の中で、経団連が企
業として参加する組織であるのに
対し（現在約1400社が加盟）、経
済同友会は、企業の経営者が個人
の資格で参加し、自由に議論する
組織となっています（現在1500名
の企業経営者が加入）。ちなみに、
株式会社NJSも、村上社長が加入
しています。この経済同友会では、
Society5.0を意識しつつ、2016年
11月に、独自の「Japan2.0　最適
化社会に向けて」というビジョン
を発表しています。また、その後、
経済同友会1500名の会員中の340
名のメンバーによる２年間の議論
を経て、2019年３月、「真のデジ
タル革命を勝ち抜く―二つの潮流
に対応するために企業のデジタル
変革は待ったなし―」を公表して
います。その内容は、出色ですば
らしいものです。概要は、以下で
す。
（１）�新事業創造のkey enabler（成

功の鍵）は
　２年間の検討の成果のひとつは、
先進技術による新事業創造の key 
enabler（成功の鍵）は、AIを含む
デジタル技術であることが改めて
明確になったこと。
（２）�産業構造変化の背景にある二

大潮流

　産業構造変化の背景にある二大
潮流は、「収穫加速の法則」と「製
品・サービスのパーソナライゼー
ションとリージョナライゼーショ
ン」である。「収穫加速の法則」と
は、重要な技術革新は、加速度的
に進化するという法則。パーソナ
ライゼーションとは、製品・サー
ビスが顧客や地域毎に個別化する
こと。リージョナライゼーション
とは、市場において、ITを活用し
た事業が不連続かつ急速に立ち上
がること。パーソナライゼーショ
ンとリージョナライゼーションが
進む中で、企業が高い事業価値を
創出するためには、デジタル技術
を活用したビジネスモデルの構築
が必須。
（３）�先進技術の進化が生活・産業

にもたらす変化
　先進技術の進化が生活・産業に
もたらす変化について、具体的に、
次の７つの分野で変化の内容・将
来展望を考察しています。①医療・
ヘルスケア、②バイオテクノロ
ジー、③３Dプリンティング、④
モノづくり、⑤プラント・インフ
ラメンテナンス、⑥モビリティー、
⑦感性の可視化。
（４）�デジタル変革を推進する上で

重要な改革
　デジタル変革を推進する上で重
要な改革として、「経営者自身によ
る改革の主導」「勝負すべき領域の
見極め」「人材育成と風土改革」「グ
ローバル連携」「エコシステムの構
築」等をあげています。
　大変興味深い提言で、今後の日
本、今後の社会インフラ界・下水
道界を考えるにあたって、非常に
有益なビジョンです。

5．�デジタルトランスフォーメー
ション（DX）と下水道イン
フラ

　Society5.0の推進により、大き
く我が国の社会情勢も変化すると
思います。下水道インフラを取り
巻く社会環境も劇的に変わる可能
性があります。先ほど述べたよう
に、この DX は、待っているもの
ではありません。自ら、官民あげ
て、下水道インフラ関係者が、「DX
を起こし、下水道インフラをめぐ
る情勢を変えていく」ものです。
この DX により、変えていく、変
えていかねばならない内容の例と
して、以下があると考えています。
①�現況の下水道インフラ施設管理

状況の把握手法の最適化とそれ
に基づく全国の施設現況の速や
かな把握

　この分野で、生産性・効率性が
高くコストの安い技術の開発、新
技術の採用の促進が重要だと思い
ます。
②�上記管理データを含め、日本中
の下水道インフラの計画・設
計・建設・管理・経営に関する
データの一元保存（「下水道プ
ラットフォーム」の設置。「下水
道情報銀行」の設置）と事業主
体等による多様で最適な活用

　情報の共有範囲、提供範囲、提
供フィー等、検討課題は目白押し
ですが、官民の共有・共同活用等
前向きの検討が期待されます。個
人情報の扱い、我が国の国益の保
護には留意が必要でしょう。「下水
道情報銀行」の設置は、一考です。
③�上記データを活用しての日本中
の下水道インフラの多様な最適
管理・最適メンテナンス・最適
更新

　全国一元的な管理も可能でしょ
うが、今後のシェアリング・地方
分権の時代の中、各事業主体での
官民が連携した最適管理の追求が
望ましいのではと考えています。
その場合でも、データの「下水道
プラットフォーム」「下水道情報銀
行」への一元化は、極めて有用で
しょう。「最適管理」には、各処理
施設でのコスト・エネルギー最小
化での運転や豪雨時の雨水関連下
水道インフラの最適運転等も含ま
れましょう。
④�上記データを活用しての下水道
インフラの事業主体別最適経営

　事業主体別の最適経営策の追求
が望まれます。その際、官民連携
は、必須でしょう。また、他事業
とのバンドリング（WholeService 
ホールサービス）も今後の大きな
テーマでしょう。

　革新的なデジタル技術やデジタ
ル環境の加速度的進展の続く今日、
下水道界においても、経団連等が
提言しているように、DX を目指
し、「どうなるか」ではなく、「ど
うしていくか」を早急に検討し、
チャレンジしていくことが重要で
す。それは、待ったなしの状況で
す。こうした議論を是非、下水道
政策研究委員会でも進めていただ
きたいと思います。
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フィーカ（fika）と
ヒュッゲ（Hygge）とシス（SISU）
―北欧の素晴らしいワークライフバランスと高い幸福度―
―日本の働き方改革への示唆―

㈱NJS 取締役 開発本部長
（公社）全国上下水道コンサルタント協会 企画委員長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

1．世界幸福度ランキング
　2012年より、毎年３月下旬に、
国連が「世界幸福度ランキング」
を公表しています。直近の３年間、
2017年から2019年までのベスト
10の国は下表のとおりです。北欧
諸国が、圧倒的に上位を独占して
います。「人口当たりGDP」「社会
的支援」「健康寿命」「人生の選択
の自由度」「寛容さ」「腐敗の認識」
の６つの観点を踏まえ、当該国民
へのアンケートと客観データに
よって決定されています。評価方
法にはいろんな意見があるかと思
いますが、なんといっても、国連
の評価です。日本の順位は、2017
年51位、2018年54位、2019年58
位と、徐々に下がっています。今
年も、もうすぐ発表ですが、おそ
らく、北欧の優位は、揺るがない
でしょう。

2．なぜ北欧の人々は幸福なのか
　私は、以前から、なぜ北欧諸国
が幸福度ランキング１位を独占す

るのだろうか、なぜすべての北欧
諸国が毎年10位以内に入るのだろ
うか、なぜ北欧は幸福なのだろう
かと考えていました。よく言われ
るように、福祉・社会保障や教育
がしっかりしているからかなと、
思っていました。しかし、いろん
な人の話を聞き、私の経験から分
析する中で、「国民個人の『ワーク
ライフバランス』が見事にとれて
いること」と「人と人の関係性の
深さ」が大きいのではないかと気
付きました。我が国でもやっと注
目されてきた「ワークライフバラ
ンス」と「人間関係」です。「仕事

（公）と個人生活（私）の切り替え
の素晴らしさ」、そして、公の場と
私の場における「人間関係の深さ」
です。そのための「休息タイム・
コーヒーブレイク」、また、「リラッ
クスできる環境・空間・時間」「し
かし、頑張るときには頑張るとい
う精神」、これらが、北欧の各国に
根付いており、これが幸福感に結
びついているのだと気付きました。
すなわち、幸福感とは、「公私両方

の充実と切り替え」と「公私にお
ける人間関係の深さ・充実」にあ
ると教えられた気がします。
　2019 年 10 月の下水道の散歩道
第25回にも書きましたが、私が30
年前、ドイツに半年間滞在して仕
事をしているとき、ドイツ人の公
私の切り替えの素晴らしさ、相手
をリスペクトする中で生まれる深
い人間関係には、強く打たれまし
た。国としても豊かなドイツでは、
みんなが、幸せ感を持って、暮ら
しているなと感じました。夏のバ
カンスのため、８月１ヵ月休業す
る街のパン屋さんやショップ等に
は驚きましたが、その割り切りが
素 晴 ら し い な と 感 じ ま し た。

「Stammtisch」という「パブのお
気に入りの指定席」や「お気に入
りの場所」を皆さんが楽しんでい
るのにも感銘を受けました。

3．�スウェーデンのfikaと　　
デンマークのHyggeと　
フィンランドのSISUが　
幸福度上位の鍵

　昨年秋に、東京大学特任准教授
の渋尾欣弘さんから、スウェーデ
ンのフィーカの話を聞きました。
渋尾さんは、数年前まで、スウェー
デンのストックホルム大学に勤務
していましたが、そこでは、毎日、
午後３時になると、研究室の全員
がオープンスペースに集まり、「お
茶」をするそうです。コーヒーブ
レークです。そこで、研究の延長
の話が出ることもあれば、自由闊
達にいろんな話をするそうです。
その中で、人間関係が自然に深ま
り、また、公私の時間の切り替え
がうまくできるそうです。この「お
茶タイム」をスウェーデンでは

「フィーカ（fika）」と呼びます。
フィーカは、スウェーデンのあら
ゆる場所で文化として、定着して
います。
　デ ン マ ー ク に は、「 ヒ ュ ッ ゲ

（Hygge）」という言葉があります。
デンマーク語で、「人と人とのふれ
あいから生まれる、温かな居心地
のよい雰囲気」という意味の、他
の国の言語では置き換えられない
デンマークの個性を形成している
言葉です。２、３年前、欧米で

2017年 2018年 2019年
１位 ノルウェー フィンランド フィンランド
２位 デンマーク ノルウェー デンマーク
３位 アイスランド デンマーク ノルウェー
４位 スイス アイスランド アイスランド
５位 フィンランド スイス オランダ
６位 オランダ オランダ スイス
７位 カナダ カナダ スウェーデン
８位 ニュージーランド ニュージーランド ニュージーランド
９位 オーストラリア スウェーデン カナダ
10位 スウェーデン オーストラリア オーストリア
日本 51位 54位 58位
対象国数 155ヵ国 156ヵ国 156ヵ国
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ヒュッゲブームが起こり、注目の
キーワードになりました。デンマー
ク人がとても大切にしている、時
間の過ごし方や心の持ち方を表す
言葉です。「ほっとくつろげる心地
よい時間、そんな時間を作り出す
ことによって自然と生まれる幸福
感や充実感、そして暮らしを楽し
む姿勢」といったものです。ヒュッ
ゲの精神による具現化として、次
のようなものがあると言われてい
ます。①家族と友人の時間を大切
にする、②自然を身近に感じる、
③ものを大切にする、④心地よい
空間づくりを心掛ける、⑤仕事に
しばられない、⑥今あるものに感
謝する。
　2019年に２年連続で世界幸福度
ランキング１位になったフィンラ
ンドには、「シス（SISU）」という

「フィンランド魂」があります。厳
しい環境の中でも、勇気・忍耐・
自然体を忘れない精神力、シンプ
ルな生き方、折れない心、自然を
愛する心、仕事も家庭も趣味も勉
強も貪欲にという考え方、人間愛、
こうしたものが「シス」の考え方
の中にあります。
　この「スウェーデンのフィーカ」

「デンマークのヒュッゲ」「フィン
ランドのシス」の三つのキーワー
ドが、北欧の高い幸福度の鍵であ
ると思います。その幸福感の背後
にあるのは、先述の「ワークライ
フバランス」と「人間関係」であ
ると考えます。

4．�働き方改革関連法、　　　
いよいよ本格始動　　　　
日本も新たな価値基準へ

　2018年６月、働き方改革関連法
案が国会で可決されました。改革
関連法の骨子は、①時間外労働の
上限規制、②年次有給休暇の確実
な取得、③フレックスタイム制の
拡充、④勤務間インターバル制度
の普及促進等です。昨年４月から
の大企業での実施に引き続き、今
年の４月からは、中小企業でも、
時間外労働の上限規制が適用され
ます。いよいよ我が国でも、ワー
クライフバランスがクローズアッ
プされてきました。こうした中、
働き方改革に対応するためには、

さらなる生産性の向上、デジタル
トランスフォーメーション（DX）
の推進が必要でしょう。現在、コ
ロナウイルスの関係で、テレワー
ク、在宅勤務の推進が進められて
いますが、今回のコロナ対応を、

「災い転じて福となす」きっかけと
考え、モバイルワーク・テレワー
ク等 DX の強力な推進を図るべき
でしょう。その際、「フィーカ」

「ヒュッゲ」「シス」のスピリット
は、大いに参考となるでしょう。

5．�北欧の下水道インフラ・　
環境行政の方向性

　北欧諸国は、いずれの国も、環
境に対する意識の高さ、環境に対
する敬意を強く有しています。私
が2018年７月の本稿で紹介したよ
うに、スウェーデンでは、下水道
インフラ管理等、環境に関連した
仕事は、「国民の憧れの仕事」に
なっています。下水処理場の高度
処理施設増設式典にグスタフ国王
が来賓として出席し、国王のサイ
ンが銘板として処理場に飾られて
いるというお国柄です。世界に向
け、正論で環境問題に関する議論
をしかける17歳のグレタ・トゥー
ンベリさんは、スウェーデンの女
性環境活動家です。
　北欧の環境関連プロジェクトで
有名なものは、ストックホルムの

「ハンマルビー・ショースタッド地
区のサステイナブルエコ都市プロ
ジェクト」です。2004年の夏季オ
リンピックにストックホルム市が
立候補した際に計画された「環境
に徹底的に優しいエコタウンづく
り」プロジェクトです。オリンピッ
クの会場と選手村として、ストッ
クホルム中心部から４km離れたも
ともとは古びた港と工業地区から
なる場所に、200haの、環境に配
慮しエネルギーを徹底的に循環さ
せる新しい街をつくり、オリンピッ
ク終了後に恒久的な循環エコタウ
ンをつくるという構想でした。オ
リンピック誘致は、叶いませんで
したが、環境都市づくりは、予定
通り進められ、2020 年今日まで
に、ほぼ完成を見ています。新し
い都市内では、排水・廃棄物はリ
サイクルし、再生エネルギーとし

て還元利用され、環境負荷の少な
い美しい街ができあがっています。
　下水処理施設で、北欧の特徴は、
岩盤地形を利用した「地下式下水
処理場」が多くみられることです。
ストックホルム郊外の「シェッパ
ラ処理場」やフィンランド・ヘル
シンキの「ヴィーキンマキ処理場」
が有名です。岩盤をくりぬいて建
設するほうが地上に建設するより
安価で、臭気対策等考えると、周
辺環境に優しいので多く採用され
ています。北欧諸国の下水処理場
の処理のレベルは非常に高く、デ
ンマーク、フィンランドでは、窒
素除去のアナモックス処理も多く
採用されています。また、エネル
ギー自立型下水処理場の確立への
意識も高く、MAP法を使ったリン
の資源回収も行われています。ま
た、下水道インフラにおける ICT
活用も進んでいます。

6．SDGs達成に向けて
　私は、以前から、北欧諸国に、
注目してきました。我が国と人口
規模が大きく違い、同一の物差し
で比較できないところはあります。
ノルウェーは面積39万km2・人口
537 万人、スウェーデンは 45 万
km2・991万人、フィンランドは34
万km2・533万人、デンマーク4.3
万 km2・571 万人です（日本は 38
万 km2・１億 2630 万人です）。し
かし、その技術力、デザインセン
ス、デジタル化のスピード、教育、
社会保障には、目を見張るものが
あります。これから、急速に人口
減少が続き、「生産性の向上・コス
ト意識の徹底・デジタルトランス
フォーメーション・働き方改革」
を進めていかねばならない我が国
にとって、参考になるものは大変
多いと考えています。とくに、今
回紹介した「フィーカ・ヒュッ
ゲ・シス」という素晴らしい「北
欧スピリット」は、かならずや将
来の日本の幸福のヒントになると
思います。こうした北欧の素晴ら
しい点も取り込みながら、日本独
自の技術・スピリットを生かして、
2030年のSDGsの達成に向け、着
実に進んでいきたいものです。

57



（38）第1916号　令和2年4月21日（火）発行	 � 第3種郵便物認可
�

下 水 道 の 散 歩 道 ［第31回］

新型コロナウイルスに立ち向かう
―ピンチをチャンスに今やること、
� そしてポストコロナを今から考える―

㈱NJS 取締役 開発本部長
（公社）全国上下水道コンサルタント協会 企画委員長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

1．はじめに
　前回、下水道の散歩道第 30 回
で、国連発表の「世界幸福度ラン
キング」の話をしました。今年も、
その 2020 年版が、国際幸福デー

（The In te rna t i ona l Day o f 
Happiness）の３月20日に発表さ
れました。今年のランキングは、
表の通りです。
　３年連続で、フィンランドが世
界一になりました。北欧諸国が今
年も、上位を占めています。日本
は、毎年、順位を下げ、今年は62
位でした。また、今年は、初めて、
世界300都市の都市ランキングも
公表されました。一位は、フィン
ランドのヘルシンキ、二位は、デ
ンマークのオーフス、三位がニュー
ジーランドのウエリントンでした。
東京は、79 位でした。この調査
は、「自らの幸福意識・幸福感」と
いう世論調査による自己主観評価
がかなりのウエイトを占める独特
の評価方式ではありますが、国連
の公式調査であり、やはり、関心
を持たざるを得ないものです。

2．�新型コロナウイルスと下水
道インフラ。ピンチをチャ
ンスに

　今年は、世界中が新型コロナウ
イルス対応で大変な中、「世界幸福
度ランキング」の発表は見送られ
るのかなと思っていましたが、予
定通り、発表されました。こんな
時こそ、新型コロナ終息後への希
望をという国連の考え方は、本当
に素晴らしいと思います。目先の
新型コロナ対応に必死になってい
る時こそ、「このピンチをチャンス

に変えるためには、今何をすべき
か」また、「このピンチが過ぎた後
のポストコロナの対応を今から考
える」ことが大切です。
　今やるべき大事な対応として具
体的に言える一つは、「この新型コ
ロナパニックは、デジタルトラン
スフォーメーション（DX）の前倒
しのチャンスになる。日本社会全
体で DX を加速させなければなら
ない」ことです。特に、教育・医
療・行政・働き方改革（労働）分
野でのDX・ICT改革の必要性は非
常に高いと考えます。我が国の
DX・ICT改革の遅れが白日の下に
さらされました。初等中等教育の
分野でのデジタル化の遅れ、それ
による学業・社会教育の遅滞の影
響は、甚大です。初等中等教育時
代の２ヵ月・３ヵ月というのは、
非常に大きな貴重な時間です。学
校等教育現場のオンライン・デジ
タル授業は、即、他の施策に先駆
けて実現すべきです。
　下水道インフラの分野でも、ICT
を徹底的に活用した下水処理施

設・管路施設等の点検・管理の遠
隔操作・自動制御、下水道マネジ
メントプラットフォームの構築、
下水道界における在宅ワーク等に
よる働き方改革が急速に進む契機
となればと思います。
　下水道インフラ分野において、
今後に生かすため、「新型コロナパ
ニック」のこの時期に検討・総括
すべき事項として、次の諸点があ
ると考えています。
①下水処理場で処理された処理水
の新型コロナウイルスに対する安
全性をエビデンスをつけて証明す
ること。塩素等による消毒効果を
きちんと証明すべきでしょう。
②下水管路内・下水処理施設で働
く人の新型ウイルス感染からの安
全対策の強化。下水管路内を無人
で飛行して、管路内に一切人が入
ることなく点検調査を安全にでき
る「閉鎖性空間点検調査用ドロー
ン」等のロボットの活用など、
ICT・新技術を使った効率的な衛
生・安全対策が必要です。
③下水管路内から下水を採取し、
そのウイルス分析により、近い将
来の感染症の広がりの予測を行う
ことの検討。オランダでの研究が
すでに発表されています。
④下水道整備が進み、街が清潔化
したことが、過去と比べ、今回、
ウイルスの蔓延を大きく抑えたと
いうエビデンスを伴っての証明。
下水道の整備とウイルス蔓延度の
逆相関の証明ができたらと思いま
す。ちょうど100年前、1918年か
ら1920年にかけて発生したインフ
ルエンザ系パンデミックの第一号

2020年版世界幸福度ランキング（トップテンと日本）
2018年 2019年 2020年

１位 フィンランド フィンランド フィンランド
２位 ノルウェー デンマーク デンマーク
３位 デンマーク ノルウェー スイス
４位 アイスランド アイスランド アイスランド
５位 スイス オランダ ノルウェー
６位 オランダ スイス オランダ
７位 カナダ スウェーデン スウェーデン
８位 ニュージーランド ニュージーランド ニュージーランド
９位 スウェーデン カナダ オーストリア
10位 オーストラリア オーストリア ルクセンブルク
日本 54位 58位 62位
対象国数 156ヵ国 156ヵ国 153ヵ国
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である「スペイン風邪」は、世界
で全世界人口の４分の１である５
億人が感染し、5000万人が亡くな
りました。日本でも、当時の人口
5500万人中、2380万人が感染し、
39万人が死亡しました。このスペ
イン風邪は終息まで２年以上かか
り、史上最大級といわれる甚大な
感染被害をもたらしましたが、水
道・下水道というインフラ整備が
不十分であったことが強く影響し
ていると考えられます。今回の新
型コロナウイルス対策において、
蔓延防止の最も効果的な手段は、

「手洗い」と言われていますが、当
時の世界は、飲用水もままならな
い中、安全な手洗い用の水など、
全くなかったでしょう。今回も、
今後広がるであろう発展途上国に
おける上下水道インフラ整備不足
が懸念されるところですが、日本
など上下水道先進国での蔓延防止
効果は確実にあったのではないで
しょうか。
　こうした下水道インフラの効果
をエビデンスを持って科学的に証
明できれば、下水道インフラの評
価、下水道インフラの重要性の再
認識に大きく繋がり、今後の下水
道事業の発展に大きく寄与し、下
水道インフラの地位が大きく向上
するでしょう。

3．�100年前の「スペイン風邪」
を契機に日本の近代下水道
インフラが本格スタート

　1921 年、日本で 39 万人の死者
を出したスペイン風邪が終息した
翌年、岐阜市で、岐阜医師会が、

「下水道速成建議」を発出しまし
た。当時、それまで貴重な資源で
あった各家庭からの糞尿を岐阜市
周辺の農家が引き受けなくなり、
市内で引き取ってもらえなくなっ
た糞尿の始末問題が生じ、衛生問
題が発生していました。その中で、
医師会が、下水道を早く作れと迫
りました。糞尿の引き取り問題が
直接の契機でしたが、建議発出の
きっかけとして、スペイン風邪の
大流行を受けての衛生・安全への
危機感があったことも一因だった
と思います。医師会からの建議と
いう点が大きいと思います。下水

道インフラは、生活を、また命を
守る「衛生」が究極の目的です。
大きな事業費のかかる下水道事業
の着手は、市議会で大議論となり、
実際の着工は、国（内務省）から上
下水道衛生技師安部源三郎を招い
てのスタートとなった1928年とな
りました。岐阜市は、当時、風土病
として、マラリアが発生していた
のが、下水道インフラが進捗する
とともに、マラリア患者はほとん
ど発生しなくなり、「模範的衛生都
市」として、全国に認められるよ
うになりました。岐阜市下水道の
先進性は、素晴らしいものでした。
　岐阜市はさらに、下水道事業の
着手にあたり、日本で初めて、分
流式下水道を採用しました。1932
年に岐阜市において、日本で初め
て、直営で、分流式下水道計画案
が作成されました。それまでに下
水道事業をスタートさせた都市は、
全国で数都市ありましたが、すべ
て合流式でした。岐阜市は、水路・
側溝で雨水を排除するべく、雨水
系の整備を進めていたこともあり
ましたが、衛生・水環境への深い
配慮があったのだと思います。新
型コロナウイルス問題で、改めて、
合流式下水道の雨天時無処理放流
は、大きな問題になると思います。
処理場を通過した下水中のコロナ
ウイルス滅菌処理は、検証できた
として、合流式下水道雨天時越流
水問題への対応は、再度、俎上に
のぼる可能性があります。こうし
た中、88年前に、分流式下水道を
全面的に採用した岐阜市の先進性
は、素晴らしいと思います。分流
式下水道を計画区域全域に採用し
ての初の下水処理場は、1937 年
に、岐阜市祈年町に完成しました。
現在の中部プラントです。全量分
流式区域を受け持つ処理場として
は、日本初です。
　岐阜市下水道の先進性は、これ
らにとどまりません。下水道事業
への公営企業法適用、企業会計適
用日本第一号です。それは、第二
次世界大戦後まもない 1952 年 10
月のことです。いまから、68年前
です。ここ10年、政府の音頭で、
全国の下水道事業体で、企業会計
化が急ピッチで進んでいます。そ

れを、68年前から着実に実行して
います。こうした、経営意識の徹
底が、建設費や維持管理費を低減
させるための技術開発・ICT 活用
に繋がっていると思います。下水
道料金（使用料）も、日本で初め
て、戦前の1938年４月から徴収し
ています。
　このように、100 年前のスペイ
ン風邪パンデミックを契機に、日
本の近代下水道インフラは、事実
上、本格的にスタートしました。
　先日、20年前の国交省下水道部
長時代から、折に触れ、下水道イ
ンフラの話をさせていただいてい
る岐阜市を選挙区とされている野
田聖子元総務大臣に下水道インフ
ラの最新動向・下水道インフラ分
野の ICT・下水道インフラの持つ
資源エネルギーポテンシャル等に
ついてレクチャーさせていただく
機会がありましたが、その時、野
田元大臣も、岐阜市下水道の先進
性・先導性に感動し、驚いておら
れました。

4.おわりに
　４月７日、新型コロナウイルス
の緊急事態宣言が出され、８日か
ら発動されました。先に述べたイ
ンフルエンザ・パンデミックとし
ては、被害が最大で、すべての感
染症の中でも14世紀のペスト感染
と並んで被害が大きかった「スペ
イン風邪」の終息からちょうど100
年です。「世界の歴史は感染症との
戦いの歴史」です。その戦いに勝
利してきた主因は、公衆衛生の根
幹をなす「上下水道の整備」です。
必ず、今回の新型コロナウイルス
にも、人類は勝利できると思いま
す。日本経済新聞４月９日付朝刊
１面に掲載されたフランスの経済
学者で欧州復興開発銀行初代総裁
のジャック・アタリ氏の次の言葉
を胸に刻んで、頑張っていきたい
ものです。
　「日本は危機対応に必要な要素、
すなわち国の結束、知力、技術力、
慎重さを全て持った国だ。島国で
出入国を管理しやすく、対応も他
国に比べると容易だ。危機が終わっ
たとき日本は国力を高めているだ
ろう」
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下 水 道 の 散 歩 道 ［第32回］

AC（アフターコロナ）時代と下水道インフラ
―AC時代の社会の姿と下水道インフラの
� レゾンデートル（存在意義）を考える―

㈱NJS 取締役 技師長 兼 開発本部長
（公社）全国上下水道コンサルタント協会 企画委員長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

1．はじめに
　日本そして世界は、新型コロナ
ウイルス渦中にあります。過去の
感染症の歴史を見ても、一度収まっ
ても、第二波・第三波と続き、１
～２年の長丁場となる可能性があ
ります。そして、何より大きいの
は、今回の新型コロナウイルスパ
ンデミックの前と後で、生活・経
済・政治・行政・社会・教育・医
療・生き方等あらゆる面で、基本
的考え方・価値観が根本から変化
するであろうことです。
　本稿では、コロナエフェクト（コ
ロナの影響）として明らかになっ
たこと、今後の社会・経済におけ
る価値観の変化、そして、そのAC

（アフターコロナ）時代の下水道イ
ンフラのレゾンデートル（存在意
義）とそれをさらに発展させるた
めの対応について、考えたいと思
います。

2．�社会インフラの中における
下水道インフラの位置（重
要性・優先度）が変わった

　私は、今回の新型コロナウイル
スパンデミックによるコロナエ
フェクト（影響）で一番大きいの
は、「衛生すなわち命を衛ることが
すべての人間にとって一番大切な
ことだ」ということが改めて、全
世界の人間に、強く認識されたこ
とだと考えています。経済その他
の人間活動も、命あってのことで
す。経済も、命を守るために、ど
うあるべきか（例えば経済破綻に
よる自殺者を減らすために経済対
応を考える等）を考えるべきかも
しれません。そこまででなくとも、
経済効率性至上主義ではなく、「命

を衛ること」と「経済」の両立を
目指すべきという認識が新たに生
まれました。
　こうした中、「上下水道」は、ま
さに、人類の命を衛る「衛生イン
フラ」そのものです。世界の感染
症・水系伝染病によるパンデミッ
クの歴史の中で、「再度蔓延防止
策」の切り札として、欧米そして
日本で「上下水道」が整備されて
きました。特に「下水道」は、中
世ヨーロッパで、ペスト・コレラ
が蔓延したことを受け、ロンドン・
パリ等で建設が本格化しました。
日本でも、明治初期のコレラの流
行が、下水道整備の契機となりま
した。下水道インフラの歴史は、
感染症対策の歴史です。
　今回も、もし、我が国で普及率
80%、大都市ではほぼ 100% とい
う高い水準の下水道整備がなされ
ていなければ、新型コロナウイル
スは、もっと、拡がっていたでしょ
う。新型コロナウイルスは、接触
感染・飛沫感染が主ですが、人の
尿・便からも検出されています。
中世の下水道整備前のヨーロッパ
のように糞尿を道路上に放棄する
状態であれば、今回のパンデミッ
クの感染者・死亡者は、大きく増
加していたでしょう。今回の唯一
ともいえる自己防衛策の「手洗い・
うがい」も、飲用にまで対応でき
ている日本の上水道インフラとそ
の「手洗い・うがい」の排水を受
け入れ、高級処理・塩素滅菌等で
適切に処理・消毒して公共用水域
に放流している下水道インフラの
しっかりとした貢献があってこそ
です。
　多くの社会インフラは、それぞ
れ、重要な使命を果たしています。

しかし、下水道インフラは今回の
コロナパンデミックにより、従来
からの「災害対応」「環境保全」「生
活改善」「資源エネルギー創出」と
いった使命に加え、もともと整備
スタートの契機でもあり、人類に
とって根源的な「衛生・命を衛る」
という使命が改めて、再認識され
ました。「衛生・命を衛る」こと
は、下水道インフラの「レゾンデー
トル（存在意義）」そのものです。
　AC（アフターコロナ）の時代に
は、多くの社会インフラの中で、
下水道インフラの位置（重要度・
優先度）は、大きく変わると思い
ます。大きく、重要度・緊急度が
高まると思います。

3．�AC（アフターコロナ）時代
の価値観・生活様式の大き
な変化と下水道インフラ

　コロナパンデミックは、しばら
くは、完全終息にはならないでしょ
う。１～２年といった長期戦にな
ると思います。それでも、必ず、
終息宣言が出され、今回のコロナ
パンデミックは一旦、区切りを迎
えます。その際、前回の SARS、
MERSの時と異なり、社会におけ
る価値観・生活様式の大変革が起
こると考えます。それは、次の諸
点です。
　①デジタルトランスフォーメー
ション（DX）の新たな形での前倒
し進展、②グローバルなサプライ
チェーンの新たな形での改革、③
株主資本主義から公益資本主義（ス
テークホルダー資本主義）への転
換、④環境へのより力を入れた対
応によるサステイナブルな地球環
境保全に向けての改革、⑤自然と
共生した生活志向等、人生の価値
観の変革。それに伴う都市から地
方への移住や都市生活と地方生活
の両面享受（マルチハビテーショ
ン）等による都市と地方の共存・
共栄。
　①については、私が従来から何
度も言ってきた経済・社会の最適
化のための「デジタルトランス
フォーメーション（DX）の進展」
は、変わりませんが、その最適化
判断指標の中に、従来からの生産
性の向上・コストスリム・高品質
に加え、真っ先に「命を衛る・人
類の生存の継続性」が考慮される
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でしょう。産業界のみならず、行
政・教育・医療・労働の分野でも、
「命を衛る」ことを中心に据えなが
らの「新たなDX」が追求されてい
くでしょう。②についても、世界
全体を対象に、「人命に係る緊急事
態時をも考慮した新たなサプライ
チェーン」が形成されるでしょう。
③は、今回のコロナパンデミック
で、今までの効率化を徹底的に追
及して利益を上げ株主だけに還元
する「株主資本主義」が見直され、
株主だけでなく社員・顧客・地域
社会・市民・地球環境等多くのス
テークホルダー（利害関係者）に
受益が公平に及ぶ「公益資本主義
（ステークホルダー資本主義）」の
考え方が台頭するでしょう。④は、
今回のコロナウイルスの発生が人
間による継続的な森林等の環境破
壊に遠因があるという説も強い中、
2030年に向けたSDGsの達成に向
けての動きはより加速すると考え
ます。その際、衛生・水質環境改
善に大きく資する下水道インフラ
の位置付けはより大きくなると思
います。⑤は、今回の通勤の自粛・
在宅勤務の促進等を通じて、また、
通信の進化等をふまえて、地方移
住の意識の高まり、都市と地方を
住み分けるマルチハビテーション
（二拠点居住）が進むのではないで
しょうか。それにより、大都市独
り勝ちから、都市と地方の共存・
共栄に向かう可能性があります。
　こうした社会における価値観・
生活様式の変革に対し、下水道イ
ンフラも、「産業界・行政を含め下
水道界全体での新たな価値観に
沿ったDXの推進」「下水道産業界
での新たな価値観に基づくサプラ
イチェーンの構築・公益資本主義
への転換」「新たな視点を組み込ん
でのSDGsのさらなる推進」「マル
チハビテーションに対応しての下
水道インフラの推進」「災害対応・
環境対応・エネルギー対応と衛生
対応を両立しながらの対応」等が、
今後、求められると考えます。

4．�AC（アフターコロナ）時代
の下水道インフラのレゾン
デートル（存在意義）をさ
らに高めるための提言

①�下水道インフラ関連分野での新
たな価値観を加味したDX（デ

ジタルトランスフォーメーショ
ン）の推進

　下水道インフラの分野でも、デ
ジタル等を徹底的に活用した下水
処理施設・管路施設等の点検・管
理の遠隔操作・自動制御、下水道
マネジメントプラットフォームの
構築、下水道界における在宅ワー
ク等による働き方改革を、「命を衛
る」という新たな価値観を加えて、
生産性の向上等との両立を指向し
て、早急に進めていく必要があり
ます。
②ICT活用からICRT活用へ
　下水道分野におけるDX（デジ
タルトランスフォーメーション）
の推進において、今後は、ICT
（Information, Communication 
Technology） で は な く、ICRT
（Information, Communication, 
Robotics Technology）の活用が望
まれるところです。下水道インフラ
においては、ウイルス・細菌等の
危険性がある職場や地下の危険の
伴う建設工事現場等、人命の安全性
を徹底的に追求すべき職場があり
ます。下水道インフラが、「衛生・
命を衛る」インフラとして、重要
性を増す中で、その建設・管理の
現場が命の危険にさらされていた
のでは話になりません。他の社会
インフラの建設・管理以上に、安
全性を重視する必要があります。
そのためには、ICT化にプラス、ロ
ボット・ドローン等Roboticsを活
用して無人化を図るICRTを推進す
る必要があります。㈱NJSの開発
している「管路等閉鎖性空間点検
調査用ドローンAirSlider」は、３
年前の初飛行以来、進化を遂げ、
現在、第６世代の機体となってお
り、すでに、開発段階から本格的
ビジネス段階に入っています。発
射台等独自の技術開発を行い、一
切、マンホール底面など、地下に
入ることなく、地上でパソコン映
像を見ながら操作し、鮮明な管路
内画像を短時間で得ることができ
るよう、進化しており、作業員の
安全性の観点から、ICRT活用の主
力機器の一つだと考えています。
本年４月６日には、AirSlider を
活用した閉鎖性空間点検調査を行
う新会社「株式会社北王インフラ
サイエンス」を設立し、秋以降、
AirSliderを量産し、販売・リース

を開始する予定です。
③�下水処理施設の処理レベルの向上
　下水処理施設は、公共用水域に
排出される放流水質の最後の砦で
あります。今後、水系伝染病の蔓
延等もありうる状況のもと、下水
処理施設の処理レベルの向上が必
要です。高度処理化、超高度処理
化への対応です。また、合流式下
水道の雨天時越流水問題は、抜本
的対応が求められます。
④�下水道管路・下水処理施設等に

ウイルスセンサーを設置、パンデ
ミック発生兆候・終息の検知を

　下水道インフラが、「衛生・命を
衛る」インフラとして、重要視さ
れる中、さらに、社会全体に対し、
従来にない大きな貢献をする可能
性として、「下水道管路・下水処理
施設等へのウイルスセンサーの設
置によるウイルス拡散兆候を捉え
てのパンデミック発生の予測、そ
して不幸にしてパンデミックが発
生した際の終息の検知」がありま
す。オランダ・米国・パリにおい
て、すでに、下水を採取しての検
知の研究が始まっています。英国
では、簡易なPCR検知紙が開発さ
れました。日本でも、ノロウイル
スにおいて、東北大学の大村先生
等の研究実績があります。こうし
た状況の中で、センサーの開発と
検知ノウハウ確立を我が国挙げて、
対応すべきと考えます。それを日
本中の下水道インフラ施設に設置
するとともに、世界中で採用いた
だき、世界中のパンデミックをコ
ントロールする技術を日本発で展
開したいものです。

5．おわりに
　AC（アフターコロナ）時代にお
いて、下水道インフラは、大きく
注目されましょう。このコロナパ
ンデミック禍のなか、私たち「下
水道インフラ界」に関わるものは、
「命を衛る衛生インフラのエースで
ある下水道インフラ」の仕事に携
わっていることに誇りを持ち、将
来の下水道インフラの地位をさら
に向上させるため、「ウイルスセン
サーの開発・実用化」等、進取の
気性を持って、新しいアイデアに
チャレンジし、日々、力を尽くし
ていきたいものです。
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新型コロナパンデミック後の
　日本の国土政策と下水道政策
―ピンチはチャンス。日本は再び世界で輝ける日本となる可能性が
ある。下水道インフラも新しいパラダイムシフト政策の展開を―

㈱NJS 取締役 技師長 兼 開発本部長
（公社）全国上下水道コンサルタント協会 企画委員長 谷戸 善彦

� イラスト：PIXTA

1．はじめに
　５月25日、日本は、４月７日以
来、49日間続いた「緊急事態宣言」
を解除しました。国民の底力で、
新型コロナパンデミックの第一波
を一旦、クリアしました。今後の
第二波の動向は、予断を許しませ
んが、海外からは、日本の独自の
対応に対し、一定の評価がなされ
ています。「ロックアウト」という
強制措置やスマホの個人情報を活
用したプライバシーを無視した強
引な手段を使わずに、早期の抑え
込みに一定の成功を収めた日本を
注視しています。
　今回の新型コロナパンデミック
の前と後で、世界中で、社会・経
済・教育・医療・生き方等あらゆ
る面で、基本的考え方・価値観が
根本から変化します。これは、世
界共通です。しかし、世界の中で、
唯一といってもいいくらい、日本
は、独自路線で一定の成功を収め
ました。これは、今回のコロナ対
策の中で世界が注目した二点の対
決構図での成功です。「『強制的ロッ
クアウト』か『任意の自粛か』」と
「緊急時にはやむなく『プライバ
シー無視』を採用するか否か」、の
二点です。日本は、いずれも、強
制的な手段を使わず、緊急時にも、
民主主義を放棄せず、見事な国民
の団結力で乗り切りました。日本
人の底力です。
　私は、このことが、1990年代以
降下降の一途をたどっていた日本
の存在感を再び高め、海外からの
日本と日本人への憧れ・評価を高
め、日本人の自信に繋がるのでは
ないかと期待しています。1990年
代以降、「前門の虎・後門の狼」の
如く、後ろからは、台湾・中国等

のものづくり新興国の追い上げに
あい、前面はGAFAに代表される
デジタルプラットフォーマーに行
く手を阻まれた日本は、かつての
ジャパン・アズ・ナンバーワンの
輝きは褪せ、今後衰退の一途をた
どるかという瀬戸際に立たされて
いました。この時期に世界を襲っ
たコロナ。ピンチはチャンスです。
危機が去った後に、誰よりも早く
反転攻勢に転じることができるか、
社会・経済全体を持続的成長に向
け、トランスフォーム（一変させ
る）できるか、ここに日本の将来
がかかっていると言っても過言で
はありません。日本全体でトラン
スフォームの動きを取れれば、必
ずや、日本は復興すると確信して
います。
　本稿では、コロナ後の日本の目
指すべきもの、それを受けた国土
政策・下水道政策について、考え
たいと思います。

2．�アフターコロナ時代の　　
日本そして国土政策

　コロナ後の日本の姿・それに向
かっての国土政策として、私は次
の５点を挙げたいと思います。

（１）�コロナ封じ込めに発揮された
日本・日本人の良さを徹底的
に活かす

　今回の日本式コロナ対策におい
て、日本人の人間力とともに、日
本国土の清潔さ・高いレベルの上
下水道等衛生状況の良さ・医療体
制の充実等がクローズアップされ
ました。これに加え、日本の素晴
らしい自然・文化・歴史・食・お
もてなし精神・知識レベルの高
さ・安全性は、世界に知られてい
るところです。言語の問題も、近
くAIを活用したリアルタイム通

訳・翻訳機が完成するでしょう。
こうした中、世界のグローバル企
業が日本に本社・研究所・アジア
法人を設置する動きが進む可能性
があります。世界各国からのビジ
ネス客・観光客が増加しましょう。
国土政策として、こうした日本の
持つ素晴らしさを徹底的に活かし
た国土づくりを行っていくことが
重要です。

（２）�東京一極集中の是正・特色あ
る「地方スマート田園都市」
の展開

　コロナパンデミックは、密度の
高い東京等大都市集中が人類の持
続にとって、いかに危険かを如実
に証明しました。そして、以前と
違い、デジタル化の推進で、日本
中のどこにいても、オンラインで
多くの仕事が十分の生産性を持っ
てできることが証明されました。
東京一極集中の是正の千載一遇の
チャンスです。全国で、自治体と
民間企業が知恵を絞って、特色あ
る「地方スマート田園都市」を展
開することが望まれます。大都市
と地方の二拠点居住（マルチハビ
テーション）の促進も有効です。
こうした展開の中では、引き続き、
５G等通信インフラの整備、物流
等の効率化のための道路・鉄道等
のネットワークの整備、衛生環境
確保のための上下水道の充実、地
方における災害対応等が必須です。

（３）�あらゆる分野のトランス
フォーメーションの推進

　あらゆる分野におけるトランス
フォーメーションの推進が今後の
国土政策の基本でしょう。トラン
スフォーメーションの大きな一分
野にDX（デジタルトランスフォー
メーション）があります。DXで
は、特に、官・教育・医療の世界
の改革が急がれますが、トランス
フォーメーションの要となるのは、
民間企業によるCX（コーポレート
トランスフォーメーション）です。

（４）�実体経済・ものづくりにおけ
る人材力・技術力の深耕と新
たなサプライチェーンの構築

　効率性・コスト最小だけを優先
せず、危機管理を織り込んだ経済
の持続ある発展を第一義に考え、
グローバルサプライチェーンの中
で、質の高い信頼のおける日本製
品のウエイトを高め、我が国の高
いモノづくり技術や技術力・人材
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力を有する中小企業のさらなる活
用に舵を切るべきでしょう。

（５）�災害列島日本をソフト・
ハードでトランスフォーム
し、地球環境に優しいグ
リーン列島に

　国民の安全安心の確保に加え、
海外からの国際企業誘致・安定し
たサプライチェーンの構築等の観
点からも、今後の国土政策におい
て、災害対策は、引き続き、極め
て重要な施策です。ただ、その手
法として、今後は、従来のハード
対策に加え、制度面や運用面での
ソフト対策のウエイトを高めてい
くべきでしょう。具体的には、都
市計画による居住地域制限等です。
上述の地方におけるスマート田園
都市の展開等を進めるにあたって
も、環境対応・地球環境保全の視
点が重要となります。

3．�アフターコロナ時代の　　
下水道インフラ政策

　アフターコロナ時代において、
社会・経済・生活・行政等におけ
る価値観・基本的考え方が大きく
変わる中、下水道インフラ政策も、
パラダイムシフトをとっていかね
ばなりません。私は、次の８点を
政策提言したいと思います。
①�下水道インフラは、人間の命を

守る最重要の「衛生インフラ」
　コロナパンデミックにより、下
水道インフラが人類の命を衛る「衛
生インフラ」であることが改めて
クローズアップされました。「衛
生」を、下水道インフラの使命の
一番目にきちんと位置付けること
が必要です。
②�WBE（Wastewater Based 

Epidemiology）下水道疫学の重
視。WBEが世界を救う

　下水道インフラの新しい使命と
して、下水のモニタリングによる
「感染症等疫病蔓延の予測および終
息検知」が新たにクローズアップ
されました。下水中からのコロナ
ウイルスのRNAの検出による予
測・検知です。今回の新型コロナ
ウイルスのような呼吸器系伝染病
でも、便よりトイレを経て下水道
へウイルスが流入しており、消化
器系伝染病も含め、的確な予測・
検知が可能です。将来的には、管
路・マンホール・中継ポンプ場等
にリアルタイムに計測可能なウイ

ルスセンサーを設置し、データを
自動的に伝送し、AIを活用して蔓
延等の予測を可能とするシステム
も夢ではありません。海外では、
こうした研究を下水道疫学（WBE）
と呼んでいます。
③�下水道インフラはICT活用でな

く「ICRT」活用の徹底化へ
　人の命を衛る衛生インフラであ
る下水道インフラは、下水道イン
フラの整備・管理において、作業
者の安全を強く守らなければなり
ません。今後の下水道インフラの
建設・管理において、安全のため
の無人化・ロボット化・IT化を徹
底的に進めるべきです。生産性の
向上・精度向上・コスト削減にも
繋がります。他の社会インフラ以
上に、ロボット・ドローン等を活
用したRoboticsが重要です。今後
の下水道インフラ政策においては、
ICTではなく、「ICRT（Information 
C ommun i c a t i o n Robo t i c s 
Technology）」が重要です。
④�合流式下水道大改革（CS
（Combined Sewer）大改革）
　感染症対応を考えるとき、合流
式下水道雨天時越流水問題は、決
して看過できない問題となりまし
た。完全分流化等、原則的に越流
水を一切出さない抜本的対策が避
けて通れないと考えます。
⑤�下水処理水レベルの超高度化
（UT（Ultra Treatment））
　下水道インフラの衛生インフラ
としての位置づけの増大化ととも
に、公共用水域へ出る水の最後の
砦である下水処理場の処理レベル
の高度化・超高度化が求められま
す。そのためには、イニシャル・
ランニングコストが劇的に小さい
イノベーション技術の開発が必須
です。ゲノム編集の活用による処
理効率の高い微生物の生成も一案
です。
⑥�処理施設（T）・管路（P）の大

改革。感染症対策設計、無人化、
自動化、省維持管理化、耐久化

　飛沫対策としての処理場内の二
重覆蓋化の推進、建設・管理にお
ける無人化の推進、長寿命化のた
めの100年耐用資機材の本格的採
用等が重要です。今後は、メンテ
ナンスフリーの視点も必要です。
⑦�下水道インフラトータルとして

のデジタルトランスフォーメー
ション（DX）の推進

　下水道インフラのあらゆる局面
でのDXが求められます。今後は、
無人化・自動化・効率化・安全・
コストスリム化のため、管路・処
理施設に種々のセンサーを徹底的
に設置しLPWAで情報を送信・収
集するセンシングモニタリングシ
ステムの構築と、ICRT化が重要で
す。
⑧�下水道インフラ建設・維持管理

財源（FINANCE）の抜本的見直
しと官民連携の推進

　下水道インフラが国民の命を衛
る重要インフラであるという観点
から、建設費・維持管理費の負担
論を見直す必要があるかもしれま
せん。水洗化による利便性の向上・
身の回りの生活環境の向上という
個人受益面もある中、どこまで税
金で賄うか、根本的議論が必要で
す。一方、コロナ対策で国・自治
体の財源が厳しくなる中、下水道
事業においても、DX、ICRT、メ
ンテナンスフリー等により、コス
トスリム化を徹底することが必要
です。また、経営手法として、官
民連携のさらなる推進が必須です。
　以上、衛生・WBE・ICRT・CS・
UT・TP改革・DX・FINANCEの
８点です。

4．おわりに
　前々号で、フランスの経済学者
で欧州復興開発銀行初代総裁の
ジャック・アタリ氏が日本経済新
聞に語った「日本は危機対応に必
要な要素、即ち国の結束、知力、
技術力、慎重さを全て持った国だ。
危機が終わったとき日本は国力を
高めているだろう」という言葉を
紹介しました。一歩一歩、その方
向に向かっている気がします。コ
ロナ後の世界において、日本は再
び、輝きを取り戻すのではないで
しょうか。今後の経済再生も、ピッ
チが速いかもしれません。さらに、
無事、東京オリンピックが開催さ
れた暁には、一躍、世界経済を牽
引する可能性があります。その後
には、大阪万博が続きます。素晴
らしい将来の日本に向け、下水道
インフラにおいても、従来の考え
方にとらわれないゼロベースのパ
ラダイムシフト政策が望まれます。
（元国交省下水道部長、前日本下水
道事業団理事長）
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